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平成25年2月定例会

議案説明資料

予算に関する説明書

(平成25年度当初予算関係・予算関係以外)

商工労働部

*各事業の説明資料の「本年度」の欄は来年度の当初計上額

「前年度」の欄は今年度の当初予算額

「比較」の欄は「今年度」ー「前年度」の額

*ト-51ルコストについて

ト-51ルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表じます。

あくまで、費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には

一致していません。

また、人役については、表示単位未満四捨五入で表示しており、結果が0.0人役と

なるものについては、人件費を0としています。
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議案第1・7号
5蓋 案 説 明 資 料 総 括 表

商工労働部(単位.千円)

比較 11， 冨

備考歪憎 =~ 一応措

【一般会計】

商工政策室 836，179 856，855 836，106 

経済通商総量 3，230，350 5，160，527 f:. 1，930，1771 1，002，8991 2，227，451 

雇用人材総室 4，259，3221 3，916，9031 342，4191 422，4441 2，663，7821 1，173，0961 

産業振興総室 7，029目4891 6，053，5391 975，9501 30，0001 615，6071 6，383，882 

市場開拓局市場開拓課| 77.3041 137，0561 ム 59，7521 77，304 

中部総合事務所県民局| 4.4271 01 4，4271 4，427 

西部総合事務所県民局 i 8，7751 1，0551 7，7201 8，775 

一般会計合計 15，445，8461 16，125，9351 ム680，0891 422，4441 1，200，0001 4，282，3611 10，711，041 

【特別会計】

経済通商総室

説明[主な事業]

【商工政策室]

【経済通商総室】

(経営支援室)

(通商物流室)

【雇用人材総室】

(人材育成確保室)

(雇用就業支援室)

【産業振興総室】

(企業立地推進室)

(新事業開拓室)

(次世代環境産業室)

【市場開拓課]

【西部総会事務所県民局】

133，373 1 137，478 1 ム4，1051 133，373 

【経済・雇用振興キャビネット】素形材産業高度化総合支援事業

(新)コンテンツ産業創出検討事業

(新)経営力強化緊急支援事業

(新)まちなか振興ビジネス活性化支緩事業

企業自立サポート事業(制度金融費)

とっとり国際ビジネスセン事ー運営事業

環日本海圏航路就航奨励事業

(新)鳥取県技術人材バンク整備事業

緊急雇用創出事業

[申'1]度改正]企業投資促進のための工業団地再整備事業補助金

(新)サテライトオフィス@とっとり構築支援事業

(新)製造業新分野展開緊急支援事業

エコカ一関連産業育成・支援事業

(新)とっとりEVカーシェア推進事業

食のみやこ鳥取県推進事業(とっとりの逸品販路拡大支援事業)

(新)コンテンツ産業拠点化推進事業



平成25年度 商工労働部の組織

-厳しい経済状況等に対応した経済雇用対策に機動的かっ柔軟に取り組むための体制を整備

=宇商工政策に加え企業立地部門を部長直属とするとともに、 3総室体制(経済通商総室・雇用人材

総室・産業振興総室)から2総室体制(経済産業総室・雇用人材総室)に再編

=争県内全域を対象に企業ニーズに的確に対応した職業訓練を提供できるよう、その企画立案及び

実施を一元化するため、 2つの高等技術専門校を統合した産業人材育成センターを設置

【平成24年度】 【平成25年度】

商工労働部 商工労働部

商工政策室 商工政策課

..----圃「一・・・+総合特区推進担当参事

(総合特区、エコカー)

'______，・・・・・・・・・ 立地戦略課

(企業立地、太陽光・ LED・リサイ

クル産業など)

経済通商総室

通商物流室

経営支援室

経済産業総室

"圃圃圃---1-"，産業振興室

(新事業開拓室と産学金官連

携室を統合)

通商物流室

経営支媛室産業振興総室

次世代環境産業室-.1-一一一一よ

企業立地推進室 ・4一一一一

新事業開拓室 「

産学金官連携室 J一一一一一一一一一一・ 4

雇用人材総室

労働政策室

雇用就業支援室

人材育成確保室

雇用人材総室

:r二一一ド労働政策室
-卜b就業支援室

(廃止する人材育成確保室の

業務を上記2室が所管)

倉吉高等技術専門校

米子高等技術専門校

J ぷ|産業人材育成センター

. 1 [倉吉校、米子校]
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7款商工費
1項商業費

1目 商業総務費

平成25年度一般会計当初予算説明資料

商工政策室(内線 :7212)→事業実施:商工政策課
(単位:千円)

目オ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 {蒲考

E庫支出金 起債 その他 一般財源

職員人件費 440， 704 336，480 104，224 440， 704 

事業内容の説明

一般職員 64名(商工政策室、経済産業総室、市場開拓局)の人件費

商工労働部管理 〈雑入〉
運営費 6，279 6， 765 ム486 17 6，262 

トータルコスト 53，149千円(前年度 54，236千円) [正職員:5.9人、非常勤職員・ 2.0人]

主な業務内容 部内総括九人事・組織運営、予算編成、庶務事務等

耳援の雌目標日目需

事業内容の説明

商工労働部内、地方機関等との総合調整等、円滑な事業執行に要する経費

内

4
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
ー

マ，

商工政策室(内線:7212)→事業実施:商工政策課
(皐位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年 度 比 車交 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

用産卜{擾】性2新ト奥サ推向)キ上【録ャブピ済スロピ末業ジ生雇ヱッ
2， 675 。 2， 675 2， 675 

実クも現 進し事経業営」(「のお

トータルコスト 8，236千円(前年度 0千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 セミナー、分科会企画・運営事務など

工程表の政策目標(指標)び鳥新取規県雇経用済創成出長の戦実略現の推進:持続可能な経済成長の実現による県民所得の増及

事業内容の説明

1 
ス業

て1

サー

ー清ピ

2O主サなー事ビ業ス内イ容ノベーションセミナーの開催

サ ピス産業の重要な要素である lおもてなしJの実解践と、科た学め的・工者学的視け点から生産性

3 緩。る涜蓄旅と経.ヵ童済館む必雇話業必要要雇用主は主用部振主分興振家をキ客興内効ャずキ工串ピキ業ネ化もピ的ネfしッなJサットJ経ー娯営ト(サピ手スー左県法品官内ビ質ス企形産を業官盤上割経Jげと営E事な〉る者っ取仁の臨て組方おい志けとす向る重るー.要県績製F固肉に造F事なf業業っ綜の者て改の極易善窓策手見を不法検諮を討取す

O 可く恐欠れ。もあ

0 り入れるこ

※ る場

-4-



平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

マ，

商工政策室(内線:7212)→事業実施・経済産業総室
(単位，干円)

備 考
訳内j原Rオ

較1:1:. 前年度本年度名業事

建設業多角化経
営支援事業 71，428 ム3.14974，633 71，484 

92， 138千円(前年度 95，553千円) [正職員:2.6人非常勤職員:3.9人]

主な業務内容 普及啓発、相談対応、計画策定支援、補助金申請の審査、交付決定

建設業の新分野進出.建設業の新分野進出を支援することによる建設業の多角化
経営の推進

など

トータルコスト

工程表町政細書(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要
建設事業者等が公共事業依存からの脱却を目指じて行う新分野進出の各種取組に対し、相談

から事業化まで一貫した支援を行う。

1 

2 主な事業内容
( 1 )建設業新分野進出アドバイザー設置事業 (13，101千円)

企業OB等の専門職員が建設事業者等の新分野進出の相談及び県内企業の経営課題に対応し
た支援施策の紹介などを行う。(経営相談窓口相談員も兼務)

(2 )建設業新分野進出事業補助金 (53，222千円)
建設事業者等が行う新分野進出の取組を各段階(進出検討段階、事業化段階)に応じて支援

する。

100万円

300万円

2/3 

2/3 

進出検討型

事業化実現型

(3 )新分野進出事業補助金審査会 (242千円)
建設業新分野進出事業補助金事業計画の採択の可否を審査する審査会の開催に要する経費。

(4)新分野進出塾開催事業 (3，107千円)
新分野進出に関心のある建設事業者等を対象に必要な情報や知識等の習得を支援する。
新分野進出のきっかけ作りを行う「気づき編」、具体的に事業計画の策定手法等を習得する
「導入編」、分野別の市場動向の情報を提供する「分野別勉強会」の 3段階で実施する。

(5 )標準事務費(1，812千円)

3 これまでの取組状況、改善点
0これまでの取組状況

小規模建設事業者等では、現状ではいけないと認識しながら、新分野進出など具体的な検討
に至っていない事業者が多い状況であるため、建設業新分野進出アドバイザーによる相談、セ
ミナーの開催、事例集の発行等により、事業者の状況に応じた、効果的な支援に努めている。

O改善点
平成24年度は、事業者の新分野進出の意識レベルに併せて、きっかけ作りを行う「気づき編」

と、事業計画の策定手法等を習得する「導入編」の 2段階で新分野進出塾を実施した。さらに、
平成 25年度は分野別の具体的な市場動向の情報を提供する「分野別勉強会」を加えた 3段階
で実施するよう見直す。

「
町
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7款商工費
1項商業費
2目 商業振興費

平成25年度一般会計当初予算説明資料

商工政策室(内線:7212)→事業実施:経済産業総室
(単位千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

建設業介護ビジ
ネス参入支援事 25，500 25，000 500 25，500 
業

トータルコスト 27，883千円(前年度 27，414千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 普及啓発、相談対応、計画策定支援、補助金申請の審査、交付決定 など

工君主由政相標(指揮) 建設業新分野進出:建設業の新分野進出を支援することによる、建設業の多角化
経営の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
建設事業者等が公共事業依存からの脱却を目指して行う新分野進出のうち、介護分野への参

入又は介護分野において差別化による事業拡大に際し支援を行い、県内建設事業者等の経営の
活性化と雇用創造を目指す。

2 主な事業内容
建設業新分野進出先のうち、雇用創出効果が高く見込まれる介護分野への参入、事業拡大に

際して建設業事業者等の支援を行う。

〔建設業介護ビジネス参入支援事業補助金)(25，500千円)
H24継続分 18，000千円
H25新規分 7，500千円

【対象事業】

事業区分 内 H勾司胃ー 補助率 限度額
(対象者)

介護ビジネス運営準 ①事業計画策定事業 2/3 500万円
備事業 -ニーズ調査、事業計画策定、マネジメント等の事

業など
(介護ビジネスへの ②介事護業従業員確保(新規雇用創出・従業員雇用継続)

参入を目指す県内建
設事業者等) -介護従業員を新たに雇用する事業

-建設業に従事している従業員を介護ビジネスに従
介護ピジネス差別化 事させるととで雇用維持を図る事業 2/3 500万円
戦略策定事業 ③人材育成事業

-必要な知識・技能の習得を目的とする研修を受
(介護ビジネスの事 ける事業など

業拡大を目指す県内 ④広報活動事業
建設事業者等) -広報ツール作成、内覧会等を行う事業など

【補助期間】 平成27年 3月末まで(債務負担行為の設定限度額 15，000千円)

3 これまでの取組状況、改善点
「経済・雇用振興キャピネットJ建設業W Gの意見を受け、県内建設業等の底力アップとし

て、県内建設業等の経営の活性化と雇用創造を図るため、県内建設業等の進出分野の中で特に
雇用創出効果が高い介護分野に特化した当該補助金を平成24年度に創設した。福祉保健部等
と連携し、詳細な情報を提供するなど、より精度の高い事業を実現できるよう支援している。
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

守，
商工政策室(内線:7212)→事業実施t葺警書

訳内j原目オ
備考

一般財源その他国間自主|起債
比較前年度本年度事業名

業
継
支

企
業
定

小
事
策

中
(
)

県
P
画
業

取
C
計
事

鳥
B
続
援

13，613 ム4，956 18，569 13， 613 

(前年度 20，983千円) [正職員:0.3人]

商工団体等との調整、 BCP策定研修会の開催、個別策定支援の補助金事務等

15，996千円トータルコスト

主な業務内 容

事業内容の説明

1 事業の目的胴概要

東日本大震災以降、 BC P (事業継続計画)への注目が高まり、取引先等による策定要請や
国土交通省による BCP認定(入札時の加点)といった動きが出てきている。これに伴い、災
害時の業務継続のみならず、平常時の社会的信用カの強化や取引の確保・経営基盤の維持とい
った観点からも、県内中小企業のBCP策定を強力に促進する。
(参考) B C P (事業継続計画)とは

自然災害などの緊急事態に遭遇した場合に、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能と
するため、平常時の事前対策や緊急時の事業継続の手段などを取り決めておく計画。

2 主な事業内容

( 1 )普及啓発の推進 (2，326干円)
従来、県単独で実施してきた普及啓発について、商工団体等にb主体的に実施していただ

くことにより、回数の増加、業種別・地域別対応等を考慮した重層的な普及啓発を推進する。
ア 商工団体や金融機関など支援機関を対象としてBCP指導者養成講座の開催
イ 商工団体等が主催する下記セミナーへの講師派遣
gB  C Pの概要や必要性に関する初歩的普及啓発セミナー

BCP導入に向け基本的仕組みを理解する BCP策定体験セミナー

(2) BCP策定の支援 (8，699千円)
ア BCP策定研修会の開催による策定支援

平成 24年度に業種別BCPモデルを策定する次の業種について、モデルを活用した
研修会を開催し、短期集中的にBCP策定に取り組む企業の増加を図る。

0対象業種:<I食品加工、②金属・機械、③建設、④卸・小売、⑤運輸、⑥電気機械
イ 専門家活用による個別策定支援

業種別BCPモデルで対応できず、専門家活用による個別策定支援を希望する企業に
対して、その経費を補助。
O支援企業 :20社を上限
0補助金:上限30万円 (10/10補助)

(3 )企業経営力の向上に資する BCPの推進 (1，010千円)
業務継続カの強化及び企業経営力の向上を目指して、県外企業との代替生産などの広域連携

方策を検討するとともに、 BCP策定企業向けに、 BCPの運用を業務改善・経営改善に結
びつけるためのBCPブラッシュアップセミナーを実施する。

(4 )その他 (1，578千円)
企業BCPワーキンググループの開催、 BCPモデルの改善など

3 これまでの取組状況、改善点

【取組状況】
平成 21年度から 3名の BCP普及員を配置し、学習会や企業訪問を通じてBCPの普及活

動・策定支援を実施しつつ、平成23年度から BCP策定研修会の開催により業種別に短期
集中的な策定支援を実施している。(県内企業策定実績:38社(平成24年12月末時点)) 
平成 24年度に業種別BCPモデルを策定し、今後、モデノレを活用して業種別に普及啓発・

策定支援を図ることとしている。

【改善点】
従来、県単独で実施してきた普及啓発については、商工団体等が中心となって、より効果的

な普及を図っていく。県としてはBCP策定支援に注力するとともに、他県企業との広域連
携の検討、 BCPのブラッシュアップなど新たな課題に取り組む。

工程表の政量目標(指標)
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費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

『，
平成 25年度一般会計当初予算説明資料

商工政策室(内線:7212)→事業実施:商工政策課
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年 度 上ヒ 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

雇ロ用ジ創ェ造ク 1ト万推進人費プ 1. 155 1，869 ム714 1. 155 

トータルコスト 3，538千円(前年度 4，283千円) [正職員・ 0.3人]

主な業務内容 雇用ト創の進造捗1状万況人及推び進追会加議施及策び案プのロジェクトチーム会議の運営、 1万人プロジェ
ク とりまとめなど

工程表の政諜目標(指標)雇(H用2創3~.造261の万4年人プロジェクトの着雇用実創な推造進をによする雇)用環境の改善
聞で 1万人分の 目指

事業内容の説明

1 う事平と業成とのも2目に3的、年・度1概万に要人策推定進し会た議雇を用開創催造し1プ万ロ人ジプェロクジトェのク推ト進のを進図捗る管。理及び追加施策の検討等を行

2 
主雇な用事創業造内1容万人プロジェクトを推進・加速するため、官民連携の検討会議を開催・運営する。

可幣〕1ir善ZFii(会i醐i議上、s奇襲粧品謝野労個体〔役割〕 協力・調

i所回要数額]〕 場{昔 、旅費等)

(「i創自]1禁雪日与銭野議←ム謀議民輔山崎】
に向けた管追、庁理加施内策検討

〔〔所回要数額〕〕580千円 (会場借上、旅費等)

※庁内PT会議は随時開催

3 これプまで長あジのるェt取固タ叫組ト状実F況行協に改よ善議り点、し平お成2れ3年度Eは 佐:2，12肉9人謀の雇、プ局宅ロ た に お い て
況約2，60 内をジ創のェ雇造ク用しト環。境平は層成依の2然推4年進と度し・て厳速しい状も

にあ のー加を図る
必要が

このため:し年働度き当か初けかのら取プ組ロをジ強ェ化クすトるチ。ーム会議を開催するなど、特に追加施策の検討加速、
雇用の前倒 イ。

(参考)

雇用創造1万人プロジェクト(年次目標及び実績)

L H23 H24 H25 H26 
区分

目標 実績 目標 (1月実時績点~) 年間見実込績三 目標 目標
4年間

雇用創造 2，200 2'，129 2，600 '~ 2;616 2，400 2，800 10，000 

産業分野 1，700 " i>:45g 1，800 一1，(363 .1，981 1，900 2，600 8，000 
医療福祉教育分野 500 ミ戸市:リJ予'~70 600 ι 3GB L 三 ， .635 500 400 2，000 '.'"--' ..，-， 

緊急雇用 2，500 1，500 1;420 1，650 1，000 。 5，000 
※緊急雇用の実績は、通年雇用換算後の数値(例 日ヶ月雇用×延べ2人司1人/年)

-8-



平成 25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
2白 商業振興費

商工政策室(内線田 721 2)→事業実施.商工政策課

(単位:千円)

目オ 源 内 訳

事業名 |本年度|前年度|比 較 I I備考

|附帥起債その他一般財源|

鳥取県経済成長戦|
略推進事業 3，489 3，497 ム8 3，489 

トー告ルコスト 13，022千円(前年度 13， 152千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 鳥取県経済成長戦略会議の開催

工程表の政責目標(指標)I鳥取県経済成長戦略の推進による県民所得の増及び新規雇用創出の実現 :20
1 0 年~2020年までの 10年間でGDP約 700億円、雇用創出約 7 ， 0 
00人を目標として設定。(成長率換算で、年平均約 0， 3%の上乗せ)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
「鳥取県経済成長戦略(平成 22年4月策定)J の推進に向け、有識者で構成する経済成長戦

略会議を開催し、外部環境変化に対応した推進方策を検討する。

2 主な事業内容
各分野及び戦略推進プロジェクト及び再生プロジェクトを推進する方策の提言をいただくた

め、経済成長戦略会議を開催する。

[開催回数] 2回程度
[メンバ-] 各成長分野で活躍されている有識者

3 鳥取県経済成長戦略について
人口減少下においても持続性のある経済成長の実現に向け、 8つの戦略的推進分野とそれらを

下支えする 3つの産業基盤高度化分野(横断的施策)で構成する「鳥取県経済成長戦略」を平成
22年4月に策定した。

【経済成長戦略の構成】

-9-



平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項

2

款

1
7
 商工政策室(内線:7212)プ事業実施:商工政策課

t阜f立 千円)

Eオ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目Il支出金 起 債 その他 一般財源

産業政策形成事業 2，433 2，473 ム40 2，433 

トータルコスト 19， 115千円(前年度 19，370千円) [正職員:2.1人]

主な業務内容 ワーキンググループを設置し、産業振興施策を検討する。

工程表の政露目標(指標)

事業内容の説明

1 青i主、柔主;産事業政?策形?軒成を行ーの議院時緊急零時ii護12機方で、とー 軟業オー 外策う検。部 して 用振興キャピネ、ット
動的 な業

2で課業主題種な解事・決業業態内の特容た有めののW課題Gや(外ワ部環キ境ン変グ化グソ等レーに即プ)してを、随県時編内成の企し業、機経動営者的やな施関係策立団体案等を行と官う。民連携

国定醐】罫3轄WG輔議Xく各害4化苦回場程(円度車霧業デ車フ議レ事圏総内大手メ辞ーカー外の輔轄師再編等)への対応策
【メンバー]

(有識者)

[想定回数]

3 経1こ9れ年営者度まで以意の降取見、組経を状済踏況・雇、え改用善振参加点興者キャ課ビ題ネ認ッ識トを共圏域有別でに設置業・運業営したが編、22年度以降は参加企
業 の ま、 の が きる種・態別で成している。

[2時現監
業( 業回)の拡充を検討している。

-サ G(宿高開(催度泊開化イ業回数支回・飲援数:食事2 .業2)回の生産性向上支援を検討している。

費務総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

ヱ
工

商

目項
1

款
2

7
 商工政策室(内線 721 2)→事業実施t葺望書

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

目l事支出金 起 債 その他 一般財源

職員人件費 136，311 231，330 ム95，019 136，311 

事業内容の説明

一般職員 10名(立地戦略課)及び定数外職員 5名の人件費
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項
2

款

2

守
2

商工政策室(内線:7212)→事業実施:商工政策課
(単位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

E庫支出金 起債 その他 一般財源

産〔新業創)出コ検ンテ討事ン業ツ 4，890 。 4， 890 4，890 

トータルコスト 10，451千円(前年度 0千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 セミナ}、分科会企画・運営事務など

工程表の政責目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

時事作計孝者弘とは課空、標はコンなテ高憎Eシ諸Wツ誕のま島デん2のがザシイお、芸アン評聖等ニE堂メをT嬰、パ吹テソ雪聖コレ書ンピ干香等認組潟てづ、創重警映作量官画すE、る特る音者一場業設tょ空目の自宇主野命 草となって

機者運の ア出と制作

※コ

※帝j

2 主な事業肉容

0コンテンツ産業創出検討会の開弘
制作者にとって、県西部が魅力 な地域となるためのアイデア等を議論する施策検討会を

設置する。

テ参集機マ関~制制作作者者が育注成機目す関る、県I西T部企地業域、の県魅内力企づ業、く山り陰コンテンツビジネスパーク協議会

、機の創還出を盛・集り 及げびる映た像め技の術フオ}

等ス((仮想カの)定代ッデ)表シジ県又ョタ内はンルの実コI務ンT者テ関ン連なツ企どの業産、 ン勺レツク関リ連エ企イ業タ、ー韓の国創の出産業振興機関

た部鰐与豊富鵠
県民や県内品業方 申広く まん 魅力や楽しさを感じていただくことで理解を

深[概め、 の商な品展示コーナー
会 ど

3 これまでの取組状況、改善点

国際まんが博作者開催やや県業内コンテンツ産魅業力の育づ成くに取り組んできたが、誘ら致を作目指者していく上
で、県外の制 企に向けた更なる りが必要であることか、制 の育成・創
出などの支援策の検討が不可欠である。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項

2

款
2

守，
商工政策室(内線 721 2)→事業実施t葺購署

訳内源財
備考

その他|一般財源国庫支出金|起債
較上ヒ前年度本年度名業事

興
素
総

振
】
化

用
ト
度

雇
ッ
高
業

.
ネ
業
事

済
ピ
産
援

経
ヤ
材
支

【
キ
形
合

65， 979 ム11，26777，246 65， 979 

78，051千円) [正職員:1.0人]73，923千円(前年度トータルコスト

研究会設置事務、補助金交付事務、委託事務、講習会等の開催主な業務内容

工程表の政量目標(指標)

事業の目的・概要
新興国市場の拡大に伴う圏内メーカーの海外市場近接地での調達戦略や自動車産業のEV化の

進展など、事業環境が悪化する中、県内のものづくり基盤産業である素形材産業の高度化を図り、
新素材の成形など新技術の確立と、海外需要の取込みを目指す。

また、団塊世代の退職による生産技術カ低下への対応や、受注受身型企業から提案型企業への
転換のために必要な経営管理能力を有する人材育成への対応を支援する。

_~J霊法二車且援嬰:t_1'_ビサ~~J:-_ _(;表彰材慮義.W~U;良仕~県用車業賓の怠昆z2をーーーーーーー一一ーーーー
:0円高等の影響により、電気機械関連等の受注先がほとんど海外に移転している。園内では戦:
lえない。
i O新興国ずはできない新素材などへのチャレンジしか、園内生産の生き残る道は無い。
----菜采経済

[一業 素…した一「素抑形附材」と呼び一一一)c:)1山 11円|内下
(最終製品組一-) 17) )II <=Þ f~{ft~する鋳造鍛造金型ーの]

づくり基盤産業」の業種・業態を指す。

事業内容の説明

1 

2 主な事業内容
( 1 )新素材・高度部材の成形技術の確立

新素材等の探求に資する研究会を創設し、研究テーマの探求から研究開発までの一連の取組
を支援する。

整題課確的を等究

ス
研

レ

}

の

ン

タ

後

テ

ン

ム
寸
ス
セ

、

相

術

向

二

技

動

、

業

や

ン

産

準

夕

、

水
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、

究

技

ム
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総
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本

ア
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日
。
、
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、
る
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等
す
ウ
学

質
置
シ
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グ
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会
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特
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1
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置
の
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-
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と
の
-
バ

の
ご
め
』
ン

会
材
た
テ
メ

究
索
る
[
[

研
新
す理

ア

等

ホ
化
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F
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間

)
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を
M
M
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一
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成
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の
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ス

0

費
、
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費
同
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000千円)

等

(2 )製造中核人材の育成支援
・生産技術力向上のために、講習会の開催や事業者の希望に応じた専門家を個別に派遣する。
.高度な経営管理能力を有する幹部候補生育成を目的とした講習会を開催する。

3 

ー12-

これまでの取組状況、改善点
園内受注を確保するためには、新素材等の研究開発に取り組む事業者を増やしていく必要があ

ることから、地元湧苦形材産業界とキャピネットを通じて、研究テーマを生み出す仕組みを検討し、
研究会の設置及び製浩中核人材の育成支援等争続策化する内



平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費興振業
費
企

業
小

費
鉱
中

ヱエ
商

目項
2

款
2

『，
同策室(内線:7212)→ 事 業 実 施 藩 :噛

員オ j原 内 訳
事業名 本年度 前 年 度 比 較 備考

目庫支出金 起 債 その他 一般財源

キ【経ャ済ビネ・雇ッ用ト振】プ興食 57，092 70，040 ム12，948 57，092 

のジ安全・安推進心 ロ
ェクト 事業

ト-$1ルコスト 59，475千円(前年度 72，454千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 委託事務、補助金交付事務など

工程表の政費目標(指標)
及鳥(バび取新イ県規オ経雇・済食用成創品長分出戦野の略実での現平推成進23:持続可能な経済成長の実現による県民所得の増

年~平成26年度の聞に230人の新規雇用を創出)

事業内容の説明

1 事本業県のの目食的品加・概工要業のHACCP中、小GM零P細等企の認証を含取得めや衛生管げ理対策りへの支外援など安全取・安引心への対路
応による差別化を通じて、 業 た底上を図、県 ・国外への 先・販
拡大を目指す。

※HACCP・・・食医品の中にび潜医む薬危部害外要品因が除造去管できびる工品程質を常時管基理準する手法
G M P・・・薬品及 の製 理及 管理の

2 主な事業内容

0ワンストップ相談窓口の設置

試衛生管理向上や認証ップ取相得談を窓目指をす設事置業す者に対して、鳥取県産業技術センター食品開発研究所
に験的にワンスト 口 る。

i豊島員ia:(:;i得E星ii稜id量殺掠諸君臨応

【普及啓発] 導を目指す事業者のための講習会などを開催する。

0認証取得等への支援

近年、 バイヤーや消対費策者へかのらニーズが増して大、し費て用いのる一安部全を・補安助心すへるの。対応のため、県内事業所
の認証取得や衛生管理 取組に対

i対象室匙率轍長】1F害2 1 耐の量宏、岬等の事空路ア駐車理事事}寄り勘事業所
2以内

[限 50万円 (海外件輸、，海出0外向0認け0認証千証枠円に取り組む場合は 500万円)
!債予 為内認]証限枠度額1040 3件(H26年度)

3 
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費奥振業
費
企

業
小

費
鉱
中

エエ
商

目項
2

款
2

マ，

臨時室(内線:]212)→蔓業実施藩i警警

訳内源財
備考

一般財源
車交tt 前年度本年度名業事

4，575 ム784， 653 4，575 
中小企業支援
強化対策事業

11，725千円(前年度11，894千円) [正職員:0.9人]ト-$1ルコスト

企画調整、関係機関との調整主な業務内容

工程表の政量目標(指標)

事業の目的・概要
青年経済団体の活動への参画、商工関係団体や大学との意見交換会の実施、施策普及資料の作

成、企業情報データベース管理など、県内企業支援のための施策ニーズの把握や施策の情報提供
などに要する経費。

事業内容の説明

1 

主主2 

468 両7

ι575 

3 これまでの取組状況、改善点
職員が青年経済団体に加入し、それぞれの団体の一員として以下の活動等を実施した。
O青年経済団体における主な活動実績 (H24年度)

[倉吉商工会議所青年部]
・「第 4 回ちびっこフェスティパノレinパープルタウン2012~働く車大集合~J の企画・運営
打吹まつり「まんが王国とっとりアニソンちびっこのど自慢j の企画・運営
「中部在住の外国人の方とのディスカッションJ(9月例会・研修会)

[米子商工会議所青年部]
・よなごマルシェへの出J苫
・皆生トライアスロンスタッフ
-故郷の新しい風会議ln鳥取(国家公務員を交えた討論会)への参加
[東部中小企業青年中央会]
-フラワーフェスティパルln湖山池の企画・運営
・10月例会・発表会新事業展開に向けた提案

水ビジネス実現化
モデル構築事業 ム4，3004，300 。

5， 105千円) [正職員:0.0人]0千円(前年度トータルコスト

補助金交付事務、補助事業採択企業の事業化に向けたフォローアップ主な業務内容

工程表の政責目標(指標)

事業内容の説明

水ビジネスのうち排水処理分野における技術の評価・検証、商品開発・改良に向けた技術
支援などにより、水ビジネスの実現化に向けた取り組みをモデル的に支援する事業。
平成 23~2 4年度の 2年間にかけて事業渚1社をモデル事業として支援してきたが、当

該事業者以外に申請の見込みがないため、平成24年度で事業終了するもの。
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7款商工費
1項商業費
2目 商業振興費

平成 25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(内線:7658)→事業実施:経済産業総室
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本 年 度 前年度 比 較 備考
目l事支出金 起 債 その他 一般財源

(新)経営力強化
緊急支援事業 44， 600 。44， 600 44， 600 

トータルコスト 46， 983千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内 容 商工団体との連絡調整、申請・報告の審査、補助金事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
金融円滑化法の終了、大手事業者の事業再編など厳しい経済情勢の中、従来、企業単独ではア

ブローチできていない市場等に対して商工団体のネットワークを活用した需要創出や企業連携
支援など商工団体の経営支援活動を充実強化するとともに、複雑化する中小企業者の経営課題
に適確に対応できるよう、商工団体の中小企業診断士資格者を育成増員する。

2 主な事業内容商
商工団体( 工会議所、商工会・商工会連合会及び中小企業団体中央会)が実施する中小企業

者の需要創出や企業関連携支援等に要する経費を助成する。

区分 内容
予算額
(千円)

商工団体のネットワークを活かした県内中小企業者の需要開拓等に資す

(1)需要 る商工団体が行う取組に必要な経費を助成する。
創出等推 -補助率 :lO/lO(限度額 500万円)
進事業 -対象事業イメージ

0新たな受注発掘のための誘致企業や県外企業と地元企業の機会設定等 30， 000 
(商工団体工業部会と進出企業とのシーズ・ニーズ交流会の実施 など)

0商品開発等のニーズ発掘のための大学と企業グループの連携
(商工団体による大学と地元企業とのニーズ情報オ、ットワークの構築 など)

0県外商工団体との連携による県内産品等の広域的な情報発信・商品PRの取組
(中園地方の各県商工団体が連携して取り組む大型小売后への販路開拓 など)

商工団体のコーディネートによる複数の中小企業等が行う企業問、異業
(2 )企業 種問、産学連携等の取組に対して必要な事業費の一部を商工団体を通じて
連携推進 助成する。
事業 @補助率:2/3 (限度額 200万円)

@対象事業イメージ 12， 000 
0新商品・サービスの共同企画・開発・試作(実証)、製造

(大学と中小企業グループの連携による商品開発・試作・製造 など)
O共同受注、共同販売事業の実施

(中小製造業者による共同受注体制の構築に係る組織の立ち上げ、勉強会の開催、
ビジネスマッチング など)

(3 )支援 商工団体の中小企業診断士を育成増員し、中小企業者へのコンサルテイ
人材育成 ング機能の向上を図るため、資格取得に必要な経費の一部を商工団体に対
事業 して助成する。 2， 600 

@補助率:1/2 (限度額 13 0万円/人)
-支援対象 中小企業大学校へ派遣される商工団体職員の研修受講等経費

言十 44. 600 
※(1) (2)の事業については実績評価 (3ヶ年程度を想定)に基づき交付金化を検討。

3 これまでの取組状況、改善点
商工団体が経営支援を行っている県内中小企業の多くは「売り上げ減少と過剰債務」といった経

営課題を抱えており、商工団体の経営支援活動(売上確保や販路開拓等の需要創出、企業関連携等
による競争力強化)の充実強化を図る必要がある。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
u頁商業費 経済通商総室(内線:7658)→事業実施:経済産業総室

(単位:干円)2目 商業振興費

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 1:1:; 較 備考

目l政出金 起債 その他 一般財源

(新ピ)ジまちなか振
興 ネス活性化 15，000 。15，000 15，000 
支援事業

トータルコスト 17，383千円(前年度 0千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 市左の連絡調整、申請・報告の審査、補助金事務

工程表の政策目標(指標)商業・サーピス業主体の活で性化市(地町域村が等取とり連組携むし賑たわ需いのあるまちづくりピへスの業支の援活) 
:まちづくりの ある 商業(商庖街)・サー
性化

事業内容の説明

1 角事商手業の目的・概合要
庖決街に振資興組 業、中小企業支援者等が商庖街等において、まちなか振興のために実施する地域課題

の する事に対し を行う。

[背景]中かが心進市ら行、街地地し域てな課いど題商る。に業対商集応業積地し・居た域住商で業エは、 底鋪閉鎖・能移ま強転ち化等なやかに環よ(境隠り整居、備街まちなか過疎ともいうべき観現象点 リアである、 とその周辺地域)振興の
-サーピス機 を図る必要がある。

2 主な街事振業内容
商庇市象 興組合等が行う、まちなか振興を図るための事業に対し、市を通じて助成する。

-対 地域商
各補 の !吉街等及び商府街等と一体性を有する隣接地域

- 効率
@補市補助助対経象費等の1/2又は補助対象経費の 1/3のうち、低い額(上限 300万円)

事業名 内容 予算額

補対実助施象対主表要体件.商専地イ庖域ベ門街家課ン振指題ト興導の開組費催解合決、費施、にまちづ事費く、業り広会で社告あ 等環境援整事備等 象 : 向けた ること。
支業 経費: 設な改ど修費 宣伝費、

実補助施対象主要体件 中(小1企q〕)継家業地商指続者域工導性寵団費が匿体高のの応い解継舗~決続判改的修と断経資費さす常れ、指る広た当導事告事素等業宣でを伝で受あ費あるける、こなこ事kどJh • 業

15，000千円

支出庖促進
援事業 (2 の

対象経費:専F

※「地域課題の解決に資する事業」のイメージ
0事業実施地域の住民ニーズに合致していること。
0当該取組を支援することにより下記のような地域課題解決が図れ、同時にまちなか振興(商底街活性化)
に繋がること。
《地域課題・事業例》
-賑わい創出(集客カの強化、空き席舗活用、不足業種誘致、まちなかへの出庖促進、交流機能を持つ
た商業施設の設置、地域資源を活用したまちなか観光、大型J吉と連携した賑わい創出 など)

-まちなか商業・サービス機能の強化(公共交通機関との連携による来街者増加の取組など)

3 これまでの取組状況市、街改善点
0これまで国の中心 地活性化等の各種補助事業の上乗せ補助により商庖街の環境整備支援

を実施出しか庖て振促き興進たの。観の支点援か等ら0まちな 、各地域の支の援商庖街は対の応特性しに応じた地域い部課題の解決のための商業環境
整備や 、従来 で きれていな 分の充実強化を図る必要が
ある。
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事業名|本年度|前年度

平成25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(内線:7658)→事業実施経済産業総室
(単位:干円j

l 財 源内訳ー占I

比較 l l備考
100庫支出金|起債|その他|一般財源

費奥振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

7
 

小規模事業者等
経営支援交付金 1 779.6091 788.1011 ム8，492 779，609 

ト一空ルコスト 1 791，525千円(前年度 800，170千円) [正職員:1.5人]

| 商工団体が行う経営支援活動の連絡調整、交付金交付事務(申請書の審査、
主な業務内容| 交付金の支払い、事業実施状況の確認)、業務の指導・監督(定款変更の認可

等)等

工程表由政責目標(指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
商工会、商工会連合会及び商工会議所に配置された経営支援専門員等が行う、小規模事業者の

経営・融資・税務・経理・労務等の指導、創業・経営革新・新分野進出等の支援に要する経費を
助成する。

2 

商工会議所

昔十

3 これまでの取組状況、改善点
0平成18年度から実施した交付金化及び商工会合併に伴う組織の検討において、新事業展開な

ど高度で多様な企業支援ニーズに対応するため、従来の国庫補助基準に、商工会10名、商工
会議所7名の上乗せ措置を行った上で新たな組織体制の基準を設定した。
-商工会、商工会連合会 112名
・商工会議所 35名

0平成24年度においては、圏内産業の空洞化、三洋CE事業再編等の最近の厳しい経済情勢を踏
まえ、商工会・商工会連合会の定数削減計画を一部見直し、経営支援専門員3名を増員して
小規模事業者の経営支援体制を強化することとした。

-経営支援専門員 3名[東・中・西部の商工会産業支援センターに配置]
・車邸哉体制の見直し (H25時点) 112名体制=今 115名体制に増員

手成18年 度~

対象事業ごとの詳細な
交付基準を設定

7
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費奥振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項

2

款
ー

マ，

経済通商総室(内線 7658)→事業実施鮮轄

訳肉j原Eオ
備考車交1:1:. 前年度本年度名業事

一般財源

中小企業連携組織
支援交付金

その他E露支出金|起債

91，607 。91，607 91， 607 

100，458千円) [正職員:1.1人]100，345千円(前年度トータルコスト

交付金交付事務(交付決定・実績報告審査・額の確定)、事業実施状況等確認、
予算要求、中央会との連絡調整、組合設立(定款変更)認可事務

主な業務内容

工程衰の政策目標(指標)

事業の目的・概要
鳥取県中小企業団体中央会が行う中小企業組合等の設立・運営支援、企業連携支援等に要する

経費(人件費、事業費)を助成する。

事業内容の説明

1 

※中小企業団体中央会の役割
-協同組合等の連携組織を通じて中小企業を経営支援し、産業基盤の底上げを図る。
(個々の中小企業では解決困難な課題を組織のカで解決)
・外部経営資源を結びつけて既存組合を活性化させ、組合傘下の中小企業者の経営カ向上を図る。
・産業構造の変化や高度情報化社会の進展に対応できる連携組織の重要性を普及し、組織化を促進
する。

2 

3 これまでの取組状況、改善点
。組合再生支援の充実
平成 19年度に実施した中小企業組合実態調査結果に基づき、「組合活動評価基準Jを設定し、

平成 21年度から本基準を導入した新たな組合支援を導入し、個々の組合の実情に対応した柔軟
な支援に取り組んでいる。
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0関係機関との連携支援
平成 19年度から実施している(公財)鳥取県産業振興機構との業務連携により販路・受注拡大

支援のための共同販売・共同受注組織の組織化推進や新事業展開等に向けた取組を支援してい
る。

-18-



平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 経済通商総室(内線・ 7658)→事業実施:経済産業総室
(単位千円)2目商業振興費

財 j原 内 訳

事業名 本年度 前年度 比 車交 備考
E産支出金 起債 その他 一般財源

とっとり企業支援 〈雑入〉

ネットワーク連携 48，412 3， 690 44， 722 71 48，341 
強化事業

ト一世ルコスト 50， 795千円(前年度 5，299千円) [正職員:0.3人非常勤職員・ 4.0人]

主な業務内容 会議開催事務、関係機関との連絡調整事務、補助金交付事務

工程衰の政策目標(指標) 企業支援体制の充実:企業の経営課題に応じた企業支援体制の構築

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
金融円滑化法の終了、県内大手事業所の事業閉鎖などに伴い、中小企補業者の経営充再し生や経営改

善の取組が急がれる中、経営再生サポートセンターの設置など援昨年の6月 正で拡 た特別支援
体制を継続し、中小・小規模事業者に対して経営支援と金融支 一体的な推進を図る。

2 主な事業内容
県、信用保証協会、商工団体、金融機関、産業支援機関が連携して行う中小企業者への経営支

援体制の円滑な運営を図る。

事 業 区 分 予算額
(千円)

( 1 )経営再生サポ トセンタ (県サテライトオフィス)の運営 20，747 

0専任コーlモデ乙‘ィよンネ歪タ連ーー費活タ玄動ー援経3名費をと、事務補助職員1名を自己置し、 機動的に支援ネッ
16，442 

OサE京ワ-ーiト~ g:_~_ 9_ì1I!~~_~_~~等草進n事t_9務。所イ昔上「鳥取産業J会館 ú;j) 4，305 
(2 )商工会議所の支援体制強化 20， 630 

経営支援員等が中小企業者へのコンサル支援に特化するための代員職員を各
商工会議所に配置する。 (4商工会議所6名)

(3 )外部専門機関との連携強化 3， 345 
中小企業診断士、税理士のほか、様々な専門家(弁護士、公認会計士、経営

コンサルタント、デザイナ}など)の活用を可能とするよう拡充する。
(4 )とっとり企業支援ネットワーク連携強化 3， 690 

支援機関が行う連携支援案件に係る活動費及び事務局運営費等を商工団体に
助成する。

'@コh E十 48，412 

3 これまでの取組状況、改善点

0平成20年度に、県内中小企業の経営課題に対し、より迅速に質の高いを支構援築をし提た供。するため、
県を含む10の中小企業支援機関で『とっとり企業支援ネットヲ}ク』

0平成23年度l士、東日本大震災の発生を契機に当該ネットワークの連枠携組支み援を件拡数大し、民間・政
府系金融機関の参加による20機関の体制に拡大した。 (H23年度 25件)

0平営成24年度は、 金融円滑化法終了をな控どえ支、援中体小制企を業拡者充のす経る営と再と生ものに取、組中を国促経進語するため、 「経
再生サポートセンターの開設J 経済産業局、鳥取

財務事務所、(株)企業再生支援機構及び鳥取県中小企業再生支援協議会のオブザーパー参加
により、国や外部支援機関との連携体制を確保した。
(H24年度連携支援件数38件、 H25.1月末現在)
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

7
 経済通商館(内線 7658)→事業実施:犠墜鰐

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

目il支出金 起 債 その他 一般財源

(臨写)中交助? 500 。 500 500 
会工四会国開催女性費ロ補部ッ 商流金

トータルコスト 500千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 補助金交付事務(交付決定、実績報告審査等)

工程表白融制揮(指揮)

事業内容の説明

1係事鳥る経業取の県費を目商補的工助会・概す連要る合。会女性部が開催する 「中国・四国ブロック商工会女性部交流会」 の開催に

2 主な事業内容

今後の取

(臨中央時会)関レディー
473 。 473 473 

スラム 催全費国補フ助オ

金

トータルコスト 473千円(前年度 0千円) [正職員・ 0.0人]

主な業務内容 補助金交付事務(交付決定、実績報告審査等)

工程表の政量目標(指標)

事業内容の説明

1 事烏業の取中目的・概業開催要団
取県烏 小企 体に係中央会経費と全を補国助中小企業団体中会が共催する「レディース中央会全国フォー

ラムinffil;.Ifj(Jの る する。

2 主な事業内容

【大の 】

0テーマ・

長議

。
0 ・ 約300名 (20都道府県)。。
O~: 費
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項

2

款
1

マ，

経済通商総室(内線:7658)→事業実施:管轄

員オ j原 内 訳
事 業 名 本年度 前年度 比 較 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

事まネち創なかビジ
ス出支援 1，776 13. 176 ム11，400 1，776 
業

トータルコスト 2，570千円(前年度 15， 590千円) [王職員:0.1人]

主な業務内容 補助金事務、採択事業支援

工(指程標表)の政費目標 者商業・援サービス業中の活市性街化地(新活性規起業者への支援) :空き庖告書を活用した新規創業
の支による心 の 化

事業内容の説明

スの 事例づくりと県内での

業者支援プラン(最長36か月)

2 採主択な事済み業プ内容ランに対する補助金等による重点的な支援〆園~<$度)
ピジネスインキ 実施

ュ(ベ実施ー期タ間) エリア プランの概要 予算額

隔1ディカンパー 米子市 自社の集客カを活かした複合商業ピノレを開発 -利子助成・ 15千円
ードラゴンブノレ 四日市町 し、四日市エリアに集う若者に創業者スベ} (創業者l件)
」 スを導入し、創業者を育成・支援する。
(H21. 9-H24目 8) (フラワーアレ革ン販ジ売メ等ン 2ト件・創生花業販)売、

Tシャツ・皮
閥笑い庵 米子市 地域住民、観光客等の交流拠点としてリニュ -利事業子費助補成助:1，563千円
(H22. 4-H25. 7) 笑商い庖通街り ーアノレした「笑い庵」に、創業支援スベース 198千円

を導入(;しカ、創業者を育成・支援する。 (インキュベータl件)
フェ 1件創業)

計 1，776千円

く補助メーュ->※補助金の対象期聞は最長36か月
項目 対象経費

空き盾舗活用 事I補業助に従率事1する人材[限の度人額件1費6や空き唐舗賃貸料等を支援する。
インキュベーション事業 2/3 [~~~~I 6，000千円
創業支援活動経費 創業支助援率人1材2/3が行Iう限経度営額ア】 ドパイス経費等を支援する。

2.000千円
創業支援人材育成支援事業 創I補業支助援率人1材2/の知識[限や度技額能1の1向上千な円どを支援する。

3 IllRJl!'lfft I 1. 000 
融資に対する利子補助 イI利ンキ補ュベ助ー率1タ及び創業者の事業実施のための借入利息に対して助成する。

子 2.3略
φ複数年度事業として債務負担行為を設定して事業支援。

3 し採民こてれ択間平事済ま成業みで2者のプ1取にラ年組ンよ度状る4以唐件況降錦、の、改プ4善ちロプデ点3ラ件ユンーはをス、採等H択も2し含4、年め創度た業総末者合まを的で育なに成創プ中業ラで者ンあ支実る援施。期のモデル事業 (3年間) と

う 聞及び補助期聞が終了す
る。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費奥振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項

2

款
ー

マ，

経済通商総室(内線 7658)→事業実施:鶴喜鰐

Eオ ;源 内 訳
事業名 本年度 前年 度 比 車交 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

商業振興費 4，078 4，087 ム9 4，078 

トータルコスト 18，377千円(前年度 18，570千円) [正職員:1. 8人]

主な業務内 容
推大・規進関模係会機議小委売関員庖と舗等の連立と絡地の調連法整絡関係調、整業商務唐・街会、議振中興運心組市営街合地連合活性会化へ協の議補助会金等へ交付の参、画商業、活市性町村化

工程暑の政量目標(指標) 商業ま・サービス業主の活性あ化市(地町域村が等取とり連組携むし賑たわ商いのあ(商る庖ま街ち)づサくりへの支業援)
ちづ くり の体でる 業 ・ーピスの

活性化

事業内容の説明

1 
事県業内商の業目者的の・概健全要な育成と振興を図るため必要な調整等を行うための経費。

2 主な事業内容

事業区分 内容 予算額

① 
大規模小売庖舗立地審議 大規模小売庖舗の立地の審議に要する経費

208千円
会費

② 
小売商業活動調整事業費 中小小売商業に関わる紛争解決等のための 83千円

調査、調整に要する経費

③ 
中心市街地活性化指導事 中心市街地活性化事業に係る事務等に要す

2， 159千円
業費(標準事務費) る経費
鳥取県商府街振興組合指 商底街振興組合の指導や商業者の人材育成

④ 導事業費 を行う鳥取県商庖街振興組合連合会への補 1，371千円
助に要する経費

⑤ 
商業活性化推進会議費 !商会議業振に要興す対る策経等費の戦略的検討を行うための 257千円

言十 4，078千円

. 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
業

費
業
商

工
商

商

目項
2

款
1

7
 経済通商総室(内線 7659)→事業実施:鰐響

財 備考l 訳内i原

その他|一般財源起債国庫支出金
較比前年度本年度名業事

運輸事業振興
助成事業 102，497 790 101，707 102，497 

104， 121千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容

104，880千円(前年度

補助金の支出、補助金支出先団体との連絡調整

トータルコスト

工程表町職目揮(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要
(社)鳥取県トラック協会が行う交通安全対策事業や環境対策事業など、県民が便利で安心な

生活や産業活動を営むうえで効果の高い事業について、その実施に要する経費を助成する。
なお、平成23年8月に「運輸事業の振興の助成に関する法律Jが公布され、法に基づいてトラ

ック協会に交付金を交付することが都道府県の努力義務となった。

1 

デヲす)v?，
25， 750 

7，016 

19，314 19，095 

24，746 

6，689 

24，398 

26，144 

主主2 

25，427 25，625 

これまでの取組状況、改善点
・本事業は県民生活、経済活動を支えるトラック輸送の交通安全対策、環境対策等に活用され
ている。特に安全性優良事業所認定制度 (Gマーク制度)は県内取得率39.6%で4年連続全国
第l位(全国平均20.4%) となり、事業者の安全性に対する意識向上が図られている。

・トラック運送業界の適正化、交通安全意識の向上等に成果をあげているが、燃油価格の高騰
などの経済情勢の影響を受け、業界全体が厳しい経営環境にあり、今後とも助成を続けてい
くことで、トラック協会の取組をず続的に支援していくことが必要である。

・平成25年度は環境対策、省エネ対策としてデジタルタコグラフ、エコタイヤ導入支援の拡充
及び中小企業診断士等による経営診断受診の支援、求荷求車システム(荷物と空車両をマッ
チングさせるネットワークシステム)の導入を推進する講習会の開催等を新たに実施する。

101， 707 102，497 査

3 

(参考)運輸事業振興助成補助金制度のスキーム
【根拠法令 運輸事業の振興の助成に関する法律】

(公社)全日本トラック協会
各都道府県

(社) トラック協会

交付税措置

仁璽包
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費興援
費
業

費
業
商

工
商

商

目項

2

款
1

7
 

平成 25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(内線・ 7658)
{皐位:干円)

事業名
財 i原 内 訳

本年度 前年度 比 較 備考
国庫支出金 起 債 その他 一般財源

ま商ち業なかスロー業ライ
フ 活性化事 。5， 705 .6.5， 705 

トータルコスト 0千円(前年度 8，119千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

モデ3~ルH事24業年として採式択会社し赤た事業(倉の吉終市了)にの伴地う域廃資止源。
H2 度株 瓦 を活用した時間消費型サービスの展開を支援。

地支域援事商業業活性化促進 。7，660 ム7，660 

トータルコスト 0千円(前年度 9，269千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

対H象2事4年業度の該米当子が元な町い通たりめ商、底予街算の措環置境を整行備わ事な業いも(カのラロー舗装、 広場、 公園等) を支援。

商開中催工国会費・補青四年助国部金ブ交ロ流ッ会ク 。 500 ム500

トータルコスト 0千円(前年度 500千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表由政量目標(指揮)

事業内容の説明

事業の終了によるもの。

繊ク構維築産事業業ネットワー 。 316 ム316

トータルコスト 0千円(前年度 4， 339千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

う繊平こ維成と2関と5連年し事度、業以本者降事のは業連、は携廃「経を止営図す力りる強、。化業緊界急の支活援性事化業に」向なけどた企共業同関事連業携等をを推検進討すするる施事策業の。中で支援を行
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7款商工費
1項商業費
包目 金融対策費

平成25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(内線 7658)→事業実施，経済産業総室
(単位:千円)

財 j原 内 訳

事 業名 |本年度|前年度|比較 I 債I l備考

国庫支出金起 その他 |一般財源|

企業自立サポー 1<貸付金元刺収入〉
ト事業 1，630，019 2，399，719 ム769，700 971，537 I 658，482 
(制度金融費)

トータルコスト 1. 639，552千円(前年度 2，409，374千円) [正職員・1.2人]

主な業務内容|制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定など

制時E標(指揮)1 資金調達の円滑化経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

自立型社会への転換に向け、県内中小企業者等の事業の活性化及び経営の安定化などに要する
資金の円滑な調達を支援する。

2 平成25年度の主な制度内容
金融円滑化法の期限到来、大手製造業の事業再編など厳しい経営環境の下、中小企業・小規模

事業者の経営再生の取組や資金繰りを支援する資金制度を継続する。

(1 )中小企業の経首再生の取組支援【経営再生円滑化借換特別資金の延長】
金融円滑化法の終了を控え、平成24年6月補正により創設した超長期の借換資金を継続する。

〔 一 :…臨時)以内 ・限度額 2億8.00叩 〕
・貸付利率:年1.60% (10年以内は年1.43%)・使途:借換(経営再生に必要な=ユ}マネー含む汁
・債務負担:信用保証協会の貸倒リスクの1/2について県の損失補償を設定。)

(2 )厳じい経営環境下にある中小企業の資金繰り支援
中小企業者の資金繰り緩和を図る資金の取扱期間を1年延長する。 H25.3末期限→H26.3末期限

ア 経営活力強化資金
業況悪化業穏や一定の売上減少企業(前年比 5%以上の減)へのニューマネー資金

[一… 一) 以内 ・限度額 8.000万円
・貸付利率・年1.43% ・使途.運転・設備({昔換)
・債務負担.信用保証協会の貸倒リスクの1/2について県の損失補償を設定。

イ「企業資金繰り対策特別融資J
一定の売上減少企業(前年比 5%以上の減)の資金繰り緩和を図るため、借換資金及び

小規模事業者対象資金について特別利率を適用する。
[対象資金] 経営安定支援借換資金、小規模事業者融資、中小企業小口融資
[特別利率の適用] 通常年 1. 66% → 特別年1. 43% 

ウ 条件変更措置特例
金融機関が条件変更措置を行う場合の特例措置を 1年間延長する。
延長の最長期間(運転3年・設備 5年等)を超える変更も可能とする。

「
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3 各制度融資の融資枠等(平成25年度新規融資枠450億円)
(単位.千円)

資 金 名 平成 25年度当初 平成24年度当初
融資枠 J 予算額 融資枠 予算額

中小企業小口融資 2，000，000 7，038 2，000，000 7，037 
小規模事業者融資 1，000，000 3，226 1，200，000 4， 192 
企業自立化支援資金 2，000，000 2，000，000 
経営活力強化資金 16，000，000 62，640 23，000，000 90，045 
経営安定支援借換資金 12，000，000 57，002 10，000，000 47，501 
新規参入資金 3，000，000 8，669 3，000，000 9，416 
再生支援資金 400，000 200，000 
取引安定化対策資金 100，000 353 100，000 353 
流動資産担保融資 500，000 2，363 500，000 2，363 
災害等緊急対策資金 1，000，000 4，242 1，000，000 4， 185 
地域経済変動対策資金 2，000，000 7，830 2，000，000 7，830 
経営再生円滑化借換特別資金 5，000，000 22，500 

新規分計 45，000，000 175，863 45，000，000 172，922 
高陸 18年度以降実行分(利子補助) 482，619 565，600 
続 1 7年度以前実行分(預託) 971，537 1， 661， 197 
分 継続分計 1，454，156 2，226，797 

合 計 45，000，000 1，630，019 45，000，000 2，399，719 

4 これまでの取組状況、改善点
地域経済に大きな影響を及ぼす世界的な金融危機や経済情勢の変化を受けて、厳しい経営環境

にある県内中小企業者の金融の円滑化を図るため、資金繰り緩和やニューマネー資金の供給など、
臨機応変な金融対策を実施してきた。

-平成20年度1月臨時補正
既往借入金等の返済負担軽減のため、「経営安定支援借換資金J等を創設。
[使途:{昔換期間・ 10年(据置3年)以内限度額 :2億円金利:年1.66%等〕

@平成21年度9月補正予算
リーマンショックからの受注回復期におけるニューマネ}資金需要に対応するため、セーフティ
ネット保証を活用した「経営活力再生緊急資金Jを創設。
〔使途:運転・設備期間・ 10年(措置3年)以内限度額 8千万円金利:年1.43%) 

φ平成23年度当初予算
景気対応緊急保証終了 (H23.3末)後の円滑なニューマネー供給環境を整備するため、 f経営活力
再生緊急資金Jをリニューアルして、セーフテイネット保証(業況悪化業種)から外れる中小企
業者も融資対象とする「経営活力強化資金」を創設。
[使途運転・設備期間 10年(据置3年〕以内限度額:8千万円金利:年1.43%) 

φ平成23年度9月補正予算
県内大手企業の事業再編(三洋CE)の影響を受ける中小企業者の資金需要に対応するため、「地
域経済変動対策資金」を創設。
[使途:運転・設備・借換期間:10年(措置3年)以内限度額:2.8億円金利:年1.43%) 

-平成24年度当初予算
年度中途の自然災害や経済変動の発生に迅速に対応するよう「災害等緊急対策資金Jの新設と「地
域経済変動対策資金Jを拡充。
〔使途:運転・設備・イ昔換期間:10年(据置3年)以内 限度額:2.8億円 金利:年1.43%) 

-平成24年度6月補正予算
金融円滑化法の終了を年度末に控え、経営再生に向け取り組む中小企業者等を支援するため「経
営再生円滑化{昔換特別資金」を創設。
[使途:{'昔換期間 15年(据置 1年)以内限度額:2.8億円金利:年1.60%) 

【債務負担行為]
(当該年度分)経営活力強化資金、再生支援資金、経営再生円滑化借換特別資金
(過年度分)経営活力再生緊急資金、チャレンジ応援資金、経営活力強化資金、再生支援資金、

経営再生円滑化借換特別資金
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7款商工費
1項商業費
3目 金融対策費

平成25年度一般会計当初予算説明資料

・経済通商総室(肉線:7658)→事業実施:経済産業総室
(単位:干円)

財 源 内 訳
事業名 本年度|前年度|比較 I_~".I~_ ._1__..1 <__.._I備考

l国庫支出金|起 債|その他|一般財源

信用保証料負担
軽減補助金

115，376 118， 4351ム3，059 115，376 

トータルコスト I118，刷千円(前年度山， 653千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|制度設計、保証協会との調整、周知説明、申請書の審査・補助金の交付決定など

工程制臨時(指揮)I資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的 E 概要
企業自立サポート事業(制度金融)では、中小企業者等のコスト負担を軽減するため、その信

用保証料率を鳥取県信用保証協会(以下「保証協会J)の規定料率より低く設定しており、これ
に伴う保証協会の保証料減収相当額について保証協会に補助を行う。

2 補助の内容
利用企業の経営状況に応じて 9段階で設定されている保証料率について、基本料率が高くなる

層(経営状況の厳しい層)へ厚く、基本料率が低くなる層へ薄く補助を行うことにより、経営
状況の厳しい中小企業者等の保証料支払負担の軽減を図る。

区 分 基本 事業者 補助率 対象資金
料率 負担 ※ 

ア 0.45国 0.45見 O. 15略 経変営動安定支援{昔換資金、緊新急規対参策入資資金金な、地域経
戦略資金 ~1. 9日目 ~1. 08見 ~0.82% 済対策資金、災害等 ど

イ 0.50出 0.5日目 O. 15出 中小企業小口融資
~2.20百 ~1. 23時 ~0.97見

ウ 0.45出 0.45出 0.05目 小規模事業者融資
~1. 90百~1. 23百~0.67国

般資金 0.45百 0.45首 0.07出 企業自立化支援資金、企業立地促進資金
~1. 90百~1. 45百~0.45百

※基本料覇市長7なる層には補助示五(戦略資蚕:1.0属満、一般資金:1.0回以下)

1.50 

田県補助率(上段)

口事業者負担(下段)

[イメージ図:戦略資金ア1
2.0。
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平 成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
3白 金融対策費

事業名 本年度

経済通商総室(内線田 7658)→事業実施.経済産業総室
(単位:千円)

財 ;源 内 訳
前年度 比 車交 備考

E庫支出金 起 債 その他 一般財源

信用保証協会出
2， 500 3，000 ム500 2，500 摘金

トータルコスト 3，294千円(前年度 3，805千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 出指金申請書の審査・支払い

工程表由政荒目揮(指器) 資金調達の円滑化:経済情勢や企業ニーズに即した資金調達環境の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県信用保証協会(以下「保在協会J)の経営基盤強化を図るため、保証協会の基金に対し

て出t目する。

2 平成25年度出摘金額の算出
平成 18年度以前に保証承諾された経営安定関連保証(セーフテイネット保証)の代位弁済に

係る保証協会のりスク負担分(代位弁済額の4%)の2分の 1相当額を出摘する。

(代位弁済見込額)117，891千円 x(県出摘割合) 2% 三子 2，500千円

[イメージ図】
保険填補残20%

中小企業信用保険(日本政策金融公庫)80% 全国信用保註 県 保証
協会連合会の 出摘 協会
損失補償 負担

1日% 2% 2% 
保証協会の代位弁済

3 これまでの取組状況、改善点
昭和 23年の保証協会設立以来、国、県、市町村及び金融機関による出摘等により財務基盤を

強化し、その信用保証機能の充実や中小企業者等への資金供給の円滑化を図ってきた。
その後、長引く景気低迷による中小企業者等の経営環境が悪化する中、度貸し但lれリスクの全て

を保証協会が負うセーフティネット保証に対し、平成1'5年度に本出摘制 を設け、保証協会の
財務基盤の安定を図っている。

[~靖実績の推移】
平成24年度(見込) I 平成23年度 1 平成22年度 平成21年度 1 

1. 969千円| 1， 783千円| 1. 101千円| 9. 256千問，
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
3目 金敵対策費

経済通商総室(内線・ 7658)→事業実施:経済産業総室
(単位:千円)

事業名 |本年度|前年度|比較

金融対策費 2，452 2，452 。

財 i原 内 訳

国側室|起債|その他|一般財源

く手数料〉
150 2，302 

トータルコストI5，630千円(前年度口80千円)日職員 0.4人]

備考

主な業務内容|貸金業者の登録・監督、割賦販売業者の監督、企業自立サポート融資の周知・
関係機関との連絡調整

工程表の政軍目標(指標)I -

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
貸金業及び割賦販売法に基づき必要な指導監督事務等を実施する。

2 主な事業内容

(1)貸金業監督等事業(標準事務費 540子円)
県知事登録貸金業者に対して、業務報告の提出を求めるほか、法令の施行のため必要により

報告の徴収や立入検査等を実施する等の監督事務を行う。
-県知事登録貸金業者・ 3業者(平成24年12月末現在)

(2 )割賦販売業監督等事業(標準事務費 410千円)
前払式特定取引業者及び個別信用購入あっせん業者に対して、法令の施行のため必要によ

り報告の徴収や立入検査等を実施する等の監督事務を行う。
[前払式特定取引】

消費者から毎月一定額を積み立て、満額時に商品又は特定の役務を提供。(友の会、冠
婚葬祭互助会)。監督対象は県内 3業者 σ斤在地主義)0 (平成24年12月末現在)
[個別信用購入あっせん]

業務提携先の販売業者から商品購入等を行った消費者とその都度立替払契約を締結し、
販売業者に立替払いを行った後、消費者から分割で代金を受領。監督対象は全国150業者
(被害地主義)0 (平成24年12月末現在)

(3)金融関係事務費(標準事務費 1，502干円)
企業自立サポート融資の制度案内の作成、関係機関との調整・会議等に要する経費。

3 これまでの取組状況、改善点
多重債務問題等を背景とした参入規制の強化等の法改正が図られたことから、県知事登録貸金

業者は、法施行前水準の 3分の 1程度に減少した。
、平成21年12月の割賦販売業法の改正により、新たに個別信用購入あっせん業者への監督権限が
県に付与され、国との連携を一層図りながら法令の円滑な施行が必要である。
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
3目 金融対策費

経済遇商総室(内線:7658)→事業実施:経済産業総室
(単位:千円)

Rオ j原 内 訳

事業名 本年度 前年度 tl: 車交 備考
国庫支出金 起債 その他 寸 樹i原

中小企業ハイテ 〈貫甘金元利担入〉

ク設備貸与資金 31. 141 38，012 ム6，871 31，141 
貸付事業

トータルコスト 31，935千円(前年度 38，817千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 債権管理・回収、継続分の貸付事務(審査・契約)

工程産自政量目標(j~理)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
(公財)鳥取県産業振興機構(以下「貸与機関」という。)が実施する中小企業ハイテク設

備貸与事業について、その事業運営に必要な資金を貸与機関に貸し付ける。

2 主な事業内容
平成 18年度までに設備貸与した既存債権に係る原資(継続分)について貸付を行う。

3 これまでの取組状況、改善点
中小企業ハイテク設備貸与資金は国制度の小規模企業者等設備貸与資金の対象外となる中

小企業者を対象として平成3年度から開始した。その後、実績の減少や資金調達手段の多様
化を背景として平成 19年度以降新規貸与を休止した。

地域総合整備資金
貸付事業 。1，200，000 1!.1，200， 000 

トータルコスト 0千円(前年度 1，201， 609千円) [正職員:0.0人]

主な業務内 容

工程表の政量目標(指標)

事業内容の説明

財団法人地域総合整備財団の融資制度(ふるさと融資)を活用した民間事業者への貸付事業。
貸付対象案件がないため予算措置を行わないもの。
.H24年度貸付事業 ニッポン高度紙工業株式会社(米子市)
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目 貿易振興費

備考
財 源内 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
較比前年度本年度名業事

26， 230 
|I  I I 

32，555千円(前年度32，667千円) [正職員:0.8人]

補助金関連手続、サポートセンター運営管理、連携実施等

県内企業の販路拡大、市場開拓:商談会の開催、ビジネスマッチングによる海
外販路の開拓の推進

26，200 ム3026，200 
ロシアビジネス
サポートシステ
ム構築事業

ト-:)1ルコスト

主な業務内容

工程表由政相模(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要
日露関のビジネス創出に向けた企業支援体制を整備するため、とっとり国際ビジネスセンター

を運営する(公財)鳥取県産業振興機構への助成を通じて、境港及びウラジオストクにビジネス
サポートセンタ}を設置・運営し、環日本海貨客船航路を活用した日露関の企業の取引の拡大
.促進を図る。

1 

。

スタッフについては、平成 24年度までは緊急雇用基金を活用し、委託業者の
が、平成 25年度は、とっとり国際ビジネスセンターに配置する。

(2) 

ビジネス情報受発信事業 1， 200千円
ロシアでのビジネス情報受発信を行うウェブ、サイトの運営委託を通じ、貨客船航路を活用

した経済交流促進に関する認知度向上とビ、ジネスマッチングに繋がるオファー情報の発信等
を行う。

(3 ) 

費務事タンセ
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ロシアとの新たなビジネスモデルの

1，488千円
1，000千円

( 5) (社)ロシアNIS貿易会負担金 312千円
ロシア・中央アジア地域に関する幅広い情報の収集、

提案・助言を受ける。

これまでの取組状況、改善点
鳥取県ロシアビジネスサポートセンターによる、「鳥取ブヲンド展Jのアレンジ、幅広い

分野における交流サポート、情報発信・入手等、ビジネスマッチングのフォロ一等を通じて、
具体的な商流形汲び鳥取県の認知度定着に結びついている。

引き続き、「じiアジアゲートウェイ+Jの取組みとして、県内企業のロシア展開をサポ
ートするとともに、本県のロシアに対する先行者利益を生かしていく。
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料

7款商工費
1項商業費
4目貿易振興費

経済通商総室(内線 7659)→事業実施:鶴警響

目オ 訳内i原
備考

一般財源その他国庫支出金|起 債
比較前年度本年度事業名

環日本海圏航路
利用促進事業 9， 628 ム2，20011， 828 9， 628 

14，394千円(前年度 17，460千円) [正職員:0.6人]

航路の周知、利用促進のための PR、情報収集、企業訪問

トータルコスト

主な業務内容

境港の物流拠点化:境港コンテナ取扱量増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、 コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事業の目的圃概要
環日本海定期貨客船航路の安定運航の継続に向け、航路の認知度向上に資する取組みを継続

して行うとともに、より一層の利用促進を図る。

工程表由政費目標(指揮)
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(2 )標準事務費 1， 250千円

3 これまでの取組状況、改善点
-平成21年6月29日、緯匡・東海港から境港に向け、貨客船航路が正式就航した。
当該航路の安定運航に向け、各種PR事業、新聞広告の掲載等を継続して実施している0

・その結果、環日本海定期貨客船航路の延べ乗客数は平成24年12月末時点で 15万5千人を
超え、旅客面では順調に推移している。貨物利用についても増加傾向にあるものの、その
確保に向け引き続き取組が必要である。
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7款商工費
1項商業費
4目 貿易振興費

平成25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(肉線 :7659)→事業実施:経済産業総室
(単位:千円)

環日本海圏航路
就航奨励事業 46，800 46，8001 0 __l___ 46， 800 

備考事業名 本年度 前年度|比較

トータルコスト|見制千円(前年度見叫千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容|補助金支出団体等との調整、補助金支払・確定事務等

工桂表白醐目標(指揮)I境港の物流拠点化 境港のコンテナ取扱量増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
環日本海貨客船航路は日韓ロを結ぶ唯一の定期フェリー航路として本県の北東アジアゲート

ウェイ構想に不可欠な航路であるが、日韓関の貨物の低迷や競合する航路の開設計画があるな
ど航路の安定化は未だ予断を許さない状況である。そこで、航路の初動支援として行ってきた
境港~東海聞の運航経費の一部助成をさらに1年間延長(平成26年 6月 28日まで)するも
の。

<航路の現状>
・境港の取扱貨物量 (201 2年前年比34%増)、旅客数 (201 2年前年比 10%増)と
も着実に増加傾向にあるものの、日韓関やロシアからの輸入貨物が依然として低迷している。

・運航会社は、，定期運航を継続しながら収支改善に向け努力しているが、東日本大震災、領土
問題の影響等により、依然として損失を計上している。

・航路の損益は、貨物不足等による日韓関の損失を韓ロ聞の収益により補填する構造となっている。

く航路を活かした発展の方向性>
-環日本海貨客船航路を基軸に国内外のフェリーRORO船網を連結・拡充し、定時性、高速性、
効率性等に優れた国際複合一貫輸送網を構築する。

・本県のロシア市場への先行優位を確実に活かすとともに、中国語古海エリア並びに中国東北部と
の物流ノレートの開拓、韓国をはじめロシア、中国などからの外国人旅行客の誘致拡大を図る。

・竹内南地区フェリーターミナノレの事業化及び日本海側拠点港「国際フェリー.ROROJ機

能の追加指定を目指す。
・平成 25年 2月に江原道が指定を受けた東海港周辺の経済自由区域と航路を連携させ日韓関 l

の物流の活性化を図る。

<支援を行う理由>
・航路の収益を支える韓ロ問には新たに 2社の航路開設計画があり、今後過当競争になれば、
航路の維持が懸念される。
※束草 (1クチョ)~ザノレビ、ノ・ウラジオストク航路(大臣航運)
北九州~束草(1タチョ)~ウラジオストク航路 (KCM)

・一方で、日韓関の航路を確実に維持することで、境港とロシア極東及び中国東北部との航路
網の充実につながる。

・運航会社は、中国東北部との接続など航路の自立に向けた事業戦略を積極的に検討している。
・韓国側自治体は、境港~東海聞の貨物誘致につながる支援を検討している。

内
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2 主な事業内容
環日本海圏航路を安定的に運航させるため、航路の運航経費を助成する民間団体に継続して

支援する。

事柔:::t{tI環日;本海経済活動促進協議会
協 |補助対象|境港一東海聞の運航経費の 1/10を助成

議↓|補 助I1往復あたり 1，500千円を上限
会運|限度額|運航回数に基づき助成(週 1回運航、年間 52往復を想定)

航|補助期間I:就航から 4年間を 1年間(平成25年6月29日~平成26年6月28日)延長
会
社

県 46，800千円(初動期間:10，800千円、延長期間:36，000千円)
補助金額 く全体事業費>1，500千円(上最)/往復X52往復(週明運航) =78，000千円

うち鳥取県 60/100 (負担割合) =46，800千円
うち地元自治体 40/100 (負担割合) =31，200千円

助成総額を県と地元自治体が 60対 40で負担
※地元自治体とは中海・宍道湖・大山圏域市長会のこと

3 これまでの取組状況、改善点
<就航による実績・効果>

・就航以来3年半定期運航を継続しており、高い就航率と定時性により航路の認知度と信頼性
が向上している。

・平成 24年末現在、境港~東海聞を 236往復、東海~ワラジオストク聞を 179往復運航
している。

延べ乗客数は 15万5千人を超え、うち 9万2千人が境港を利用し、訪日外国人の増加につ
ながった。

-航路を利用した山陰両県企業の海外展開が活発化し、韓国・ロシアとの国際交流が拡大した。
・境港の日本海側拠点港「国際海上コンテナ」、「外航クルーズ」の選定にも弾みをつけるな

ど、境港及び鳥取県の認知度、存在感の向上に寄与した。

!く束草Nザ晶ピJ.ウヲグオX~~航路〉
i運航会社:大亙航運株式会社
I航次数:束草~ずJ!，ピ'JiII2航次
l 東草M 拘グオ;lH週1航次
1就航予定時期・2013年3月
1運航船舶:16，48島、750入、182TEU

Yー-7--z--T-

く北九州~束草~ウラグオX~~航路〉
運航会社:縁式会社KCM
航次数:東草山北九州週2航次

東草ーウラグオ Ĥ週1航次
就航予定時期 2013年6月頃
運航船舶.未定
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〈環日本海定期貨客船航路〉
渥舵会社:DBS?ルーズフェリ一株式会社
航次数:東海自境港週1航次

東海~ウョγt;'H週1航次
就航時期:2009年6月29日
運航船舶:14;倒脱、430入、130TEU



平成25年度一般会計当初予算説明資料
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経済通商総室(肉線:7659)→事業実施:寵畏欝

k 財 j原 肉 訳
事 業名 本年度 前年度 上t 車交 備考

国Jt支出金 起債 その他 一般財源

環流推日本進海事経業済交
23， 700 23， 700 。 23， 700 

トータルコスト 36，410千円(前年度 36，574千円) [正職員:1.6人]

主な業務内容 環日本海地域との経済交流を促進するための訪問団の受入れ、商談支援など

工程表由政景目標(指揮) 県内企業の販路拡大、市場開拓:海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事運業日本航の海会目的・概域ど要にと機の経動環路 諸議地 済的交流対応を一層促こ進す等るための訪経費問団の受入れ、同地域における商談参加、
航 な にするとに 要 す る

2 主な事業内容
(単位:千円)

地域等 事 業 内 ~ 予 算 額

韓国 商談会参加企業の支援海経、航済研路活究性所化)会議への参協加力 4，8Ql 
ERINA (環日本 との連携 など

ロシア
ロシア市ジ場アへの進出クロ支地シ援方ア政(企極府業東と来のの県連ほ受携か入、、イルクーツ沿聴ク海、な

11，072 
中ア へも)、 れ、ロシア
地央方、ハパロフス パイヤ}招
ど

中 国 商談地会支協戸:'lt援力委、吉林投資吉林貿省易博覧黒会への代表協団派議遣、中G T  3，876 
I 方 員会、 ・龍江省との 、 国企
業来県入など

及そびの他連携の地事域業 経済交流を目指した投資家東招南聴、ジ北東地アジア貿商易談観会光支ホ 3，861 
ームページの維持管理、 アア域での 援
など

言十 23， 700 

3 これまでの取組状況、改善点

-環日本海国際境定か期港らフェリー航路びを誘ワ致し、旅客について港は利ま用目標聞をほぼ達成しているが、貨

物器書き機努演に常つ交めをい流失てて持のすいは鉱るく ~東鍔海谷言三航室及 ヲヅオストクから境ど での の貨物tJ;不足している.路 者 係者なを招鳴し、また 国・国・ロシア
必商談会が ど、航関係路の安、企定業運航関やビジネスマッチングの機、韓会提供中などに引き続
要 あ る

大につなが機る訪動問的団対の応受入れ、有力バイヤーの招聴など、効果が見込める取組に
ことなく、 に する必要がある。

F
h
d
 

q喝
U



費興振
費
易

費
業
貿

工
商

商

目項
4

款
1

守
，

平 成 25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(内線:7659)→事業実施:経済産業総室
(単位:干円J

財源 内訳
事業名|本年度|前年度|比較 1_~ ， ， . I ，_ .~ I _ _.. I "_ _ .._f i篇，考

l目庫支出金|起 債|その他|一般財源

露外にお足る霊
拡大拠支援1 13，0001. 16，0001 ム3，0001 1 1 1 13，000 

事業

トータルコスト|ほ抑千円(前年度 18，414千円) [正職員 M 人]

主な業務内容|事業者との調整、補助金交付事務

工程制服恥指揮)I県内企業の販路拡大、市場開拓海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
先駆的に海外進出を果たした県内企業が中心となって、海外における常設の県産品の販路開拓

拠点の整備及び県産品輸出手続支援など、雁行型で県産品の海外販売を促進する取組を支援し、
販路拡大・市場開拓を図る。

2 主な事業内容
( 1 )海外県産品ショップ整備事業〈ハード事業〉

海外に常設の県産品販売拠点を整備する県内企業に対する支援
(展示販売品に占める県産品の割合が 50%以上で県内企業3社以上の製品を展示販売する
見込みの拠点施設で商談スペースを併設する施設が補助対象)

[補助対象経費li海外塁産品ショップ司 または移転にかかる「施設整備欄費Jr什器備品購入費J
糊 Iい山ν山/2 [悶想J号鳴普i譲静5争11淵拠糊此点机(1峨拠糊点航に…つ
予算額13，0∞0∞0千円xU!1A=3，0∞0∞0千円

(2 )県産品輸出手続伐行支援事業〈ソフト事業〉
海外に常設の県産品販売拠υ長を整:した県内企業等が県産品の輸出を代行するための経費支援

(ハード事業で拠点整備した企業及びそれに準ずる県内企業で県内企業3社以上の製品を展
示販売する拠点施設を運営する企業等への支援)

=今 補助対象者(海外拠点運営企業等;が、県内企業の代わりに輸出手続き・外国語
ラベル・各種検査等を一括して行う。

[補助対象経費】i臨外岬臨罫語罫;需臨F医ラベ岬吋鵡費品叩輸糊一出時一輔作一成鵡噸経儲費 各穏 糊一 検補助率 一商品について最初の1年間2/β3、2年闘1ν/β2 
想定件 2拠点 ( 1拠点につき年間3，000千円上限)
予算額 3，000千円 X2拠点=6，000千円

(3 )県産品海外共同販売支援事業〈ソフト事業〉
海外県産品共同販売行事(県内企業3社以上が出品し海外量販庖で行われる物産展等で、バイ

ヤーによる商品買取または日本国内納品等の好条件で行われる見込みの行事)の事務局としての
役割を担う先駆的県内企業を支援する経費

[補助対象経費]
共同販売会場設営費、通訳販売員配置に係る経費等 [補助率11/2 
【想定件数]共同販売行事4回

(共同販売行事1回あたり1， 000千円上限)
[予算額11，000千円 X4回=4，000千円

3 これまでの取組状況、改善点
-平成23年度 山陰プラザinCHINA、鳥取県産品アンテナシヨ，7'inソウルの設置

γノYポール高島屋での鳥取県産品フェア開催
-平成24年度 中国への県産品輸出代行(石田商事)

'1'1j(ポール高島屋での鳥取県産品フェア開催

※これまでは、円高及び東日本大震災の影響、尖閣問題などにより特に中国向け輸出が難しかっ
たが、状況が改善していく機運も見受けられるので、とっとり国際ビジネスセンターなどと協
のし積極的に県産品輸出を支援していく。
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事業名

平成25年度一般会計当初予算説明資料

経済通商総室(内線:7659)→事業実施:経済産業総室
(単位:干円)
一一一ーー寸一一一一「

財 源内 訳

自庫支出金|起債|その他|一般財源
前年度 比較 備考

7款商工費
1項 商業費
4目 貿易振興費

本年度

北東アジア地域国
際交流・協力地方
政府サミット関連
事業

ト-51ルコ スト|刊9千円(前年度丸山千円) [正職員 O.2人]

主な業務内容|サミット関連事業「経済協議会」への参加、連絡調整

1，930 3，6121 ム1，682 1，930 

理主の政策目標(指標)I県内企業の販路拡大、市場開拓・海外に市場を持つ企業の増加

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
ロシア沿海地方で開催予定の「第四回北東アジア地域国際交流・協力地方政府サミット(所

管・交流推進課)J、経済関連事業である「経済協議会」に代表団を派遣する。
経済協議会では、 5地域(鳥取県、韓国江原道、中国吉林省、ロシア沿海地方、モンゴル中

央県)の経済代表等が一堂に会し、地域間相互の連携と協力による経済発展の方策について協
議を行う。

2 主な事業内容
経済協議会参加 1，930千円(前年度3，612千円)

・時 期 平 成25年秋頃(サミット本会議と同時期開催)
・場 所ロシア沿海地方
・議 題実務代表者会議後決定 (H25年夏頃開催)
・参加者商工労働部長あるいは経済通商総室長を想定
・事業内訳 実務代表者会議、経済協議会への参加

(所要経費)
通訳語I金 180千円(前年度 300千円)
標準事務費(旅費、翻訳等) 1， 750千円(前年度3，312千円)

3 これまでの取組状況、改善点
経済協議会は、各地域間の経済交流の促進による共同の繁栄と発展を目指すことを目的とし

て設立し、平成11年に江原道で第 1回経済協議会を開催した。
平成24年は本県で開催し、各地域開の貿易・物流活性化、各地域間の協力体制を議題に意

見交換を実施した。本県からは環日本海定期貨客船航路を活用したトライアル輸送調査の結果
・課題について報告し、各地方政府でも課題解決に向けた取組を行うことや中小企業の海外展
開は各地方政府が取り組む施策を活用しながら各地域で支援を行うことを確認した。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興国民

費
易

費
業
貿

工
商

商

目項
4

款
ー

マ，

経済通商総室(内線 7659)→事業実施:轡再轄

事業名 本年度 前年度 上ヒ 車交
財 源 肉 訳

備考
E庫支出金起債その他一般財源

備金貿易事振)易興支業援機(構体日制本負整貿担 11，872 12，206 ム334 11， 872 

トータルコスト 13，461千円(前年度 13，815千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 負担金支出、負担金支出生団体との連絡調整

工程表自由量目標(指揮) 販県路内企の業開拓の販の推路拡進大2、0市企場業増開加拓:商談会の開催、 ピジネスマッチングによる海外

事業内容の説明

1 事日本路業貿の開易拓目振支的興援・概機を構要図 (ジェトロ)が有ロす烏る海貿外易ネ情報ットワークやに係ノウハ業ウ費を活用し、を負県担内企業の海
外販 るため、ジェト 取 センター る事の一部 する。

2 主な事業内容

高E

鳥情ジタ報取ェ貿セト易ンロ
11，872 

3 」

貿易相談を実施した。

をけの貿易た実務セミナー、海外進出に関す
図っ

、山県陰地内企方業での開販催路し開、拓海支外援の有を行力企っ業た。と県

: 39干土)

業様 貿易談等の強化を行った。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
易

費
業
貿

工
商

商

目項
4

款
1

マ，

経済通商総室(内線:7659)→事業実施:経済産業総室
t草1ft:平再7

訳内j原目オ
較比前年度本年度名業事

事進促用手
a

港境
業 23，666 6，534 17.132 23，666 

(前年度 23，569千円) [正職員:0.8人]30，021千円トータルコスト

荷主・船宇土等訪問及び事業実施調整、補助金業務主な業務内 容

境港の物流拠点化:境港コンテナ耳元扱量増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

工皇室由政憲目標(指揮)

事業の目的，概要
境港の既存航路充実と新規航路開設に向けて、荷主・船社等に対する働きかけ等を行うととも

に、新規利用、小口利用及び利用拡大のための誘導策等を実施する。

事業内容の説明

1 

000千円1 2， 
2 
( 1 

金
。

助
る

補
す

の
半

県
折

取
と

烏
市。港

う
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行
を

を
額

成
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助
、

て
し

し
除

対
控

に
を

費
額

経
金

る
助

す
補

要
県

に
犠

円
動
島

千
活
び

5
似
及

7
ト
入

2
↓収

'
ポ
費

6
る
会

す
ら

金
施
か

助
実
額

補
が
計

ム一
A
A一A
A口

興
興
費

振
振
経

易
易
要

貿
貿
所

港
港
、

境
境
は

)

額
。，“

(3)境港一東南アジアルート実証モデル事業 3，000千円 (1，500千円/事業者 (2社)) 
境港外貿定期航路を利用した積替による境港東南アジアルートの実証モデル事業を委託

し、境港の有用性、利用者ニースの把握を行う。
(委託者)フォワーダー、船社等
(委託内容)ルート・スケジュール作成、試行輸送実施、結果報告書及びルートモデル提出
※7ォワサ~とは荷主から貨物を預かり、他業者の運送手段を利用して運送を引受ける者

(4)事務費 2， 39 1千円
境港利用促進に向けて、県幹部等が国内外の船社や企業等にポートセールス等を行う経費。

これまでの取組状況、改善点
・航路、助成制度の周知等境港ポートセールス活動を積極的に実施してきた。
-山陰地域の企業の新規、継続利用を促すため、補助要件の拡充、緩和を行うこととした。
・ものづくり系企業の海外取引が活発化する中L県内企業の立地環境としての境港の重要性は
ますます高まっており、県内企業の境港の利便性を高め、生産性の効率化を図る必要がある。

3 
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平成 2 5年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
易

費
業
賀

工
商

商

目項
4

款
1

7
'
 経済通商細川:7659)→事業実施犠墜鰐

財 源内 訳
事業名本年度前年度比較 備考

自庫支出金起債その他 一般財源

境港輸出入拠点化
支援事業 22，5001 73，000 ム50，5001 1 1 1 22， 5∞ 

トータルコスト 23，294千円(前年度73，805千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容補助金関連手続、企業との事業内容調整など

工程表の政量目標(指標) 境港の物流拠点化・境港の取扱貨物量増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、 コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事境港業のの輸目的出入・概拠要点化に資する機能整備を促進する者に対し助成を行い、境港の機能強化をl 図る。
併せて、一定以上の雇用を創出する事業には、運営費及び人件費を支援する。

2 主な事業内容

補助対象者 境入港を念の輸頭出に入し拠た実点包施機可能能性強化調等査、に資実す験的る設な備取整組備を又実施はす将来る者的な同様の設備導

1i[補補限ソ助度助フ対ト象額率事)業事22/業，実03 施0可0能千性円調/査件等

2 ノ助、度助ー対ド象額率事】] 】業補 設備整備
50，000'ffIl/件 l

!補限 補助対，象事業千費が円、30，000千円以下の部分 ~~~ I I 
30，000千円を越える部分 1/2 

補助内容

用 は以下の支をう。
( 1 i システム運営費、事務所等賃貸料、機器リース料

i OO千円/年間

( 2 
[ の正規雇用者:1; 000千円/人

記以外 : 500千円/人
※①、②合わせて 5年間で20人上限

事業費2拡Zドト事事大， 50 事(09具千業体円0的渥人0な件営0案費費千件円に(/県上よ件事内1りでt(町外の途正予(規県算雇列要転用求}入} 

ソフ ・

・・ハ雇用 業業支援・ 15，000 年間
5， 000千Z 円回 / l，O00千円 X5人)

) 500千II円1 500千円 X1人)

3 県これ内企ま業でのの取国組際状取況ロ1が1阪こ2E神草れ境5野%警繕まeでかにq傷唾小るら中、 物流における港のポテンシヤノレが高くなってきているがウ
県内企業の境港利用がワl 能十まの強分貨っ化物てでいるこで特繋と殊かがあ梱るるら。包、な利やど活貨、用促進のために民間企業のノウハやシステムを取昨り込ん が必要た

業平を成活用2し3年て凪進に出はし、、 振あ替っに 物地集域約企機業能の境な港どのを利有便す性る企向業上がに寄当事与

している。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費興振
費
易

費
業
貿

エ
商

商

目項
4

款
1

7
 経済通商総室(内山 59)→事業実施瞥響

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 上ヒ 較 備考

目l事支出金 起 イ責 その他 一般財源

環滑化日本推海進事物流業円
15，900 21，900 ム6，000 15，900 

トータルコスト 23，050千円(前年度 29，141千円) [正職員 0.9人]

ヨーな業務内容 企画調整、委託契約事務、補助金交付事務

工程表的陸軍目標(指揮) 境(港貨物の物取扱流拠点目化.境港0の千取ト扱ン貨、物量増加
量 標 5，20 コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 やこ事環貨と業日の本のよ創海目り的、諸出環国に・概地向日本要方け海政た物府会流議やの企を円創業滑設と化連すを捜る推しと進なとすがもるにら。、、 環ト日本イ海地域輸送と境港び輸を結ぶ物物流ノレートの確行立物 ラア ノレ 及入 貨へ の支 援を う

2 主
( 1 ) 

円 向けて、中

(2 ) 環中事度露あ市日本盲件額る海環筋1立新定尚日2試期士本規司i貨性験毎りト輸客物等、(船抗新送のか航つ規当物レ路ーた継商理蛤出材続的りト逸帯の、脚1構新害8ル築規ー0高輸万をトいコ閲送円目スと指街方糊トす法※ト的.等ラ5なさイ)事凋れアが業窟るルあを点帥支限るを酔高度との認事止証試案すめ験しるら改験。.れ善送5る耐策を試脚子を験駒愉〕委送す託にする限なるる。ど. 

、競争

力[要の

委託す
る

[限

(3 )あ境中る港貨国物対東北北に東対部ア等し、ジか物アら流貨の経物貨輸費物入の(促一資進部源支を、援支原事援料す業、る食(9こ品，0と等00に)千よで円り、)、将境来港にの渡輸り入継拠続点的化にを輸図入るの。可能性が

対象事業者 環日本海定期貨客船航路を利用して境港へ貨物を輸入する者

対象品目
料に中渡・国堆り東継肥北続、部穀的物に(吉輸、林鉱入省石の、可、黒水能龍性産江品が省高、)木い及材とび判等ロ)断シでさアれ日で本る生貨国産物内さでれ市る原料 ・資源 (飼場性があり、将来

補助額 1 TEU当たり 10万円トコ
※ 1 TEU→207，-ンテナ(長さ 6メートル) 1本分に換算した貨物量

限度額 1事業者当たり 300万円 ※3事業者を限度とする。

3 これまでの取組状況、改善点
とが判明し、前進もあった
コンテナ手配困難、中露国

、中国・ロシア政府、ロシ

送ノレートとしての 理

-41 



平成 2 5年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費
4目 貿易振興費

事業名 本年度

経済通商総室(内線:7659)→事業実施.経済産業総室
(単位:千円)

前年度 比 較
員オ j原 内訳

備考
E庫支出金 起債 その他一般財源

境港大量貨物誘
致促進支援事業 37，500 52，500 ム15，000 37， 500 

トータルコスト 38，294千円(前年度 53，305千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 利用企業の認定、補助金関連手続

工程表的政量目標(指揮) 境港の物流拠点化:境港の取扱貨物量の増加
(貨物取扱量目標 5，200千トン、コンテナ取扱量目標 21，900TEU)

事業内容の説明

1 事業の目的"概要

境的港定期航路(中国航路、韓国航路、環日本海輸定送期経貨費客の船一航部路を)を利用して新規に大量貨物(定
期 に一定量以上)を輸送する荷主に対して、 一定期間助成する。

2 主な事業内容
(1)補助対象者及び貨物の要件

境港における全体貨物取扱量が認定前年度比で100TEU以上増加すの境る荷港航主で、かつ次の貨物が
年間100TEU以上である者。ただし、境港の既存利用航路から他 路へシフトした場合
は対象外。(※認定前年度とは、認定前12ヶ月とする。)

荷主の区分 該当する貨物

境港を新規に利用する荷主 境港を利用した全ての貨物

既に境港を利用している荷主 ¢他港から境港にシフトした貨物
②新たに取扱いを開始した貨物で、境港を利用した貨物

※TEU=20フイ}トコンテナの換算単位 40フィートコンテナ (FEU)は2TEUに換算

(2)補助内容

0支援対象 県知事の事業認定を受実け績た荷払主
0支援期間 3年間(1年間ごとの い最大36ヶ月)
0補限助度内容 15，000円/TEU
0 額 7， 500千円/年(1事業者あたり) 3年間で最大 22，500千円

(3)所要経費
37，500千円(内訳:既存事業者 30，0.00千円、新規事業者 7， 500千円)

3 これまでの取組状況、改善点
認定事業者数 1 7社(平成25年1月16日現在)
-境港貿易振興会と連携しながら、境港利用促進懇談会にて参加企業に対して境港のPR、境
港利用助成制度の案内も併せて行うと共に、企業訪問活動においても制度を活用した境港利

用提案を積極的に行っ定た。事
-平成24年度の新規認 業者数は 3社(県内 2社、県外1社)で、他港利用から境港利用
への振替に効果を発揮している。

-今後の境港への安定的な貨物誘致のため、平成 25年度以降も引き続き事業を継続する。
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

1項商業費 経済通商総室(内線:7659)→事業実施:経済産業総室
(単位・千円)4目 貿易振興費

財 i原 内 訳
事業名 |本年度|前年度|比 車交 備考

一般財源

企業立地認定事業
者貨物誘致支援事| 2，5001 25，0001 ム22，5001 2，500 
業

トータルコ ス ト | 山 千 円 ( 前 年 度仰肝円) [正職員 :0ω

主な業務内容|利用企業の認定予補助金関連手続等

工程表の政量目標(指標)I境港の物流拠点化:境港の取扱貨物量の増加
(貨物取扱量 目標 5，200千トン、コンテナ取扱量 目標 21，900TEω

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
海外との聞で部品の調達及び供給など海外企業との取引が拡大する中、企業立地の検討にあた

っては、優位性のある貿易港の存在が重要である。そこで、県内への企業立地を促進するインセ
ンティブとして、境港外貿定期航路利用に対する助成制度を創設し、企業誘致による雇用の拡大
と境港利用拡大の双方を促進する。

2 主な事業内容
(1)補助対象者

平成24年4月1日以降に、鳥取県企業立地等写実業助成条例に基づき事業認定を受けた事業者
(新増設)。ただし、大量貨物誘致促進支援制度の既認定事業者は除く。

(2 )補助要件
操業開始から 2年間で、境港外貿定期航路を利用した貨物取扱量が40TEU以上あること。

(3 )補助期間
操業開始から 2年間、又は境港外貿定期航路を利用した貨物取扱量が1，OOOTEUに達するま

での問。
※補助期間が終了した時点からさかのぼって過去 1年間の境港利用実績に比べ、境港を利用
する貨物取扱いが 1年間に100TEU以上増加する場合、境港大量貨物誘致促進支援事業の利
用が可能。

(4 )補助額 25，000円/TEU

( 5)限度額 1社あたり 25，000千円

(6 )予算額 2，500千円
(内訳)年間取扱貨物量が 100TEU程度の企業 1社分を想定

25千円 XI00TEUXl社 =2，500千円
※TEU= 2 0フィートコンテナの換算単位 40フィートコンテナ (FEU) は 2TEUに換算

3 これまでの取組状況、改善点
・平成24年度は超円高や世界的な経済停滞等に伴って、利用想定事業者 (2社)の投資計画、
事業計画変更により事業認定に繋がらなかった。

-本県への企業立地を促進する武器として、企業立地促進と境港利用促進の双方を促進するため
に引き続き努めていく。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

経済遁商総室(肉線:7659)→事業実施:経済産業総室
(阜位千円)

財 i原 内 訳
事 業名 本 年 度 | 前 年 度 比 較備考

f目車支出金|起債|その他|一般財源

ビ一際
合

国
ン

り
セ
業

と
ス
事

つ
ネ
営

と
ジ
運

48， 592 33，342 15，250 48，592 

トータルコストI55，叩千円(前年度 40，583千円) [正職員:0.9人]

主な業務内容|補助金関連手続、企業側との事業内容調整等

工程表自由量目揮(指揮) 県内企業の販路拡大、市場開拓
(商談会の開催、ピジネスマッチング、による海外販路の開拓の推進)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内企業の海外展開を支援するため、(公財)鳥取県産業振興機構とっとり国際ビジネスセン

ターが実施する事業に対して補助金及び負担金を拠出する。

2 主な事業内容
( 1) (新)鳥取県アセアンビジネスサポートデスク(仮称)設置事業 5，000千円 (0千円)

県内企業のアセアン地域における産業展開・市場開拓、観光プロモーション、情報発信及び
収集をワンストップで対応する「鳥取県アセアンビジネスサポートデスク(仮称)J を設置す
る。

(2) r北東アジアゲートウェイ+J実践事業 17，274千円 (16，416千円)
ア 海外サボーターの設置 3，226千円 (3，374千円)

海外サボーターを設置し、現地情報収集、簡単な現地支援体制を確保する。
[韓国(ソウル)、中国(上海)、台湾(台北)1 

イ 商談会開催事業 11，750千円 (11，300千円)
県内企業の出展意欲が高い地域の海外見本市及び商談会に鳥取県ブースとして出展する。

[台湾(フード台北)、シンガポール (OISHIIJAPAN)、中国(吉林省投資貿易博覧会)
ロシア(ダリアグロ)1 

ウ ものづくり系企業海外市場支援事業 2，298千円 (1，742千円)
中国 5県の産業振興機構が合同で、ものづくり産業分野で上海商談会を開催する。

(3 )新たなビジネスモデル創出事業 9， 140千円 (9，140千円)
ア 県内企業海外チャレンジ補助金 8，000千円 (8，000千円)

企業が独自に海外見本市や商談会に参加し、販売開拓に取り組む場合、経費の一部を補助
する。(補助率1/2 限度額1，000千円/社、総額8，000千円)

イ 国際ピシネス支援アドバイス助成 1，000千円 (1，0∞千円)
専門的な見地からビジネス手続・法制度等についてアドバイスする専門企業を登録し、同

企業からの支援を受ける県内企業の経費の一部を助成する。
(補助率1/2、限度額100千円、上限2回)

ワ 韓国江原道テクノパーク交流事業 140千円 (140千円)
医療・健康分野での技術交流・共同研究を推進し、経済交流の推進を図る。

(4)とっとり国際ビジネスセン合一運営事業 17， 178千円 (7，786千円)
ア 韓国語・ロシア語スタッフの配置 6，772千円 (0千円)

通訳・翻訳支援、環日本海定期貨客船貨物対応窓口、韓国・ロシアビジネスに関するサポ
ート・アレンジ等を実施する。

イ 専門相談員の配置 2，600千円 (100千円)
とっとり国際ビジネスセンターに登録されている専門相談員が、県内企業の海外における

自立的展開をサポートするため、専門的な相談に対応する。
ウ 事務所運営費(研修費、通信運搬費、事務費)7，806千円 (7，686千円)

※(  )は前年度予算額

3 これまでの取組状況、改善点
平成23年 7月の関所以来、県内企業の海外展開を支援する拠点として、各種相談、商談会開

催、相談等を実施してきた。今後は、韓国語・ロシア語スタッフを配置することにより海外から
の窓口機能及びサポート機能を充実させる。また、「鳥取県アセアンビジネスサポートデスク(仮
称)Jを伎置することにより、県内企業の東南アジア展開も積極的にサポートしていくとともに、
専門相談員を配置することにより、様々な専門的な相談にも対応していく。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項エ鉱業費
2目 中小企業振興費

経済通商総室(内線・ 7658)→事業実施:経済産業総室
(単位・千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

u支出金 起債 その他 一般財源

小規模企業者等
設備貸与事業に 54，574 。54，574 54，574 
関する損失補償

トータルコスト 55，368千円(前年度 0千円) [正職員:0.1人]

主な業務内 容 損失補償申請の審査・支払い

工程表町政量目標(指揮)

事業内容の説明

1 事業の目的関概要
小規模企業者等設備貸与事業の実施年度ごとに設定した既往の債務負担行為に基づき、(公財)

鳥取県産業振興機構(以下「貸与機関」という。)に生じた貸倒損失について、損失補償を行う。

2 主な事業内容 ¥ 

貸与機関が、小規模企業者等設備貸与事業に係る未収債権の償出却を行う際に発生する損失に
対して、損失補償契約に基づき、補償履行するための経費を歳 予算化する。

※H25年度貸与機関の償却予定 :6件、 88，597千円 (H24年度末見込)
県損失補償額54，574千円(未収金発生年度:Hl8~21年度)

思議繍J織職議議議総)!j務偶~ぷ鱗翻;
貸倒損失に係る償却の流れ

保証金10%
①企業から保証金(当初貸与額の 10%)を充当。貸与機関の l

貸倒引当 ②機械類信用保険等で、保証金を除く部分の50%
ーーーーーーーーーーーー を充当。

信用保険等 県の損失補償 ③貸引倒当損金失を控の45%額を上の限に県は、貸与機関の貸倒
除した 損失補償を行う。

(45%) (上限45%) ※H18年度貸付分については、信用保険等の手当が
ないため保証金を除く貸倒損失の 90%を上限に県

=90%X50% は損失補償を実施。

3 これまでの取組状況、改善点
小規模企業者等設備貸与資金は、国と県が費用を負担して貸与機関が小規模企業者へ設備を貸

与する制度。実績の減少や資金調達手段の多様化を背景として平成 19年度以降新規貸与を休止
した。

【債務負担行為】(過年度分)小規模企業者等設備貸与事業に関する損失補償
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費
2目 中小企業振興費

経済通商総室(内線:7658)→事業実施:経済産業総室
(単位千円)

Rオ ;凍
事 業名 |本年度|前年度| 比 車交

自庫支出金

鳥取県中小企業
近代化資金助成| 21，9481 19，1101 2，8381 
事業特別会計へ
の繰出金

トータルコスト|広間千円(前年度以日千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容|判企業出化資鋤成事業特別会計への繰出事務

工程制眼目揮(指揮)1-
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

内 訳
備考

一般財源

21，948 

中小企業近代化資金助成事業特別会計において、高度化資金貸付や事業運営に要する財源を
一般会計から繰り出すために要する経費。

2 主な事業内容
( 1 )中小企業高度化資金貸付事業費 (16，664千円)

中国ガス事業協同組合への高度化資金貸付に係る県費負担額を繰り出す経費。
・中国ガス事業協同組合が地震対策として行う耐久性の高いガス導管への取替事業。

(2)貸付事業運営費 (5，284千円)
貸付及び債権管理回収等の運営費を繰り出すための経費。

3 これまでの取組状況、改善点
小規模企業者等設備導入資金助成法の規定に基づき、中小企業近代化資金助成事業特別会計へ

貸付事業等に必要な経費を一般会計から繰出す。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

1 事業の目的・概要

経済通商総室(内線田 7659)→事業実施:経済産業総室
(単位:千円)

中露国境~極東ロシア経由の物流ルートを実用化するため、環日本海定期国際フェリーの運航
会社と荷役・代理府業務提携を行い、かっ中国ロシア側で大きな影響力を持つシノトランス(中
国2位の海運グループ)とも協力関係を持つ(株)上組に中露国境~極東ロシアルートを汎用化す
る業務を委託し、ルートのビジネス利用を幅広く企業に促す。

2 主な事業内容
( 1 )配置人数 :2名
(2)委託先・(株)上組境港支府
(3)業務内容

-中露国境及び極東ロシアと境港を結ぶ輸送ノレート汎用化作業
(中露検疫通関状況の確認、輸送に要する日数の確立、コスト削減等)

・中露側協力企業(シノトランス等)との連絡調整
・ノレ}ト利用を幅広い企業に促すための国際輸送企画、資料作成
・中園、ロシア等海外でのルート PR
・関西、中園地方等の圏内でのルート PR
.日中緯露複合一貫輸送の進行管理

(シノトランスの海貨コンテナを利用したコンテナ回漕システム等)
・境港での円滑な通関、輸送業務

3 これまでの取組状況、改善点
・環日本海定期国際フェリー就航後 3年が経過し、中露国境~極東ロシア経由の物流ルートの
実用化が期待されているが実現に至っていない。

・県としてトライアル輸送を実施し、中露国境ノいートでの輸送が可能であることは証明したが、
/レートの汎用性を高める必要がある。
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平 成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7233)
(単位千円]

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

専規(正雇門規用的雇技促用進術奨事者励等業金正) 10，000 9，600 400 10，000 

トータルコスト 10， 794千円(前年度 10，405千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 正規雇用奨励金支給事務

工程表の政量目標(指標) 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
平成23・24年度専門的技術的職業正規雇用促進事業によるトライアル雇用実施者を、引き

続き正規雇用した事業主に対して正規雇用奨励金の支給を行う。

2 主な事業内容
県の「重点分野職場体験型雇用事業」の対象とならない求職者のうち「専門的・技術的職業」

への正社員を希望する者について 6ヶ月以内のトライアノレ雇用を実施し、トライアル終了後に正
社員採用となった場合に正規雇用奨励金を支給する。

[支給額]
0トライアル雇用期間・ 6ヶ月
-補助額最大8万円/月(就労日数に応じて)
0雇用奨励金:100万円(正社員採用 6ヶ月経過後)

3 これまでの取組状況、改善点
[利用実績]
平成23年度.正社員採用決定 1宇土 (1名)
平成24年度:正社員採用決定 5宇土 (6名)

トライアル実施中 4t:土 (4名)
求人登録中 8社 (10名) (平成25年 1月 15日現在)

職員人件費 103，290 91. 130 12，160 103，290 

事業内容の説明

一般職員 15名(雇用人材総室)の人件費
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線・ 7233)
〔阜位:干円)

財 i原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

報中小発企信支業の援事求人業情
4， 200 4，200 。 4，200 

トータルコスト 4，994千円(前年度 5，005千円) [正職員・ O.1人]

主な業務内 容 制度の周知、補助金の交付決定・支給事務

工程表の政荒目標(指標) 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明 、

1 
事県業内の中小目企的業監概の要人材確保を支援するため、就職情報サイト (※)の利用により求人情報発信媒

体を活用しようとする県内中小企業に対して、経費の一部を助成する。
(※)就職情報サイトとは、求人企業の就職情報提供等を目的として開設されたWebサイトをいう。

2 主な事業内自

対象企業 職求人情企報業サ(県内に本登社録実を有績すなる中小企業に限る。)で、過去2年度聞大手就
イトへの のい企業

①(主に学生録を対者象数とした就職情報人サイ上トへの掲就載職料情金報

対象経費
前年の登 が概ね 25万以の大手 サイトに限る。)

+ (①に追加して下記の②~④を対象とする。)

②③④就職関連イベントへの参加経経経費費費((求求人人(県情情外報報開発発催信信のををも主主の目目に的的限ととるしし。)ホームベージにる たものに限る。
パンフレット作作成成に係係る たものに限る。)) 

基本補助 -補助率:1/2 -上限額 :400千円

補助金額
-補助率:1/2 ・上限額:'200千円

上乗せ補助 ※県内大学等在学者や県出身の大学生等を対象として、サイトのオプション機能
を利用したダイレクトメーノレ、又はパンフレット作成等により求人情報を発信
した場合が対象

3 これ実までの取平組成状況 改善点
[利用績(:ljZ. PJG 2 5年 1月現在)】

年度 利用企業数 採用・内定企業数

H23 8干土 6宇土

H24 3ネ土

【改平成善助用点]23年度利用考企就見え職業がら8社のうち 6社が採用・内定にいたっており、木事業が人材確保支援の

ー になったと れ情あ報るり。サ、
-利 企業きからは意、 イ学ト登録情により応信募、者よ数りが増加し、確よ保り多くの学が生に自社考をえアピ
ーノレでたとの 生へ の 報 発 良い人材の につなったと られ
る。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7233)
(単位・干円J

事業名 本年度|前年度|比較
財 i原 内 訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

雇用機会創出事業 190 190 。 190 

トータルコストI3，368千円(前年度 6，627千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|雇用情勢改善のための意見交換、雇用関係助成制度のPRパンフレットによる
周知、労確法に基づく改善計画の認定

工程表の醐目標(指標)I全国平均を上回る有効求人倍率の達此

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
本県の雇用情勢を改善させるため、県と労働局・ハローワ}クがそれそ会れ持っている情報を共

有することで、求人数の増加を図る。また、雇用関係助成制度の周知を図ることで、求人内容の
改善、求人数の充足を促進する。

2 主な事業内容
( 1 )雇用情勢改善のための意見交換(労働局・ハローワークとの意見交換)

県の持っている誘致企業等の求人情報や労働局・ハローワークの持っている求人・求職情報
等についての情報交換を通して情報を共有するとともに、雇用情勢の分析や改善策について意
見交換を行い、本県の抱える諸問題の対応;について検討を行う。

(2)県・国の雇用関係助成制度のPR(190千円)
県・国でそれぞれが所管する雇用関係助成制度のPRパンフレットを作成し、制度紹介を行

い、求人内容の改善(正社員化)、求人数の充足を促進する。

( 3 )労穣法に基づく改善計画の認定
「中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促

進に関する法律」に基づく改善計画の認定を行う。

3 これまでの取組状況、改善点
( 1 )雇用情勢改善のための意見交換

定期的に意見交換を実施しており、現場の声を聞く良い機会であり、業務を進めるうえでの
参考となっている。

(2)県・国の雇用関係助成制度のPR
当初は 5，000部の発行を行ったが、需要が多く追加で 2，000部増刷を行っており、

企業でのパンフレット認知度が高まり、制度の周知に貢献できた。

(3 )労確法に基づく改善計画の認定
ここ数年は申請件数が低調。雇用関係助成制度PRパンフレット等により、引き続き制度の

周知を図る。
日 22年度:8件
H23年度 :2件
H24年度:1件(平成25年 1月現在)
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線田 7233)
〔単位田干円)

財 i原 肉 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国産支出金 起債 その他 一般財源

I創鳥業取造計県画地域推雇進用事
(89，365) (85， 803) (3， 562) (12， 409) (76， 956) 
76，956 72， 293 4， 663 76， 956 

|ト--$1ルコスト 84， 106千円(前年度 79，534千円) [正職員:0.9人]

主な業務内容 とっとり雇用創造未来プランの人材育成研修受講者への奨励金支給事務

工程衰の政策目標(指 雇用材拡育成大メニュー参就加職企者業数88社5人、人材育成メニュー参加者数 1，729人、
標 人 メニユ -liitm:'lf~ 3 0 

1事業事内業容のの目説的明・概要
※上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額

雇鳥用取創県造雇推用進創事造業協。議L会下が「未国来かプらラ委ン託Jをと受いけうて。実)に施つすいるて「、とっとりを雇高用め創る造取未組来をプ促ラ進ンすJ (地域
以 。 実効性 るロ

2 主な事業内容
区分 予算額(千円) 概 要

人受励「未金材講来者育プ成へラ研のン修奨」 76，956 未様のを受来支に講給プ、生すラを促活ンる進支。の人す援(支材のる給育たた額成めめ:研、の3修燦セ，5受然ー30講プフ円者テ/ラのンィ日ネ)(うH2ちッ0、~トH雇と2用2し年保て度受険)非講の受奨際給励と者金同

就及員職のび配支事置援務職補佐員
(12，409) 

援0配能制人数吉時第有量五量欝級聾官主基穏聖聖書士予事算鰐計上)

3 平プこれ成ま2就での3年職事の度業取支就継組援続職職状者員況要数件、を配改はを就善達置職成点し目標た数た 151業ゃ人に対終なして 147人 (年目標度数まの 9継7続%)がであり、た未
来引続ラン し め、め事細最か年就度職支で援ある 25 での 決まっ
きき 、よりき を行う。

【未来プラン計画目標・実績数〔平成24年12月末現在)】

H23年度 H24年度 H25年度 合計

受講者目標数 53宇土 8 8宇土 88キ土 229宇土
390人 768人 768人 1， 926人

受講者実績数
48干土 118宇土 166宇土

31 7人 673人 990人

就職目標者数 151人 305人 305人 761人

就職実績者数 147人 111人 258人
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7223)
〔単位千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

労政行政費 5，490 4，748 742 124 5，366 

トータルコスト 15，023千円(前年度 13，599千円) [正職員:1.2人]

主な業務内容 補助金事務、調査事務、研修会開催事務、関係機関との連絡調整など

工程表の政策目標(指標) 働係機き方に対一す体る意な識っ改革や良好ルな職ール場環を境守の雇改用善環の促境進を整:経備済す界・労働界や関
関がとて、ワーク る る。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
労働行政の推進、労使関係団体との連絡調整、労働者団体が実施する社会貢献活動等への助

成及び企業等に対する人権・同和問題への啓発等を行う。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業区分 予算額 事業内容
企業内人権啓発推進事業 1，883 -企業人権啓発相談員の設置(2名)

-同和問題等雇用連絡協議会の開催(2回)
-公正2採回用選考人権啓発推進員研修会の開催(3地区
x 2@]) 

雇用改善推進事業 100 建設労働者の雇用の改善に係る優良事業所等の表彰
に要する経費

鳥取県労働者団体社会貢献 320 労働者団体が行う動労に働係者る福経祉費のの向補上助の(た2めの啓発活
活動等支援補助金 動及び社会貢献活 団体)
労使関係総合調査(国委託) 3， 187 県内労働組合の実態に関する調査等の事務に要する
等の事務に要する経費 経費

合計 5，490 

3 これまでの取組状況、改善点
-企業内で人権教育に取り組む企業のイメージアップを応援し、企業の自主的な取組を促進して
いくため、企業内で実施する人権研修等の取組を県ホームページで広く公表した。

-就職面接における違反事例の撲滅や企業内での人権教育の取組を促進するため、実際の違反事
例をもとにチラシを作成し、企業内の全面接要員への周知徹底を依頼するなどの対策を講じっ
つ、公正採用選考人権啓発推進員研修会を開催した。

-県内の労働組合を対象に、労働組合数、労働組合員数、加盟組織系統等の状況及び活動実態を
調査し、労働行政の基礎データを収集した。

-労働者団体が行う労働者福祉の向上のための啓発活動及び社会貢献活動(エコライフ推進活動、
コミュニケーション支援活動、自然環境保全活動等)を支援している。
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料
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訳内i原財
備考

その他国庫支出金|起債
較上じ前年度本年度名業事

一般財源

〈繰入金〉
2，638，921 

〈財産収入〉
9;299 

ム46，3202，694，540 2，648，220 緊急雇用創出事業

2，664，108千円(前年度 2，710，632千円)[正職員・ 2.0人非常勤職員:1.0人]ト-$1ルコスト

基金事業審査、補助金事務主な業務内容

緊急雇用対策のための基金事業による雇用創出

1 

事業内容の説明

事業の目的・概要
鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金を活用し、臨時的な雇用機会の創出を図るための県及

び市町村事業を実施する。

工程表的政矧揮(指揮)

2 主な事業内容
( 1)重点分野雇用創造事業

平成21年度から24年度に交付された基金を活用し、次の事業を実施する。市町村へは補助
金(補助率10/10) を交付し、雇用機会を創出する。

事業内容

重点分野に該当する事業について、民間企業同の委託等により
雇用創出を図る。
《雇用期間》・・・ 1年以内
《重点分野 (11分野)))・・・介護、医療、農林水産、環境・エネ

jレギー、観光、地域社会雇用、教育・研究、産業振興、暮
らしの安全・安心、文化・スポーツ、子育て

東日本大震災により被災した失業者、あるいは平成23年3月111平成25年度末
日以降に離職した失業者に対して、雇用創出を図る。 1まで
《雇用期間》・・・ 1年以内(被災者は l年以上可)

実施期間

平成25年度末
まで

予算額

千円
1，342，018 

事業名

①重点分野
雇用創出
事業

千円
393，514 

②震 災等
緊急雇用
対応事業

(2)起業支援型地域雇用創造事業 (900，000千円)
国の平成24年度補正予算による交付金の追加交付により、新規事業として実施する。

事 業内容 地域の産業・雇用振興策に沿って、安定的な雇用創出に資する事業を民間企業等へ委託
し、雇用を創出する。

対象企業等 起業後10年以内の企業、 NPO等。

実 施期間 平成25年度末まで(平成25年度途中に開始した事業は、平成26年度末まで)。

その 他 事業費に占める新規雇用失業者の人件費割合・・・1/2以上。
雇用期間・・・ 1年以内(被災求職者は複数回更新可0)
失業者を正規雇用した場合は、事業主へ一時金支給する。 (1人あたり30万円)
市町村へは補助金(補助率10/10)を交付するロ

(3)その他
・基金運用利息の基金への積み増L， (9，299千円)
・雇用関係基金運営のためのコーディネーター人件費 (3， 

から、基金の積み
してきたロ
による追加配

389千円)
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平成25年度緊急雇用創出事業 事業一覧

1 重点分野雇用創出事業

事業費
新規

所属名 事業名 雇用 事業概要
(千円)

(人)

総務部 車京本部 推県進産事主材業首都圏販路開拓 5，326 1 童配行置な白いみし、、や鳥県こ取産鳥県量取産材プ量のラ材ザ首飲に都つ童圏い庖にて舗お首けに都る販圏販路路の開飲を拓拡童マ大庖ネすー等るへジ。ャのー営(業飲活童動業を界重担点当的)をに

関西本部
メイFインとっとり見える化

6，848 1 関費ショ者西ッ本)プを部由増に開やコ設しーて・販デ消ィ売畳ネ促拡ー進大タ及ーをびを図食聞る宵た置のめい充‘関常実西時にに県取お産りけ組品るんを鳥で買取うい県こく.と産が品出目来フるァインン(消
推進草案

企画部
とっとり暮らし支 1 鳥華方取等かー『県のら定の相へ住M談の促uIや進J-u情コ--ー報ン-デ尭促ンィ信進をネをに希一総つ望事合いさーれ的て」を取かる増方っり組員に一む記、元IこJ置的Uとすに事とるー実し。、ン施相にす談関る対すた応るめを住、新拡宅た充・就にす職中る園た就地『事振業興実施・ 援課

とっとり移住定住支援事業 4，543 
地蟻 部

め

とっとり暮らし支
とっ調酉とり相移談住窓定口住充支実援)事業 、5，986 1コ関ー西デ圏ィにネお一け書るーIJJをU(増移員住配)告置ーすンる促。進白取組を充実させるため「いなか暮らし

援課 (関

とっとり暮らし支
とムっ(仮とり称暮}整らし備パ草ン案ウシステ 4，792 1 談て『ま提、ち住供な宅すか探る」をしこに含とで対む、応本県す県件るへかとのらと移のも住に移定、住空住定きを住軍希町や望促とす進っるとを方り図暮等るらか.しら生の活住情宅報に等関をす併るせ相

援謀

文化観光局 文化政策課
『とっとりアートスタートJ推

4，687 
1未ス信る告。就、ー事学ト業児」実事ら施を業対にをか草推か進にる良す相質るた談なめ文や‘調化ア整・ー芸業稲ド務ス作タ等品ーをにト担触にうかれコかーる機るデ取ィ会ネ組をー情提タ供報ーすのをる収回『集置アやーす発ト

進事華

観光政策課 広域連携観光PR事業 6，730 1 平4園キ7Jャ成、と四ン2由ベ5園連年ー地携度シ方やに及か、世びら鳥界商の取ジ品誘自オ造客動パ成の車ーを期道ウ行待白ネいが全ッ積でト面極ワき開ーる的通こウな、へと誘松かの客江ら加を道、盟図こ白をるの延。目機伸指ににす、よ広「隠り域、岐的関ジな西オ観、パ中光ー

福祉保健部 福祉保健課
社業会福祉法人指揮強化事 9，302 3社会福強祉化法す人るのた適め正にな法運人営指指導導監に査賀員すをる肥た置め、施設監査における監査体

制を する.

障がい福祉課 障出が事い業者スポーツ機会創 3，986 1ポ知ー的ツ障指が導い員者をス1ポ名ー記ツ置のす推る進.と土日におけるスポーツ教室開催のためのス

長持社会課 事現任業介護職員等研修支援 73，253 38 介派出を遣護図職するる員た場等め合の‘にさ骨ら代建な替サる職ー資員ビ質をス向雇事上用業をす者図る等る。がとと、も現にに、麗本用県すにるお介け護る職新員規等雇を用研の修創に

子育て応鑓課 保育士開拓員設置事業 3，996 1 保にい関て育いす土なる不い採足「用を潜募解在集消保状し育、況士保由』育の把土掘握田り及今起び後こ保し回育等安士を定資行的格うな「を保供持育給ち士にな開資が拓すら員る保た』育をめ士設‘と置保しす育てる土働. 

医療政策課 海外医擦交流支援草案 1，971 院対際来ロシ応交へ県アしが読の・た受でをウ際き推入ラのる進ジれ人患オす要材者スる請配ト。由に5置7対対でに応応治関、す療院わるを肉るた受の業めけ受務、ら現入をれ垂地れな託の体いすネ制難るヴの病こロ構患とン築者に医を白よ療行鳥りセう、大ン常医医事療勤学ー分の部と野ロの附シで翻属アの整病語国や

喜書原学園 喜強化多事原学業園中卒者等学習 3.102 1喜指す多児原童学等園の由学入所習支児童援を田強中f学tす校る卒.業後由自立支援のため、高校進学を目

商工労働部

経『清事通業商実総施室 2 国で持J中レ大露際つーき[国フト綜のヱな境)よリ影ビ~ージ組響極のネに力東運ス中をロ航利持露シ会用国つアを社シ境経幅とノ~由荷広ト様ラ即役〈車ン物企・ス代ロ流章シ(理ルに中ア促底ー国ル業すトZーを位務。実ト提由を用海携汎化を運用す行ヴ化るしルす¥たーるめかプ章、つ)務環と中をも日国協聾本ロ託力海シ関L定ア、係期倒を中露国ト安境定・極化東事ロ業シア物筑 10，017 
経済産章総室

Jレー

、F

2 評術人し、材価を県有の)が内す技企でる術き業人的、と材県評技を内価術取企(人求り業材ま職をとと者熱めの由知たマ技し情ッ縮てチ報能いンシるゲ力ス「支評テ技援価ム術を、『コ鳥企行ー取章弘デ県がィ技ネ求術-め人る9ー技材」術パを能ン設ウ力置Jレしをベ、構技ル築雇用人材総室 備鳥取事県業按術人材パシウ整 8，982 

雇用人材総室
重点分野職唱体験型雇用

100，000 120 職用す場する。体る県験内の企機業会をを募提集供しす、る職た場め体、感県草内案町を失委業託者すをる職こ場と体で験、職者場とし体て験有を期実雇施
事業

雇用人材総室
製たシ造ス業テ等ム白開技発荷等を委活託用事し

197，318 20 製対委す造託るしてとす業と、るに離もこおに職とい、すにて県るよ草肉筏り案掠、術中再術者編小者等企等田由業に県設よ等内術るの確を離新保活職規と用者雇商しが用品た相白の機次創研器ぐ究出や中を・シ開、図ス県発テる肉へ。ム由の開中取発小組等企み白車を書等促務に進を
業
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事業費
新規

所属名 事業名
(千円)

雇用 事業概要

(人)

商工労働部 雇用人材総室 雇用率向上推進事章 4.637 
1 障いとが援ら対が集員え車をい中‘事記書し障て置法業がいす定所いるる雇も者車3.用雇8部2率用社白がをか障1推ら害Sし4怖者6進2か就社めら業に雇2増・0用生拍大車活Iこす向支0る上2援ポ。をセこイ図ンのンるf環トRたー引境めにき変、雇上化対用げを車車とチ事な向ャ業り上ン、所ス推こ由とれ進増しに支て大伴

普通開るを、職記こ課拓と業置程と及意きし訓びめ識、練訓高細の畳練卒か醸講受未な成者講就職、に職者職章対自者業相す就等相談る職を談・企就対・業紹キ職象訪ャ介支とリ問ま援しア等でた等形総職にに成合よ業よをる的訓り強訓訓に練化練練支受す内受援講る容講す者この者るにと売たのに対めりよ就L込のり、職就生み非を活職、常促求率指勤進人職
由

雇用人材総室 職業訓練事業費 9.830 4 す

導員アッをプ配を置目し指、訓す練受講者就職キ ア 就職淳
。

若事者業仕事ぷらざ支援強化 雇設支置用援環す体る境制「のの著厳強者化し仕いを事若図ぷ年るら者。ざのJI早こお期い就て職、・若職年場者定就着宰を支図援るために高取、米員子に雇用人材総室 7.987 2 員を各1名増 し就業

雇用人材総室 障業がい者雇用拡大推進事 4.637 
1 平い満がチ、ャ成規求従ンZ模めネ来5ら由年ル法れ企4適[る業月商用。)工にこにで法会れな加定議をかえ雇チ所てっャ用ルた、ン既車ー企ス存がト業と)の引がをしき企構て新上業と築たらげにしにえらつ、対、障れい象従がるてと来こいもなはと者更るな(雇な1こか.とる用8っ(障拡砧5たが0大『新人いを2た以者.推な0よ雇しる助5進用企)6めに由人撃伴て拡来とい大白

〈。

雇用人材総室 品、るさと就職促進草案 3.455 
11~求公職財畳)ふ録る者さとと求鳥人取企県業定白住マ機ッ構チがン運ゲ嘗のす精る度「をと高っとめりる仕と事とも・定に住、よ人り材専パ門ン的ヴな』の分
野白人材のマッチンウーを促進する.

産司立事業地振戦業興実略総施課室・
リサイクル製品販売強化事 持続可能な販循売環を型促進社す舎るのた構め築lを目リ指サしイ、ヴリルサ企イ業クル意識動をのサ向ポ上ー及びリサイイフ

4，924 3 Jレ製品員の 二 の活 トする非常
業 勤職 1名を{位財}鳥取県産業振興嶋構に記置する.

産→立事地業振興総室 ネ県一内書企ー業配再置生事支業援コーディ 1 昨動施支今向援し、由にへ企精企と業結通章動びしの向たつ撤を企け退適る業、時.縮再に生小把支に握対援すLコる、ー県こデと内イにネ企よ一業り事の、ー突事を然業阻白再置撤生し退支、を援県防内を吉行企、う業早た訪期め問の、を企再実業生
業戦実略施課

3.276 

企在L、進業中め誘京る致圏たににめおお、い名けてる古高企屋い業代ポ情表テ報部ンJシャル輩を誘有致す白る専中門京職圏員に(お弊い常て勤新職た員な)を企l業誘致

産『立事地業業戦振興実略総施課室: 事中京業圏企業誘致重点対策
に企業 設置

8.694 1 、と中も 華情報収集や企業訪問などによる企業誘致活動を行う
と に、名古屋市内で企章立地セミナー及び企業誘致にかかる宣伝広告を
行う。

→産立事業地振戦業興実略総施謀室 支LE援D草製案品性能測定・評価 5.973 
1 施を擁県適すす内切るるLEた県かDめ内っ製にL円品E、滑のD測に照ブ定進ラ明・ンめ試製ドる験品化たへ機をめ器由目、統の指ま一官たし性理て、光、能と県技学評が術評価産サ価試業ポに験技ー係[光術るトが学企セ可性ン業能告能のーな、人とノ非材協イ常育ズ力勤成対し職をて策員支実等を} 

産業技術セン事ーに記置する.

大手企な受(公ど注撃財にの状)よ事鳥況り取案l危立再県、機関編産的西業、状海地振況舛域興に進で機あの出構り成な、回約ど受受の割注注厳合白促し確が進い保高コ状〈がー況、急デ平の務ィ成中ネとZ、-な4県年っ9内-て度製い1l立名造る、が業。県本駐は関県在‘西受企し本て

産『経事業済産搬業興実章総施総室室. 受注対策緊急支援事業 7.974 
2部主葉主減町に 受

活業ネー動振タし興ーて機をい備増るにが員2、配名関置(本商す部圏る駐か.在らの1名一‘層関の西受本注部促駐進在を1図名る)ため、 (公財)鳥取県産由受注促進コーディ

畑地かんシスがテいム施作設成高事度業管
車県営とし畑て地、帯個総別合の整バ備ル草ブ案の等破に断よやりパ造十イる成プこさとのれで破た‘損営畑等農地にや濯よ周紙っ辺パてへ発イプの生ラ悪すイ影るン響影施響を設最をを小‘ 対

塵林水産部 盟地水保全課
理支援

5.304 1簡易かっ迅速に、確将認来で、作き付るよ転う換に等す白る{ でが‘1 

限築すにとるど.めたり 検討容易にできるようにシステムを構

森→森林事林業づ・林く実業り施推総・進室 沿道森林環境整備草案 24，198 9本出事来な業いで地主域要由道環路埠沿線の維の持森林向上等環及び境県整民備生を行活うのこ安と全に確よ保り、を既図存る事。業で実施

課

森→森林事林づ業・林実く業り施推総進室
酉郷県有林菅理事業 5.292 2西業郷計画県有樹林立のなど立適木E白な状管況理やに森置林す現る況。の翻査等を行うことにより、今後の施

課

警察本部 会計謀
地域安全パトロール量託 50，992 13 

市部由駅周辺駐車場、スーパー、コンビニ及び学校・幼稚閤周辺等における
事業 安全パトロールを民問委託し‘県民の安全と安心を確保する。

予儲枠 74.006 ー予備に活枠用白す範る囲。内で随時‘一般失業者向け由事業を実施し、機動的な雇用創
出

計 672.018 238 
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2 震災等緊急雇用対応事業

事業費
新規

所属名 事業名
(千円)

雇用 事業概要

(人)

総務部 総務課 再東建日本支大震災避難者生活
援事業

13，167 3 ニ車間ー支日ズ本援の大団把震体握災「と・にっ解よと決りり、県震情内災報に支交避援換難連金し絡等て協師い議事る会皆業」撤をと行県回、う生市.活町再村建等をが支連援機すしる、た個め別、民

文化観光局 観光政策課 観光情報収集・発信事業 6，069 1 シ設ペ急ヨー速、ン伝ジに由統、普企D芸及V函能がD・等、進開童でん発等発でをを信行い取する弘材るスま・。マ撮たー影、ト観しフ‘光ォ収シ事集に業し対者た応及観しび光た一資観般料光旅〔情写行報真者混‘に動供対画アしヲ〕‘を観Jホケ光ーー施ム

生活環境部
環境立県推進 とっとり002ダイエット作戦

1，968 1 協昏や曲を実H賛加、P1施后での名すき舗菅をるるの本理よ。新庁、う規県、に協民開記賛へ拓置盾白をし積舗書‘庖極の加舗拡的をの呼大に開行びを拓か図いや.るけ県H。るPま民なのたがど曹、C一協理0人2賛、削で畳陪減も録舗多の事の〈機務環フ還、オ境普をー田高及ロ慮め促ー行るア進動たッ活にプ動
課 事業

衛生環境研究 県内廃棄物リサイクル支援
1，824 1 提県め、供肉人をの員行廃をう棄肥.物置のしリ、サ県イ肉ク廃ル棄推物進にに関関すするる基活礎動調を査行をう行団い体、等得へらのれ支た援デをー行タうのた

所 事業

衛所生環壊研究 県内査の事水環境保全のため
の閉 業

2，787 、読占EFJE?謹弘τ蕊LZ品F主慨川抽r醐E醐認嗣地器閣提制出盟3咽2哲自主禁暗欝躍法t臥宇諸一島チ弘タ

衛生環境研究 違法ドラッグ等検査体制整
1.824 1 違制政求を失検法整めし備査らドなラれが結ッいて喫果グよい緊白白うるの品に取。課質品県締確題質民りにで保曹田あは対理健検る策さ康.れ牽の危またに強機た検よ化に、る査近とか薬体し年か物て制、わ検の童をる査検構品違方等出築法法すがのドの必る行ラ検。ッ要政ゲ証で処等実あ分にる験白つたに担いめよ飽て、ると検、評な時査価る機体行が

所 備事案

商工労働部 雇用人材総室 新型卒雇未用事就職業者等実務研修 83，354 40 材で鳥い、取派、早そ県遣白期会内後就社にに職在な求に住ど職結}すで者びる契向つ新約受け卒社る入来員.れ就とを職し承て者諾有(卒し期た佳雇草3用年案し以所、向で就をの脚吉実=む務向)研けを修た民基在間実礎事研施業す修者る行(こ人と

雇用人材総室 鳥取事県地域雇用創造計画
推進業

12，409 4 職る善「ととを支っと促援とも進り等に雇すを、用企る担創.業当造す訪未る問来専にプ門よラる職ン求員白人t人非開材常拓育勤に成)よを研り県求修内人受にの講4掘修名引了配起者置こなしし、ど‘就を求職対人促車向進と容しをのた図改就

市場開拓謀 ブ鳥機取能県強東化京事アン業テナショッ 4，926 1 アパ旬知ンツ度のテウ童向白ナ材ょ強シキをョ化図ャッをンプる図ペ飲.るー童.ン陪まを舗た実に、施鳥県し取非ての常.農首勤林都職水圏員産をに物記おな置けどるしの「、童情情の報報み発発や信信こ‘強情鳥化報取のフ県たィ」ーめのド認、

東務部総合事

生→東事事活部務環業生所境実活環局施境. 2 長理活用距、草を離刈促自り進然、す書補る道修.、(階自段然現、標境識保、全水地路域等等)等に〉お等けをる行自う然こ環とに境よ保り全、活自動然環(倒境木目処所 自然進書事道業等自然環境活用 2，435 
→草案実壇施. 促
生活環部

生→車事事活部務環生業所境実活局施環境
j昂獣の保護止要な及区箇び域所狩田が猟制生の札適じはてE、い風化る雪にたに関めよす、るる制老法札朽律の化に更や基新、づ新・新〈設、段鳥道に獣路よ保町り護開適臣通E、等な特菅に定理よ捌り主i 

鳥獣保護区標織設置事業 1，229 
具使用禁

1明示白必 菅理を
行う。

東部総合事

→県高事土取整業県備実土局施整備務所 公場共整事備事業建業設発生土処分 2313 1公共事業建設発生土処分場の整備に伴う業務白補助事務を行弘
→県事土業整実備施部

事務所

務中部所総合事 →県事民局業振実興施局. 被災者支疑事業 1，921 1東勤職日本員大震災により本県に業避補難助しをて行い・る被災者に対被し災て者、支被揺災を者行限う定。で非常

地域
を置接雇用して事 うことにより‘

生活環境局 促自進然草書道案等自然環境活用 2，697 2 長理活用距、草離を刈促自り進然、す書補る道修。、(階自段然環、標境識保、全水地路培等等}等に)お等けをる行自う然こ環とに境よ保仏全活自動然環(倒境木白処

酉務部所総合事 県民局業振実興施局
→地草堪

r2業ェ0コ13ツinー鳥リ取ズ』ム開国催際支大援会事
17，Q40 際「2と0リっ1ゾ3とーiりn鳥ゲトとリ取っー』と白シり円ウJ由ェ滑イ進なブ展開」を催の目主に指向要すけイ.ベてント由一つ、『エ運コ営ツ体ー制リズをム整国備際し、大「会国4 、地元町準備

県民局業援 『スポーツツーリズム」先進 3 スム窓携たポ7畳強口ーF録拠化パツ制に点イツ向度白ザー由整けーリた構備ズを関築やム回係等、置に事団をよい務体行る局ツ聞弘「国アとの際ーな調るリ商整ゾ中品やー核目大ト団企エ会体画リボにア・ラ造」コン辛成ーテ目デ・ィ販指ィ7売ネLのて-・相手ィ9ス互記ーポ活等をー用を阻ツ行を置ツう目しー総指、リ連合しズ『事実施.
モデル事業

18，273 
地域興局
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所属名
事業費

新規
事業名 雇用 事業概要

(千円)
(人)

西部総合事 県民局
外境国整備人観事光業客受け入れ環

平成H24年度に整国備白にI訪日外国人旅行者受入環境整備地域(地方拠点)Jに

務所 →事侮章実施. 12，470 3指定され、そ由 向けた取組を官民連携で進めている。今後とも円

地域興局
滑な受入環境整備を進めることにより、本県への外国人旅行者の訪問
促進を図る。

警察本部 会計課 務「全支国援植事樹業祭』警備対策事 901 
2平震成に万25全年を5期Rすの必「全蓑国が植晶樹る祭こと」のか開色、催こにれ伴らしの¥業行務事をの所円管滑すなる実警施惜と部警署備衛諸対対

東諜に華務を補助する詐常勤職員を肥置する。

小にお中け・る高危特機別曹支理援対学策校克
原子力災害発生時四危機管理対応やいじめ問題への対応など、現在‘県教

教育委員会 教宵総務課 7，573 4現育聾場員に定会着で策させ定る・見た直めし、書を行学っ校てでいのる行各動種マ対ニ策ユについて、今後、早期に学校
実事業

干 n.lr< =-"-J' Jレ由作成や職員研修、訓練
を実施する。

スポーツ健康教 小学効校泉検体育証草専科案教員由記
小学校体育専科教員由回置効果の検証を行うため、児童、

育課 ， 置
1，652 1教職員、管理職を対象に行うアンケートを年4回実施することとしており、アン

ケート由集計作業、分析貰料の作成を行う。

該当所属 雇県用田重対接集雇(第用3に弾よ}る緊急 135，077 製艶によ造をる踏業直まに接えお雇、い当用て面事を白実業施再雇す編用る等状。によlのる改離善職を者図がミ相次めぐ‘等平‘県向田厳しい雇用情94 況 るた、平成24年度に引き続き県

言f 331ι909 171 

4・

3 起業支援型地域雇 用 創 造 事 業

事業費
新規

所属名 事業名
(千円)

雇用 事業概要

(人)

予備け枠の事の業範を囲実内施でし随、時機、動起的草な10雇年用以創内出町に企活業用、NPO等を対車に一般失業者(予 備 梓) 600，000 240 
向 する。

4 合計

事(千業円費) 

新規
区 分 雇用

(人)

県事業計(1+2+3) 1，603，927 649 

市町村補助草案計 1，031，605 

合 計 2.635，532 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7229)
(阜位:干円j

財 ;源 肉 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考 l

自庫支出金 起債 その他 一般財源

事労働業移動緊急対策
150，000 。150，000 150，000 

トータルコスト 156，355千円(前年度 0千円) [正職員:0.8人]

主な業務内 容 労働移動受入奨励金の支給事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事事支業給業のの再目編的、と・概縮要小等企業に伴間う人「員労働削減移動により離支職援する雇人を正の維規雇持用した県を内企業に対して奨励金
を するこで、 の 」を し、用 ・安定図る。

議書ij号
(者

セ ハローワーク
て ーン又タはーそにの移他籍の支職援業登紹録介を事し業て者い(る以企下業「のハ離ロ職ー予ワ定ー者クで等、」 という。)に、求(財職) 

(2鳥)(例対取)象県地電と域子な産部る送業品活出・性企デ化バ業基イ・本受ス入計・企画電子業の集の回積路業製種業種造業(、3食1料業種品)製造な業ど県、情が認報サめた業ピ種ス業 など

(3 )奨励金の額 1人あたり 100万円 (6ヶ月ごとに 50万円) ※想定人数 150人

(4 ) 支送次B受0おス凶の量訓要側bのお吋内件の主に主れ主2万なかな世1要要に2す件該件錆る当〉〉事す書業る童所送話で出d、企E対業朝象t::なIFる事陵端職者を

く

とo比%べ減不少増

く ハローワーク等の紹介により正規雇用す

O 雇送る。い出入企れ業の経日の 6か月前立~正規雇る用か(親ら会1社年、経子過会後社ま、で関に連事会業社主は都対合象解外雇)がない。
0 と済的に独してい

(5 )労働移動支援の枠組み

1韓併 r 豊重ム量企裳出| 労働移動

〆+
企業J..登録 奨励金... 支給/マッチングE 

[(財セ)ン融ィ.;.....取薦i 手務所 八鳥p取-労ワ働ー局ク 鳥取県商工労働一部←

3離金職電のこ気れ制を機余度ま械儀でを創の関な連取く組産さ状業れ況をる人、中改心が善多に数事点業見縮込小まやれ事る業こ再と編かにら伴、平う従成業2員4年の再1配1置月補が進正でめ労ら働れ移て動お受り入、今奨後励、

設した。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7229)
(単位:干円)

財 源 肉 訳
事業名 |本年度|前年度|比 車交 備考

一般財源

正(重規型点雇雇分用用野事奨職励業場金体関 179，0001 84，2001 94，8001 179，000 

験連) 

トータルコスト I1払 178千円(前年度 86，614千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容|正規雇用奨励金の支給事務など

工程暑の臨時(指標)1-
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
重点分野職場体験型雇用事業で有期雇用した職場体験者を事業主が正規雇用した場合に、正規

雇用奨励金を支給することで、正規雇用の拡大を図る。

2 主な事業内容
国の重点分野雇用創造事業を活用した鳥取県版トライアル雇用として実施している重点分野職

場体験型雇用事業において、職場体験者として有期雇用した失業者を職場体験の後に引き続き正
規雇用した場合に、事業主に対して奨励金(正規雇用 1名につき 100万円)を支給する。

奨励金は正規雇用を開始した日から 6か月後も雇用継続されている場合に支給し、事業主から
の申請に基づいて行う。

-想定人数 179名
・所要見込み額 1， 000千円 X179名=179，000千円

[参考]重点分野職場体験型雇用事業の概要
県内の失業者に国の「重点分野雇用創造事業」を活用した有期雇用による職場体験を提

供する事業を、県内企業等へ委託して実施する。
・対象分野 (失業者を対象とする場合)

介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、地域社会雇用
教育・研究、産業振奥、暮らしの安全・安心、文化・スポーツ、子育て
(新卒未就職者を対象とする場合)
土木・建設を除く概ね全ての分野

・雇用期間 3か月以上6か月以内

3 これまでの取組状況、改善点
・平成23年1'0月に奨励金を 30万円から 100万円に増額した。
-平成23年度実績は 31 3名の体験終了者に対し、正規雇用 119名。
・平成 24年度実績は 99名の体験終了者に対し、正規雇用 48名 (1月 16日現在)。
.平成 24年度事業は 387名の職場体験を委託済み。
・より適正な雇用に結びつく制度にするため、トライアル期間及び正規雇用後 1年の聞に、正
規雇用された者及び他の従業員を事業主都合で解雇した場合l士、支給しない又は返還させる
よう見直しを行った。
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平成2q年度一般会計当初予算説明資料1

雇用人材総室(内線:7229)
〔単位田千円)

事業名 本年度|前年度|比較
Eオ jJiji 内 訳

目庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

ふるさと就職促進1(18， 233) 1 (11， 655) 1 (6， 578) 
事業 1 14， 7781 11， 6551 3， 123 

(3， 455) 1 (14， 778) 
14，778 

r 

，、

トータルコストI18，750千円(前年度 21，310千円)匡職員:0.5人]

主な業務内 容II JUターン就職の支援業務

工程表の政策目標(指標) IJUターン就職の促進:I J Uターン希望者への情報提供の充実等により、
就業環境を整備する。
(ふるさと鳥取県定住機構の関与した IJUターン者数70人以上、人材パシク
システム登録者数3，000人以上)

※上段の( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額事業内容の説明

1 事業の目的・概要
東京・大阪に定住促進コーディネーターを引き続き配置するともに、大学等に進学した学生や

その保護者に県内就職情報を積極的に提供することで、本県への IJ Uターン就職の促進を図る。

2 主な事業内容
( 1 )定住促進コーディネーターの配置(ふるさと鳥取県定住機構に委託)【予算額 11，692千円】

I J Uターン就職については、スタッフを東京、大阪に配置することで、相談者の状況を的確
に把握し、相談の着実な積み重ねを行う。

また、日ごろから大学等の訪問を重ね、大学の就職担当窓口との綿密なパイプを構築すること
で、各種の就職フェア実施の際、学生への周知を的確に行う。
0配置人数

・就職相談担当 2名(東京、大阪各1名)
・大学訪問担当 1名(大阪〉

0業務内容
・IJUターン就職に関する相談、情報提供、無料職業紹介
-大学の就職支援部門や木県出身学生への県内就職情報の提供

(2)県外に進学した学生のUターン促進【予算額 3，086千円】

大学等に進学した学生に、県内就職情報を確実に届けることで、県内企業への就職を促進する。
O保護者宛ての県内就職情報の送付

大学・短大等に進学した学生の保護者に本県就職情報を直接郵送するとともに、人材パン
クへの登録を PRする。(進学初年度から送付)

0スマ}トフォン向け就職情報ホ・サlけイトの開設く新規> (ふるさと鳥取県定住機構に委託)

(3 )人材バンクの活用促進<新規>(ふるさと鳥取県定住機構に委託)【予算額 3，455千円】
※緊急雇用基金活用

求職登録者と求人企業のマッチング、の精度を高めるとともに、より専門的な分野の人材のマッ
チングを促進することで、パンク登録及びマッチングの質を上げる。
0人材パンクマッチング、担当職員を新たに配置
0登録人材情報を企業に直接提供

3 これまでの取組状況、改善点
-大阪に大学訪問担当の定住促進コーディネーターを配置して、大学の就職支援担当とのパイ
プを強化した。

-今後は中国 5県で連携して大学を訪問するなど、さらに大学とのパイプの強化に努めていく 0

. I J Uターン就職を促進するため、県内企業情報が広く IJUターン希望者に届ける取り組
みを進めていく。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(肉線・ 7229)
{皐位.干円)

事業名 本年度|前年度|比較
財 j原 内 訳

国庫支出金|起債|その他|一般財源
備考

若年者就業支援事1(86，814) 1 (72，033) 1 (14，781) 
業

78，8271 72，0331 6，794 

)

1

 

4

E

E

m

M

U

 

内
向
M

内

huv

n

n

v

'

 

'
n
o
 

n
n
v
h
，，， 

マー(
 

)

6

 

内。、ノ
aa
・

n唱
u
t
L

、4
E
E

1

J

 

乱
雑

r、
ノ
¥

トータルコストI101，070千円(前年度民間千円) [正職員:2.8人非常勤職員:11. 0人]

主な業務内容|若者仕事ぷらざ等、若年者就業支援窓口の設置及び支援の実施

工程表の蹴目標(指標)I若年者の就業支援:峨未満の就職率を前年以上とす与

事業内容の説明 ※上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額

a民

高を干7っ
15，740 

31，707 

(緊急雇用
7， 987) 

ぞ百面 9， 518 

花.827

[事業の流れ]
若年者

1if軽量権紛る相談I<=> 等談相立
・
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1手鑑静向の く若年者就職基礎講座〉

襲警議齢福青島面接技術

就職

3 これまでの取組状況、改善点
平成21年度中に、とっとりとよなごの就業支援員を各1人増員するなど、若年者の就業支援体

制の強化を図ってきた。
また、平成24年11月に、ハローワーク米子の移転にあわせ、「よなご若者仕事ぷらざJを隣接し

て移転した。
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(肉線:7229)
(単位:千円)

Eオ j原 内 訳
事業名 本年度 前年 度 上ヒ 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

事中高業年者就業支援
44，589 44，589 。 44，589 

トータルコスト 46，972千円(前年度 47，003千円) [玉職員:0.3人]

主な業務内容 中高年者に対する就職支援

工程表の政策目標(指標) 中高年者等の就業支援:中高年者等の就職率を前年度以上とする

事業内容の説明

1 事業のね目的・概歳要以

おおむ 40 上の求式職会者社るノ個に4対し、 よ務職り6年効業を果委的・効施率県日す的内(なサービスを提供できる仕よ事うに 平ざ
成を 23年4月 1日か援ら株年員 ソ相平ナ成談に業 託介月し、実 3地区にミドル・シニア ぷら

委開設して、就平成業支 によ 別 、 紹 を る。終年度
託期間:-'JlpJt2 3 &P 4 月 1 日~-'JlpJt 2 6 $ 3 FI 3 1 最 〕

2 主な事ド業内容
(1)ミ ル・シニア仕事ぷらざの設置

0設置場所

ミドル・シニア仕事ぷらざ鳥取 鳥取市若桜町31 

ミドノレ・シニア仕事ぷらざ倉吉 倉吉市伊木 213-11

ミドル・シニア仕事ぷらざ米子 米子市明治町225

0開所月時金間
~曜日 午前 10時~午後 6時(土、日曜日、祝祭日、年末年始を除く)

0支制就援で業内き容支め援細員やかを各な就2名職配支置援をし、実職施す業相る談。から求人開拓、就職先の紹介までマンツーマン体

(2 ) 大量離ド職者への再仕設就に事職置取支ぷ援ら対ざ策烏業ル・シニア 等に による求 対する相
談窓ミ口支を援引き続強き し組、就 取支援に員事業1名再編及び求伴人開う大拓量員離3職名を引き続職き者配置にし、再特就別職に

向けた にカ りむ。

3 これま吋噌襲;袋ii詰EE手2よ3年り充度実よしり民 援紹 業鳥、る務取民な間を委の託ノウしハた。ウやネットワークを活用できるよう、平成

また震、ミドル・シニア 内体に三洋強CE・エプソン ID等離職者再就職支援相談窓
口を設し、就業支援員 ど制化を図った。

く利用実績>

年度 H 2 2 (*) H23 H 24 (12月末)

新規相談者 581人 1，190人 955人
(*)直H接22支年援度員はを、配県置が。

相談件数 (数値なし) 3，111イ牛 5，490イ牛

就職者数 503人 608人 608人
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7229)
(単位:千円)

目オ i源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県ふるさとハ く雑入〉
ローワーク運嘗事 15，248 15， 211 37 59 15. 189 
業

ト一合ルコスト 20，014千円(前年度 20，039千円) [正職員・ 0.6人非常勤職員・ 4.0人]

主な業務内 容 職業相談、職場定着支援、講習受講斡旋、能力開発支援の実施

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概が廃要
ハローワーク 止された八頭郡境港、境」港を設市の住民に対業し談、国職・業県・地介元等市町が協支力援して「鳥

取県をふるさとハロ}ワーク八頭・ 置し、職中目 ・ 紹 、就業 のサ}ピ
ス提供する。

2 主な事境業港内容
八頭・ の「鳥取県ふるさとハローワーク」に就業支援員を各2名配置

[鳥取県ふるさとハローワークの概要]
八 頭 境 港

名 称 鳥取県ふるさとハローワーク八頭 鳥取県ふるさとハローワーク境港

設置場所 人頭総合事務所別館1階 境港市役所1階

(八頭郡八頭町郡家100) (境港市上道3000)

設置日 平成20年4月 1日

関 所 8 時30分~17時15分(土曜、日曜、祝日、年末年始を除く)

運営管理 県

機 官匡 [県】・就業支援員による就業支援、職場定着支援、出張相談

[国]・相談員による職業相談・職業紹介

-求人情報検索機の設置

[園、県、市町の役割分担]
主体 }¥ 頭 境 港

国
-相談員の配置(各4名)、求人情報自己検索機の設置(各5台)

. -求人開拓員の配置(境港1名)

県 -就業支援員の配置(各2名)

-施設を県から借り受け提供 -施設提供

市町 -施設の維持管理費(光熱水費等) -施設の維持管理費(光熱水費等)を

を負担 (3町で分担) 負担

3 平時こ3名れ成30までの取組状県況 改援さ善員れ延長点、を2か1年ら3月に の員支 各支援て1名体サ制ーから各強ス化の2名向さに増た員したほか関所、同時年間9月には国時の相ま談員も
各 各時4名15に増ま が れ。努また、 を 9 時~17 でから、
8 分~17 分でにし ピ 上にめた。

(相談者勢 (単位:人)
年 E H21 日 22 H23 日 24(12月まで)
)¥ H， 52 1 456 456 363 
話量 港 527 448 410 352 

言十 1.048 904 866 715 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7229)
〔単位・干円)

員オ j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

事就業業基礎能力養成
3，600 3，600 。 3， 600 

トータルコスト 5， 189千円(前年度 5，209千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 基礎的な就業能力開発支援の実施

工程表の政策目標(指標)
中:高中年高者年等者就等職就困職難困者難の者就の職就支能援率を前年度以上とする

事業内容の説明

1 事近が的年増業なの、え事る目務的中的・概業要務パ以外の職を種あにおンり使形いても、た最実こ低施とが限のパソコン操の作早を採就職用条を件支のーっとすめる企
礎業 で講、ソコン ま 用式し ない求職者 期 援するた、基

パソコン習(マンツーマ )を する。

2 主な事業肉容

課 程 20時間コース

対象者 就求職職す者るにあたり、早急にパソコンの基本的な操作方法の習得が必要とされる

講習内容 文書作ン成能ソフト得(ワード)、表計算ソフト(エクセル)の基本操作など最低限のパ
ソコ カの習

定員 60名

受講料 無料

実施方法
県県内の東支ミ援ド・員中 ・(若西部年ニ者アの就仕事業業事支者ぷ援にら業員さ務、委ふ託るす支さ援ると。ハロ}ワーク就受業支講援員)の斡旋、
又は ノレ・シ の就業 員の推薦により

3 喜平平定Z成成重れ量ま22を宏8怒で年1司F0度度4の島取組ら状現、 改者善様をの点車本少F化な禁いし、6J時2趨岡コーコ2スtスJで実を主錨廃主止し
かパソコン 実施し、平成21年度9月補正予算で

コン講習利事事業業用 した。
からは、
か員らは、た た(H。22:40名定員)し、 20時間コースの
場し

く実績>

年度 受講者数
受講後の進埜塩

23年度 55人 3 1人 24人

(2I24月年末度) 26人 1 3人 1 3人
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7229)
(単位・千円)

財 源 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

障援がい者就業支 (345 ，734) (255 ，876) (8， 858) (9，274) (255 ，460) 
事業 25，460 25， 876 ム416 25，460 

トータルコスト 37，376千円(前年度 37，945千円) [正職員:1. 5人]

主な業務内容 障害者就業・生活支援センターの体制整備など

工程豊田蹴目揮(指揮) 障がい者の就業支援:民間企業における障がい者雇用率を前年度以上とする

※上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額
事業内容の説明

1 
事県業内事の業目所的に・概対要する障がい者雇用の啓発を行うとともに障がい者就業支援体制の整備を行う。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区分 予算額 事業概要

障費るハがいン者ド雇ブ用ッにク作関成す
179 

障が当い者雇て用配の支布に援関にす措よ置るり相や雇談助用成の・支制促援進度の窓口や障たがい者ド雇ブ用にたつ をまとめガイッ
クの作成・ を図る。

障業所が等いの者表雇彰用優良事 36 

喜い男者雇議用書功官労者摂の5善項悪目殺につすい害て表学票彰がを行得う議。官票

援障セ害者ン就タ業の・生体活制支整 (緊急雇用 守護苦難智f匙主伊

30， 855) 
事業

21，581 

障がい者職場実習 3，464 

警す君る。主義(事富業差所益、金職官場体禁験事者長と宇も凶1，0群00円/議日議)室経毒

各会種の開セ催ミナー、 研修 200 
-・-就初障業がめ支いて援者障基就が礎業い研者支修援を会説雇の明っ会開た催事の業開催所のための研修会の開催

合計 25，460 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇吋総室(内協絹7
費務総
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民
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訳内i原Rオ
I備考

その他|一般財源
較比前年度本年度名業事

債起目fl支出金

空自護重量進利 6，263 234 6，029 6， 263 

7，057千円(前年度 6，834千円) [正職員:O. 1人]

補助金交付申請書等の受理・審査・交付決定・支払など

トータルコスト

主な業務内容

エ在在日政相揮(指揮)

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内における雇用環境の改善を図るためィ県制度融資(経営安定支援借換資金及び旧制度融

資等借換特別資金に限る。以下「対象資金Jという。)を利用して経営の安定に努めるととも

に、中小企業緊急雇用安定助成金を利用して雇用の維持に努める中小企業者に対して、対象資

金の支払利息の一部を助成する。

1 

く中小企業緊急雇用安定助成金〉

経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が雇用を維持するために休業等を実施し

た場合に、国が休業手当など事業主負担相当額の一部を助成する制度。

項 関 内 '!fI.胃

対象者 次のア及びイのいずれにも該当する県内の中小企業者

ア 対象資金を借り入れており、未納の延滞金がないこと。

イ 中小企業緊急雇用安定助成金の支給決定を受けていること。

(平成25年 1月から 25年 12月までに受けた支給決定に限る。)

助成内容 対象資金の借入利息のうち年率1パ}セントに相当する額を県が直接補助す

る。

交付時期等 年4回(5月、 8月、 11月、 2月)、事業者からの申請に基づき県が直接交付

する。

主な事業内容2 

これまでの取組状況、改善点

鳥取労働局、公共職業安定所、金融機関等との連携のもと制度の周知に努め利用促進を図った。

年度 I 2 1 I 2 2 I . 2 3 I 2 4 (9月末)

利用実績 I 11事業所 I 15事業所 I 16事業所 I 13事業所

(69月分) I (112月分) I (130月分) I (84月分)

3 

(参考)中小企業緊急雇用安定助成金等の月間平均対象者数(各期の 1月当り平均)

:10，000 

8，000 

o 

(0<1:(. J~ト prd令，"'~ "̂，"<> . ..，，<q- ."'~、や~<q-. .'?~ .~ト余へも
j 〆 J、_'〆，..-_r 

曲J柄 。〆..、.&'"ヘも 〆》出b べ<;;〆可 ov'" べ酎〆， Y

')，~ '-;;グ〈、やp<: ~サ:9C ~ 
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司
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7223)
〔単位:干円)賞品

比
量

τ
吉
国

費
働

費
政
労

働
労

労

目項

2

款

t
F
O
 

備考
訳内j原Rオ

較上b前 年 度本年度名業事
一般財源その他国庫支出金|起債

27，850 

トータルコスト

27，850 

33，411千円(前年度

補助金事務、契約事務、関係機関との連絡調整、指導・監督、支払など

ム220

33，702千円) [正職員:0.7人]

28，070 勤労者福祉事業費

主な業務内容

工程表の政責目標(指標) 働き方に対する意識改革や良好な職場環境の改善の促進・経済界・労働界、関
係機関、地域及び行政等が一体となって、雇用環境の改善と勤労者福祉の向上
を促進する。

事業の目的・概要
県内で働く労働者が生きがいを持ち、健康で文化的な生活を営みつつ安心して働き続けるこ

とができるよう労働者の福祉の増進に資する事業に対して助成するとともに、中小企業の経営
者、労働者に対して助言、情報提供その他の支援を行う。

事業内容の説明

1 

2 

と一体で※中小企業労働相談所設置事業は、職場環境改善支援事業(労務管理改善助言業務)
公募により業務委託する。[委託期間田平成24年4月1日~平成27年3月31日]
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7223)
(単位:千円)

財源内訳
事業 名本年度前年度比較 備考

国産支出金起債その他 一般財源

事職場業環境改善支援 3， 9761 5， 638 ム1，6621 1 1 1 3，976 

ト-~ルコスト 5，565千円(前年度 8，856千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容事前調査・企画、連絡調整、依頼、募集、資料作成、当日作業、支払など

工程表の政策自標(指標) 働き方現育にや対てす男関係女る機意共識関同改草地画や域が等可良好能と行なな職職政場環苦境の改実な善現っの促進:経済界・労働界や福キ止・子 がーと て、ワーク・ライフ・パラン
スの実 参 場環をする。

事業内容の説明

1 1実置現事音な量業の目的・概要もがやりがいや充 じがら働き、仕事上の責任を果たすと 生
どにおいても、子 期といった人:生の各段に応じてできる 「風通しの実育よ感いて期を感、づ中高な年り行を促進することを目階的として、 多事と様業も主なに働、、家労き働庭方者やを選双地域択方に

対して助言、情報提供その職他場の支援くを う。

2 主な事業内容
(、立:千円)

働きやすい職場づくり 柿

セミナ}開催事業

労働条件等実態調

3 労鶴聡と連れ場事ま環普理で境聾のアT取時改1組善状イをザ現図ー、改を善県紹員原事介業宇す品所る噌セミ諜ナ遣ーし、を主事開業人催主4し噌、11働i言きや情Eす報U詰吋提係旗欄揚供等づを行い、 労務管理やった。
場でを 員等を対象とした職
例人等) くりを支援した。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線・ 7223)
〔単位田千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年 度 比 車長 備考

目~支出金 起債 その他 一般財源

技能振興事業 51，734 56，031 .6.4， 297 20，591 31. 143 

トータルコスト 65，239千円(前年度 70，514千円) [正職員:1.7人]

主な業務内 容 補補者助金の業推務薦依(旗交付、決選考定委、額員会の確開催定等)、)技、優能れ検定た技業務能者(表合彰格等証書の業作務成等(被)表な彰ど候

工程表の政荒目標(指標) 技士能の知の名重要度性の向を広上くと技県能民継に承PRを進し、め県、職内技業能人者の育の社成会を推的地進位の向上促進・技能

事業内容の説明

1 事上も業の目く的・概業心要のづり の の を の日常生活を る である 士の技能 の
職向 を図り、 産安 ・現安場全な界県中核民を生担活指すいを確動、機保県す付民るとともに、 若支者えに人技材能への興技味能を持たせて水将準来の

業としてものづくりの世 目 けとする。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業区分 予算額 事業概要

認事業定職費補業助訓練金助成 17， 998 補事業助主団体等が行う認定職業訓練校の訓練に係る経費を

技費能補振助興金推進事業 5，974 各会技能士会等補の研修会、展示会等の経費を技能士会連合
を通じて助

優るれ者たの技顕能彰を有す 1，116 等「卓の越知し事た表技彰能等者及Jび「名優工れ展たの技開能催者等J r高度熟練技能者」

発鳥取協会県職補業助能金力開 25，466 鳥技取能県五職輪業等能出力場経開発費協を補会へ助人件費、 技能検定実施経費、

技能検定県事務費 180 技能検定合格証書の作成、郵送料等

信と事っ業と補り助の魅金力発 1，000 
鳥取県技た(能普作祭段業において小中す高で校きる生を対現を象場補や助にし道た特具別・な械イ
ベント 触体れ験等ることの 経ない 、 機
を使っ )に要 費

合計 51. 734 

3 平、のこ成若れ高年校2ま2年人生で度材のの取か確検組ら保者状、地況元、企改善業、に機増点の械加人材検しニーズのある職種能上検、げ県定が産試業験ら施れの策受たとして集減積免を目指している職結
種果 の の大ため 査等基盤10職人材種の底技 検料を している。その

受が幅 、 の 図

対 象 職 種:機内23械燃級級機検査一一関組般般、機立のの械て11 加~、造工、園機、械園保芸全装飾、電、気フ機ラ器ワ組装立飾て、、 建電子築機大器工組立て、
減免の内容:2 if，/J( -R¥tO) 1 / 3 

ど3
高校生受検者数:I 簸 | 官 22生名産 23生名虚 24守

217 246 231 

そ の 他 :2級相高校当の技能者が取出場県す代表る技能五輪出全国大会(H24.10月、長野)に、
現役 生2名が鳥 として場した。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
2項職業訓練費

1目 職業訓練総務費
雇用人材総室(内線:7223)

(単位:干円)

財 源内 訳
事業名本年度前年度比較 備考

目庫支出金起債 その他一般財源

〈手数料〉
職業訓練行政費 46， 8101 38， 5271 8， 2831 23， 2861 1 821 23，442 

トータルコスト 53，165千円(前年度 45，768千円) [正職員:O~ 8人非常勤職員:0.2人]

主な業務内容訓練手当の支給、職業訓練指導員免許の交付

Z肢の臨時(指揮) セーフティネットとしての職業訓練の充実:職業訓練を通じた県内産業を支える
産業人材の育成

事業内容の説明

1 事業進のい者を固的・概要
障が 等就職困難者に対する職業訓練受講中の訓練手当支給等により、求職者等の職業能力

開発促 図る。

2 主な事訓求職練業者手内円廿旬( 1) 当の支給 (46，573千円)
の知識及び技語の習得を容易にするため、雇用保険受給資格者を除く障がい者等就|

職~1困3万難者円程が度職)業訓練を受講する場合、訓練受講期間中に訓練手当を支給する。(月額10万円

支給対象者 手当の内容

障がい者 基本手当 司11練線練期間に応じ数通て支費に応相給
母子家庭の母 受講手当司11 を受けだ日 じて40日分まで支給)
45歳以上の求職者等 適所手当司11 場所への交 当) 等

(2)職業訓練指導員免許の交付 (237千円)
職業能力開発促進法に基づき、職業訓練指導員免許を交付する。

[廃止1職委い者託場適等し応S託替、F作国可職事費旗業111練場飽随が環縁橋面で器者めあ容:へのて訓るの託仮練た適調職めを応廃廃をで及促あ止止び進するし訓すてこる練.るとも修た、了訓察め後、似健の輔受の当齢聞制該度が者事の半業(極年ト所力ラとへ長イにの遣期ア常ルにし用彊渡た就作用る職業、とZ障にと結等つがびいのbつ噌理てけ委訓凶る練に託も期をよの事練り. 

障が
業主に託
委託の際の委
ニーズがない
等)により代

3 職訓1こ【22業れ練88手百ま年年練で当度の指の笑実取支鏡畿組給員】】状免に支交許況よ付給のり件人改職交数数付善業61点Eに訓29練よ入件のり、
いる。
243千円受職支講業給能を総促力額進開4発しO促て， 進に寄与している。

(うち再交付 1件)

職員人件費 158，3781 161，230 ム2，8521 1 1 1 158，378 

事業内容の説明

一般職員 23名(雇用人材総室、産業人材育成センター(現、高等技術専門校))の人件費
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費

2項職業訓練費 雇用人材総室(内線:7223)
2目 職業訓練校費 〔単位:干円)

財 51車 内 訳 {帯
事 業名 本年度 前年 度 上じ 較

一般財源国庫支出金 起 債 その他 考

(454，400) (44 56，708) (ム2，308) (343， 236) 

品〈1帯3主鴇7巧i27 

(86， 145) 
職業訓練事業費 444，570 46，024 ム1，454 343，236 86.145 

ト一世ルコスト 608，216千円(前年度 611，772千円) [正職員:20.6人非常勤職員:25.4人]

主な業務内容 職業訓練の実施、高等技術専門校の管理運営及び施設整備など

工程去の政相揮(指揮) セーフテイ育ネ成ットとしての職業訓練の充実.職業訓練を通じた県内産業を支える
産業人材の

事業内容の説明 ※上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額

1喪輔主の鰐霊成警長警ii最親善語講謀議事長;顕著鵠
2 主な事業内容
( 1 )職業訓練の実施 (384，421千円).く110コース、 1，749人> (単位:コース、人、千円)

区分 対象 コース 定員 予算額 概要

長期訓練 新規学卒者等 7 150 69，300 

通量j時間i
離職者 2 50 70， 167介護福祉士養成科[2年課程J(50) 

短期訓練
葉薬事警

2 40 15， 729 

パ議臨i;F人※ が、新規

離職者 58 1，024 219， 193 

介パ事〔護ツの抽系量コ蜘ン岬晶系17コ五ー3語2スコ句捌ー(29スコ5)ー(沼刑i野ωZ)FSED〉〕

在職者 41 485 10，032 事ォ務・パソコン謹系等訓練(44(5)0 
ーダーメイド 40) 

J口B、 計 110 1，749 384，421 ( )内は定員数

((23))・高訓高訓練等等練技生技用術術パの入専専ソ校門門校校就職のの施管活理動設運整、ス就備営、等職訓(支(援39，指0024導千品7員千円の購)円な及入どびの配緊急置雇(用4創名出.事緊業急9雇，8用3創0千出円事)業)等

コンのりー 練21用，1 備 等

3 サ引己れ議きを続新ま設でく滋のし取註たし組い状扉高況、情芳改勢善に対点一応するた度め、部複磯者訓聖練のど定員を大醐幅一に拡充した双B方加のえすて、託を児踏
ま し 期用のセーフティ 司充11 した。

< Iî!fËJIlIIi'i!fIDII~7Ë ~ > Hし20: 318校人情勢、Hに21:応l就，す17職る0人支た援、めH指、22 : 1度，14に4人高置校等、H卒に2業3よ:未りl就，0職7訓6者人練、をH24:と1，し076人援司11
練高 厳等技術い雇専用門 にお対ける 2導2年員の配 、 生対の就象職を支た

している。
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平 成25年度一般会計当初予算説明資料
5款労働費
2項職業訓練費 雇用人材総室(肉線・ 7223)

2目 職業訓練校費 (単位，千円)

i 財 源 内訳
事業名|本年度|前年度|比較備考

l目庫支出金|起債|その他|一般財源

障がい者職業訓
練事業費 34， 998 33，266 

〈雑入〉
1，7321 33，799 861 1，113 

トータルコスト I49，297千円(前年度 47，叩千円) [正職員 1.8人非常勤職員:8.4人]

主な業務内容|知的障がい者を対象とした施設内での職業訓練の実施、求人企業・民間教育訓練
機関への委託訓練に係る事務

工程表由政責目標(指揮)1セーフティネットとしての職業訓練の充実:職業訓練を通じた県内産業を支える
産業人材の育成

事業内容の説明

1 事業の目的，概要

2 

障がい者を対象とした職業訓練を実施し、就職に必要な知識・技能の習得の機会を提供すると
ともに、障がい者の就職の促進を図る。

(2) 

3 これまでの取組状況、改善点
〔施設内訓練]
・平成23年度の就職率は総合実務科60.0%(修了者5名、就職者 3名)。応用実務科は入校
者無し。

[委託訓練〕
・平成23年度の就職率は72.0%。訓練修了後3か月時点での就職率は68.0%と、全国平均の
44.4%を上回っている。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7223)
(阜位:干円)

員オ j原 内 訳
事業名 本年度 前ι年度. 上ヒ 較 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

術費(新専)門校県立施高設等整技備 33，051 。33，051 1，408 31，643 

ト一書 Jレコスト 33，051千円(前年度 0千円) [正職員:0.0人]

主な業務内 容 施設の耐震診断など

工程表の政量目標(指標) セーフテ材イネ育ットとしての職業訓練の充実:職業訓練を通じた県内産業を支え
る産業人の成

事業内容の説明

1 事産な業対業策人の材を目講育的成じ・概要センター判倉吉断校材及料び米す子校たの施設施につ耐い震て診、利断用者の安す全を確保するに当たり必
要 るための とるめ、設の を実施る。

0施設の状況

区分 産業人材育成センター倉吉校 産業人材育成センター米子校

建物の建築年度
本体実館習育棟棟館(((RSSC--ll)) 3) 昭和444686年年年度度度 自動車整備科実習棟(5-1) 昭和555444年年年度度度

昭昭和和 建体築育シ館ス(テ5-ム1)科実習棟(5-1) 昭和
昭和

2 主耐な震事診業断内及容(倉び吉耐校震・診1断6補， 0iìii1ll!t~wr&Vilñ;j"~1itll)lj'fílî5íllJt]l!jf;>íff9'j~i1f:; 3 3， 0 5 1千円
強1計4画8業千務円委、託米子校 :16，903千円)

0筒所内訳 (単位.千円)

区分 箇所 予算額

本館棟 4， 541 

倉吉校耐震診断委託料 実習棟 7， 354 

体育館 4， 253 

自動車整備科実習場 6， 068 

米子校耐震診断委託料 建築システム科実習場 6， 303 

体育館 4， 532 

計 33，051 

3 

これ車書号E官車在問TE詰霊筒皇で霊込隠EE書君諜号主重室正弘自量主E苓の妥宇当
準等がわっている

性断(H基1の7確1認設置を行変) のう評た定めをに受、高け度る必な要建築が構あ造る。の知識を有す
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料

qu司
Ha-

n
d
一.. 

「

;
一

。ι一「.一
'
4
Z
比一

守
J

円
H
「
-

i
-

線

τ一
訳

内(
 

室総材人用雇
責務総

費
業

業
鉱

費
鉱
工

エエ
商

目項

1

款

2

守
，

内j原財
備考

その他|一般財源
較比前年度本年度名業事

債起目庫支出金

業
用
金

事
雇
助

等
規
補

地
新
費

立
る
修

業
よ
研

企
に
者

83，200 83， 200 

85，583千円(前年度 0千円) [正職員:0.3人]

補助金交付に係る事務、補助事業の成果検証 等

全国平均を上回る有効求人倍率の達成

。83，200 

トータルコスト

主な業務内容

工程表由政量目標(指揮)

く企業立地等事業補助金の認定企業のうち、次の対象企
、その研修経費を助成することにより、大規模な雇用機

を行う企業
ローパル化、技術の高度化・製品の高付加価値化を行う企業(知事が特に認め

事業内容の説明

企業立地等事業補助金の雇用

案件と同様(一部業種を除く)

認定区分

対象企業

2 

これまでの取組状況・改善点
本県の雇用情勢の改善には、事務系企業を中心とした大規模な雇用機会の創出等が必要である。
<参考>有効求人倍率の状況(平成24年 11月現在)

鳥取県O. 71倍(事務的職業O. 24倍)/全国 O. 8 0 {;妾

3 

-74-



7款商工費
2項エ鉱業費

1目 エ鉱業総務費

平 成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(肉線・ 7233)
(単位千円)

財 J滞 内 訳
事 業名 本年度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

県内産業の人材
育成・確保促進 6， 092 6，016 76 6，092 
事業

ト-?!ルコスト 8，475千円(前年度目， 430千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 委託業務の管理、業務委託先との連絡調整、委託業務の成果検証

工程表向政策輔自国罰 全国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内企業従の事業拡大等による産業活性化を図るため、経営者層に対する意識啓発、現場を担う

中堅層( 業員)に対する能力開発研修のほか、将来の産業人材となる大学生等に対する職業体
験など、階層ごとに体系的・継続的に産業人材の育成・確保を支援する。

2 主な事業内容 委託先・(公財)鳥取県産業振興機構
事業区分 対象 内容 目的

(1 )県内産業人材の育成支援(予算額田 4，941千円〕
人材育成の意識啓発 経営者・ 人材育成に関するセミナ を開催す 企業トップの意識啓発を促進し、
(928千円) 管理者層 る。 企業内での人材育成を推進する。

中堅日 ダの育成 中堅層 マネジメント・マ ケティング研修 企業の中堅リ ダ育成を支援し、
(2，9Ql手円) (従業員) を実施する。 事業拡大等を促進する。

人材育成支援情報の 企業全般 ウェブサイト「とっとり産業人材育 企業の人材育成を促進し、併せて
一元化・提供 /求職者 成支援サイト(とっとり ST E p)J 求職者の能力開発に資する。
(1，052千円) を運営し人材育成セミナ一等の情報

を一元的に提供する。
関係機関の連携によ 県内の教育機関、経済団体、産業支 企業の人材育成を効果的に支援す
る効果的な人材育成 援機関等で組織する「とっとり産業 る方策を検討する。
支援 人材育成支援ネットワ」ク」を運営

する。
( 2)県内産業人材の確保支援(予算額田1， 151千円)
大学生等の 将来の 大学生等を対象とした県内企業への 学生の県内就職促進と、県内企業
人材確保支援 産業人材 イザンターンシップを実施するロ の人材確保を図る。

(大学生等)
高校生の 将来の 工業高校等と地域産業界とが連携し 産業界のー ズに対応した人材の
人材確保支援 産業人材 たインターンシップ等の実践的教育 育成・確保を促進する。
(県教委との連携事業) (高校生) の取組を支援する。

3 これまでの取組状況、改善点
-経営者層に対して「トップセミ育ナ成ー策」を開催し、県外企業の実践例・先進的取組事例を紹介
している。実特に従業員等の人材 については意識啓発・問題解決の場のニーズが高く、
継続して 施することが必要である。

=キH24年度参加実績:第1回(東部)7 3名、第2回(西部)5 6名!
-現場の中核を担う従業員向けにマネジメント及びマ}ケティング研修等を実施し、県内中小
企業の課題である中堅リーダ}の育成を支援している。日常業務に活用できる知識を習得で
き、参加者・企業からも評価は高く、受講希望者も多い。

=今日 24年度参加実績:1 6社・ 26名
-平成 22年 6月に「とっとり材産業育成人材支育成支援ネットワーク」を設立、平成23年 2月にウ
ェブサイト「とっとり産業人 援サイト(とっとり STEP)Jを開設し、行政・教
育機関・商工団体などからの情報を一元的に網羅し、企業の人材育成の支援体制を整備する。

斗サイトアクセス件数(H24.4.1 ~9. 30) : 4， 315件(平均23.6件/日)
-将来の産業人材として、特に大学生等を対象とした県内企業へのイ以ターンシップ等を実
施し、県内企業の人材確保を支援する。(高校生については教育委員会と連携し、受入企業
等を紹介する。)

=キ大学生等平成24年度参加学生 :22名受入企業、:1 3社
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線田 7233)
{阜位:千円)

財 j原 内 訳
事業名 |本年度| 前 年 度 | 比 較 備 考

100庫支出金|起債|その他|一般財源

策対聞
事確材人業

業
産
事 2，552 2，207 345 2， 552 

ト-?zルコスト 18，907千円(前年度 8，644千円) [正職員:0.8刈

主な業務内容|誘致企業等の求人情報PR、大学生等に対する企業紹介

工程衰の政策相指標)I全国平均を上回る有効求人倍率の達成

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
鳥取県への企業誘致の推進及び県内企業の競争力向上のため、県内企業の情報発信・魅力発信

を支援するとともに、求職者と県内企業とのマッチングを行うことにより優秀な人材の確保を図
る。

2 主な事業内容
( 1 )無料職業紹介事業 (18 0千円)

誘致企業等と求職渚とのマッチング(無料職業紹介)を行う。

(2 )求人情報提供事業 (1，700千円)
①とりネットホームページでの求人情報提供
②チラシによる求人情報提供(大量求人の場合)
※とっとり仕事・定住人材パンク登録者への誘致企業等求人情報メール配信((財)ふるさと烏
取県定住機構が実施)

(3 )大学生等県内就職促進事業 (67 2千円)
大学生等の県内企業への関心を高め、県内就職を促進するため、大学等と連携し県内企業の

説明会等を開催する。

3 これまでの取組状況、改善点
0県内企業説明会(会場:米子高専、鳥取環境大学、鳥取大学)

H22年度 3回開催参加者数290人
H23年度 3回開催参加者数336人
H24年度 3回開催参加者数360人
=今 24年度内訳(米子高専:10月実施・ 195名 鳥取環境大学:1 1月実施・ 89名

鳥取大学:12月実施・ 76名)

O大学等卒業者の県内就職率
H 21. 3卒業者 19. 6%→ H22. 3卒業者 2 O. 5% 
→ H 23. 3卒業者 23. 7%→ H24. 3卒業者 22. 3% 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7233)
(単位:干円j

事業名 本年度|前年度|比較
財 j原 肉 訳

備考
目庫支出金|起債|その他|一般財源

(新)鳥取県技
術人材パンク整
備事業

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
人材の技術的評価(求職者の技術能カ評価、

企業を熟知している「技術コーデ、イネーター」
システム「鳥取県技術人材パンク」を構築し、

(8， 982) (0) I (8， 982) (8， 982) 

※緊急雇用創出事業で一括計上

企業が求める技術能力レベル評価)ができ、県内
を設置し、技術を有する人材を取りまとめた情報
県内企業と技術人材とのマッチング支援を行う。

2 主な事業内容

L鳥取県技術人材バンク】

技術コーディネータ~2名
を雇用人材総室内に配置
(県内企業の元技術管理職等を想定)

rr苫二五日一一事J一定都;材弐ジグJあ活用品i技術者情報 L部内で集ぜした県内話臨の状況なの:
. 一

← ;Lし-一-系求ムf鼠青霞-弦L乙思t自1企業L獲獲筆笠一(J)_生Eθ?芳主~_(仏A材三豆-ご式お投)_白 コ斗-Jl 

=司宇 |技術レベ/ルレの合う適切な人材のマツチングを促進|

く技術コーディネーターの具体的な業務内容>
(1)求職渚情報の収集と技術評価

「とっとり仕事・定住人材パンク」、ハローワーク等の関係機関と連携して求職者(技術
者)等の情報を収集し、面談するなどして求職者(技術者)の技術能力レベルを評価する。

(2)企業の人材ニーズ把握
企業からの相談対応や、人材パンクに求人登録している企業訪問等により、企業が必要と

する人材(技術者)を把握する。
(3)マッチング

求人・求職それぞれの情報(マッチングリスト)をもとに、適切な人材を県内企業とマッ
チングする。

3 これまでの取組状況、改善点
県内企業からは、必要な技術を持った人材が集まりにくいという声があり、県内企業が求める

技術人材と離職者を、単なる情報ストックではなく、技術コーデ、イネーターにより具体的にマッ
チング支援を行うこととする。

<参考事業イメージ>

炉記官ぷ宣窓E翻

.....l皇EiL '仙
幽ハローワーク

闘{財)産業雇用安定

セン告ー

聞事業見直し等により

技術者の能職が見込

まれる企業
高?志立2よ5込マZ豆~認之Z蕊ユ

.....l旦盤工一
置とっとり仕事・定住 民

人材パン?I! 
i.定住促進コーデイ " 

1 本一書一(東京.

必要な人材

求める人材

ヨ豆豆三コ県内企業の離闘技術者情報を収集

匡室主訂県外の技術者情報を収集

7
1
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(肉線:7229)
(単位:千円)

Rオ j原 内 訳
事業名 本年度 l前年度 比較 備考

E庫支出金|起債| その他 |一般財源|

重点分野職場体験
型雇用事業 1(100，000) I (513，413) I (ム413，413) (100， 000) 

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明

1 事業の目的・概要
緊急雇用基金を活用して県内の失業者に短期の雇用機会を提供するとともに、その就業経験を

基に、次の就職に結びつける職場体験型の雇用事業を実施する。

2 主な事業内容
職場体験の機会を提供するため、県内の失業者を職場体験者として有期雇用する県内企業を募

集し、職場体験事業を委託することで、職場体験を実施する。

0対象分野
介護、医療、農林水産、環境・エネルギー、観光、教育・研究、産業援奥、暮らしの安全・

安心、文化・スポーツ、子育て、地域社会雇用

O職場体験(雇用)期間
3ヶ月以上6ヶ月以内の期間

O委託額(県の支払額}
職場体験者及び指導担当者の人件費を計算の基礎として算出した額

・職場体験者の人件費(l人あたり月額16万円を上限)
-指導担当者の人件費の 1/3の額(月額 16万円を上限)

0雇用創出人数(見込み) 120人

0実施方法
重点分野職場体験型雇用事業の受託を県に唱し出た企業等の中から、申し出内容を審査の上、

適当と判断したものについて委託する。

3 これまでの実績
[平成22年度]

• 126名の職場体験を実施。(うち年度内の職場体験終了者は 53名)
・職場体験終了後、引き続き正規雇用された者は 3名

[平成23年度1
・322名の職場体験を実施。(うち年度内の職場体験終了者は 31 3名)
・職場体験終了後、引き続き正規雇用された者は 119名

[平成24年度II
. 387名の職場体験を委託済。
. 1月 16日現在の職場体験終了者99名のうち正規雇用された者は48名
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

財

雇用人材総室(内線・ 7229)

(単位:千円)

j原 内 訳

事業名 |本 年度|前年度|比較備考

目庫支出金|起債| その他 |一般財源

製造業等の技術

を活用したシスI(197，318) (0) I (197，318) (197，318) 

テム開発等委託

事業

※緊急雇用創出事業で一括計上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

製造業において事業再編等による離職者が相次ぐ中、県内の中小企業等に対して、離職する技

術者等の技術を活用した機器やシステム開発等の業務を委託することにより、中小企業等の新規

商品の研究・開発への取組みを促進するとともに、県内技術者の県内確保と雇用の創出を図る。

2 主な事業内容

( 1 )事業内容

県が政策上必要と認める機器やシステム開発等の業務を公募などにより県内の中小企業等に

委託し、中小企業等において必要な技術者等を新たに雇用して委託業務を実施する。

実施事業は、委託期間終了後も継続雇用が見込める事業を優先することとしている。

〔想定される事業内容〕

(2)雇用創出人数

20人

3 これまでの取組状況、改善点

1 1月補正予算において事業予算承認を受け、緊急雇用対策本部PTで事業内容を照会し、各

部局から 42件の提案があった。

このうちの実施可能な 35件について公募し、 2月 14日及び15日に企業等への説明会を開

催した。
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

雇用人材総室(内線:7229)
(単位田千円)

財 j原 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 較 備考

国産支出金 起 債 その他 一般財源

新卒務未就職者等
実事業研修型雇用 (83， 354) (129， 876) (ム46，522) (83，354) 

※緊急雇用創出事業で一括計上
事業内容の説明

1 事業の目的・概要

鳥取県内実に(紹在施介期住予す間定る.派新平遣成卒)未2し5就年て職者等を人材派遣会社で有期雇用し結、基礎研修を行った後に企
業等に派事遣 実務研修を行(実うことで、早期平就成職にび付ける。

*業 2 月 ~9 月 雇用期間:-'1" JiJZ2 5年 3 月 ~9 月)

2 )主雇な事業内者容
( 1 用対象 (新卒未就職者等)

高校・大学等を卒業後 3年以内の者のうち、卒業してから安定した職に就いたことのない者

(2 )雇用創出人数
40人(東部20人、西部20人)

(3 )研修内容

区分 基礎研修 実務研修
内容 受託な研事修業者やにおいて、社会人として 本人の適性や希望職種等を考慮した上で

必要 パソコン操作研修を実施 企業において、実際の業務に従事する。
する (2か月程度)。 (派遣社員としての扱い。 3か月程度

実務研修終了後に、本人と派遣先企業が
合意すれば、引き続き雇用される。

、、

[事 市]

一 粍巨 量日記号(…者等)

j⑤実務研修司双方の合意により
正式雇用へ

派遣先企業

3 これまでの取組状況、改善点
116名の修了者のうち、 77%にあたる 89名の継続雇用に結びつけることができた。

(実施状況)
区分 定員 雇用者 修了者 左のうち継続雇用 備考

(A) (B) (C) (C/B) (実雇用期間)
1回目 60 66 58 44 76国 H23.5月 ~9月
2回目 60 63 58 45 78国 H24.5月 ~10月
言十 120 129 116 89 77百
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事 業名

平成25年度一般会計当初予算説明資料

目オ
本年度 前年度 比 較

国庫支出金

雇用人材総室(内線・ 7229)

(単位:千円)

j原 内 訳

備考

起 債 その他 一般財源

県の直接雇用に

よる緊急雇用対 (135， 077) (0) (135， 077) (135， 077) 

策(第3弾)

※緊急雇用創出事業で一括計上

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

製造業において事業再編等による離職者が相次ぐ等、県内の厳しい雇用情勢を踏まえ、当面の

雇用状況の改善を図るため、平成 24年度に引き続き県による直接雇用を実施する。

2 主な事業肉容

緊急的に、県が失業者を非常勤職員(または臨時的任用職員)として直接雇用し、事務・技術

補助、軽作業に従事する。

( 1 )雇用期間

平成 25年 1月末から 3月にかけて雇用開始し、最長 1年間。

(2 )雇用創出人数

94名(予定)

(3 )主な業務内容

事 業 名 業 務 内 ?iJ.士・

新財源確保策創出事業l 県内企業を訪問し、鳥取県が行っている広告募集事業に協力いただけ

(財源確保推進課) る企業の掘り起こし、寄附者に対するお礼の品を提供していただく「ふ

るさと納税パートナー企業」の掘り起こし等を行う。

山陰海岸国立公園指定 山陰海岸ジオパ ク体感センターイベント期間中、ジオパ クの様々

50周年記念事業 な魅力を体感できるブースをジオパークエリア内に設置し、イベント実

(観光政策課) 施に係る企画、募集、情報発信等の事務補助を行う。

交通安全意識普及・草書 県内におけるチャイルドシ ト使用率が低いことから、チャイルドシ

発事業 一トの使用が必要な6歳未満児の多くが通う幼稚園、保育園を訪問し、

(くらしの安心推進課) 適正使用の説明と啓発用リーフレット配布等を行う o

よみがえれ弓ヶ浜!自 弓ヶ浜の県有松林のアダプトプログラムを推進し、全国植樹祭lこ向け

砂青松アダプトプログ た景観の向上を図るため、草やゴミの適正な処理の確認や、自然落枝し

ラム推進事業 た枝条の集積・搬出等に係る巡回等を行う。

(西部総合事務所農林局)

3 これまでの取組状況、改善点

県内の厳しい雇用情勢を踏まえ、平成 24年度に県による直接雇用を実施してきた。このうち、

第3弾の直接雇用については、平成25年度も継続して実施していく。

〔緊急雇用創出事業による雇用人数〕

第1弾 第2弾 第1弾継続分 第3弾【今回】 言十

94名 62名 1 8名 94名 268名
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料
4款衛生費
2項環境衛生費
4目 環境保全費

産業振興組(内線 7656)→事業実施i諾塑事

Eオ j原 内 訳
備考|事業名 本年度 前年度 比 車交

自庫支出金 起 債 その他 一般財源

リサイクル技進
事術業等開発促 24，017 20， 339 3， 678 

〈繰2入金〉
，679 21，338 

トータルコスト 27， 195千円(前年度 23，557千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の支払い、企画・連絡調整など

工霊童自由矧揮(指揮)
成サリサイ2イク3ル~クノ産2レ産業6年業の新のに聞お規で参け新入るた新やなたビなリジサネピイスシクネモルデスピ化ル、ジやのネ創技ス術出へ及・の製び新既品規存開参発企入業のの支の企援競業争・数促カ4進強0等化件.()平リ

事業内容の説明

1 
事県業内のの目リ的サイ・概ク要ルに資する技術・製品の研究開発等の取組を支援し、環境産業の活性化を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円

区 分 予算額 内 ペrlゴ、，ー

リ製サイクル技術事 23，749 
企開発業等、大に助学成等すがる行。うリサイクノレに資する技術・製品

品実用化
業

0平成L「2債採5年務択度負予新担定規行3事件為業設、分最定長:1227，ヵ6O0年年0度千度円J 
(ノ金用鳥レ技)取化術県事リ・業製サ補イ品実助ク

がしt製てZ官(補品喜五立凋同助助毒さ箔率手事れ型2/る難て.3い生手よ署事隈員業5，計t00研画0千童や円書易)重対であって、 騒築物

する 開 象路る等事と業なの計出る廃画口に

0平成24年度採択事業分 6，749千円

匿;経費事
268 |盤鳥等取に県要リすサるイ経ク費ル技術・製品実用化事業審査会の関

24.017 

施財産源策業にに廃充要棄てす物らる処れ費理て用施いに設る充設て(置平る成のも促2の5進年と及度しび充て産当、業見鳥廃込取棄額県物2産の，6業発79棄生千物抑円処制)。分、場再税生のそ一の部他が適当正該な事処業理補に助関金すのる

g工ク平主z謀れ成苦ま2手t4品で年寺の島度取器M組群3状件量況告主の中補主改認心助善事};ぷ業民を都品採択等民し克、b服t当該g補あJ助る笠製金を活用した製品開発により新たにリサイ

品のや構グ築ッ環ドデ境ザ産イ業ン賞振を受賞たする等の良
の 奥 の め に 、 今後
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料
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目項
4

款
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A-t 
産業振興総室(肉線田 7656)→事業実施:立地戦略課

(単位:千円)

目オ 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比 車交 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

リサイクル産業成
クラスター形 786 786 。 786 
支援事業

トータルコスト 3， 169千円(前年度 3，200千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 補助金の支払い、企画・連絡調整など

工程表由自着目標(指揮)
成サリイ2サク3イノ~レク産2ノレ業6産年の業新のに規聞おで参け新入るたや新なビたジリなサネピイスシクモネノデレスルピ化ジのやネ創技ス出術へ及・のび製新既品規存開参企発入業のの支の企競援業争・数促力4進強0化等件:()平J) 

事業内容の説明

1 
事(公業財の)目鳥的取・県概産要業振興機構に配置されている「リサイクル産業クラスターコーディネーター」

の取組を支援することにより、新たなリサイクノレビジネスの創出を促進する。

※リサ新イたクなルリ産サ業イククラノレスピタジーネ
スの創出のため、(公財)鳥取県産業振興機構の主導により、県

内企業、試験研究機関及び大学等が連携して取り組む研究会

2 主な事業内容
①コーディネーター l名の配置[配置箇所:(公財)鳥取県産業振興機構西部支部]

人件費については別途、(公財)鳥取県産業振興機構運営費交付金事業で計上(当該事業
では、事業費のみの計上)

②コーディネーターの役割
リサイクルに係る技術・製品開発や既存のリサイクノレ技術等を活用しながら、企業相|

験研究機関等とクラスタ}を形成・運営し、事業化へと導く。
(取組テーマ毎の参加機関との連絡調整、検討会議の開催、クラスターの進捗管理等)

これまでの取組状況、改善点3 
平成24年度は、中海海藻の肥料化や間伐材(竹)の炭化等のクラスター(研究会)を立ち上げl

た。関連企業や試験研究機関がこれらのクラスターに参画し、新たなリサイクルビジネスの創
出の可能性がより高まっている。

(近年のクラスターコーディネータ」の実績)
クフスター 実績・効果

生こみ 排出拠点が点在する家庭系生ゴ、ミを効率よく回収、肥料化し地域内での食の循
クラスター 環システムを構築するため、生ゴミクラスターを形成した。移動式生ゴミ液肥

化車両を開発(特許出願)すると共に、こ.湯て湯梨利梨浜用浜す町町ると、の連携により町内で回収し
た生にご努み益を液肥化、農産物を育て町内l な鳥取ど生大学ごみ等循)環システムの
拡大 ている(参画者:県内企業

中海海藻 中海で刈取られた海藻燥県装の内有置及効及び活び県用技外術と企のし業で開、、肥料化することを目的としてクラス
クラスターげl中ーでを形成(し参た画。者乾・ 発島に根よ大り、有用な肥料の商品化を検討

ある 挙等)
鉱さい

鳥取 ・島根両県進1と.2鳥月すも取ににる設県鉄た産置鋼め業副し、振た産両興。物県機(連の参構携用画、途に者し利よ:ま用る鳥ねに取「産鳥苦大業慮取学振等し・興て島学財根い術団ス機る)鉄ラ関鋼グ3 スラグ等の有クラスタ}
|効会業利j10 用を一層推 等商品化研究

を平成23年 機関、両県企
社、事務局
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4款衛生費
2項環境衛生費
4目 環境保全費

平成25年度一般会計当初予算説明資料

産業振興総室(内線:7656) →事業実施~1L_盟議喧課
〔単位:千円)

目オ 源 内 訳 備|
事業名 本年度 前年度 比 較

園庫支出金 起 債 その他 一般財源 考|

リサイTクルビジ
事ネ業スモ ル支媛 6，260 6，261 ム1 6，260 

トータルコスト 7，849千円(前年度 7，870千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の支払い、審査会企画・連絡調整など

工担毒自由華目揮(指揮)
成サリイ2サク3イノ~レク産2ル業6産年の業の新に聞規おで参け新入るたや新なビたジリなサネピイスシクモネノデレスピル化、ジのやネ創技ス出術へ及・のび製新既品規存開参企発入業ののの支企競援業争・数力促4強進0化等件.()平リ

事業内容の説明

1 場等て事性県、に業や排要内の社す出?とE優会事るヨ的費れ制業用た度者栂を技等等要し助術のと成面もす製連か明る携ら.、P し
それらを活用 る計画等を リサイクル企等があるが、市
サイクノレビジすネスとじての有事す業モ化デる予測が困難をで業あった分野におい
て新たなリサイクノレビジネス ルの創出 促進するための調査

2 主な事業内容
Dサイクルビジネスモデル支援事業補助金(補助金6.000千円 審査会費用等260千pj)

区分 内 廿~ 

交付対象 県内に所る企在業すをる含ロむサイクノレを行うク企ノ業レ機(器新製規造に関リサイクノレ産業に
参入す )及びリサイ 連企業

補助率 2/3 
限度額

2 0リ(等市0サの場0イ調千動ク査円向ノレ事、ビ業競ジ(及合3ネび件状スこ況を調れ、見査顧ら込事を客む業含ニ)むー調ズ査、
助成対象 ( 1 ) 

製品活用、コスト比較
業 委託事業)

(2) トライアル調査実施事業経費
(新しいリサイクノレピ、ジネスモデルを構築するための実在実
験を行う事業)

たな課、題メ寸ミの
あり 後の

して採択し、あ
る分野でも

果円ま滑をた踏な、成ま平長え成をた2図販4年っ路度た開。は拓緊等急を雇行用う創出事業として公、財本)事鳥業取の円滑業な実奥施機構に向けた支援や該、実事施業結スタッフを( 県産振 へ配置し、当 の
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料
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4
・ 産業振興組(肉線:_765里 ) → 轄 実 施 甜轄

Eオ j原 内 訳
事業名 本 年 度 前年度 上じ 車交 備考

目庫支出金 起債 その他 一般財源

【企事整業備業自立サ境事ポ 慣2材4全3元納80入0) 

産業主 主建
244，747 269. 106 ム24，359 947 

ト-5)レコスト 247， 130千円(前年度 271，520千円) [正職員:0.3人]

主な業務内容 申請書の審査・認定、連絡調整など

工程表由政草目標(指揮)
成サリイ2サク3イ~ルク産2ル業6産年の業の新に間規おで参け新入るたや新なビたリジなサネピイスシクモネルデスピル化ジのやネ創技ス出術へ及・のび製新既品規存開参企発入業のの支の企競援業争・数促力4進強0等化件:)(平!J 

事業内容の説明

1 

事子た業県補めの内給のの施目を廃的行設棄う・・物概。設要リ備サ等イのクイルンをフ促ラ進をし整、備リすサるイ企ク業ノレが産金業融の機振関興かをら図融る資たをめ受、け廃棄る際物にを利、活県用かすら利る

当該事業は「企業自立サポート事業Jに基づく融資資金「環境産業支援資金」事業にあたる。

2 主な事業内容
(単位:千円、

区分 予 算 額 内 〆H同，ー

(貸預付託額金) 243，800 
1を7継年続度す以別に融資実行された事業について、預託制度

る。

(利補子助補給金額) 902 注1な8年る:主度よ日壬以う利の降子差に蜜の認竺差定額さl宣(れ注EたF)金を事金潤業了融に機貸つ{関哲いにてIj補率は助)、す1低貸る利。付貸残付高と

事務費 45 

音十 244.747 

3 これまでの取組状況、改善点

率も現同の在様向上、でE全にあ向国る。け的事平に業成多に2く5取来の年企り組業度むがも一制リ助度サとイをし活クてノ用レ、す関適連る時案産資件業金がにが参見融入込資ましされてれおてるおりよ、りう県、継内県続企内し企業て業の支場が援合リすサにるおイ。いクノてレ|

2平5年成14年1の件制度(融融資資額開10始0，より千こ円れ)までに20件、い融る資。総額 2，326，621千円の融資を実施し、平|
成 度に 000 を見込んで
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

産業振興総室(内線:7656)→事業実施 立地戦略課
(単位・干円J

財 jm; 内 訳 備
事業名 本年度 前年度 上ヒ 較

国庫支出金 起 債 その他 一般財源 考

リサイク売ル製促進品 (83 ，499) (33，5，5777) 7 (4，92ム2)2 (4， 924) (33 ，575) 
普事及業 ・販 ，575 ，575 

トータルコスト 9， 136千円(前年度 9，209千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 普及啓発活動、グリーン商品の認定業務、補助金業務、企画・連絡調整

工程表由蹴自書(指揮)
サ(リ平イサ成イク2ノクレ3産ノレ~製業2の品6新で年規あの参る聞入鳥でや取鳥ビ県取ジ認県ネ定認ス定グモグリデーリルーンの商ン創商品出品の及の認び新定既規及存認び企定販業数路の8拡競0大争商の力品支強)援化 ・リ

事業内容の説明 ※上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額

1 事県境認産業業の定グ目育的リ成ー・概ン要商図品の認定やリサイクノレ製品の販路拡大の支援により、 リサイクノレの推進及び
環 のをる。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 予 算 額 内 J{J.・

促リ進サイ事業クノレ製品販売 -県を認る目経定的費グとのリし一ーて部、ンを商県助外品成等のす展のる示D。会サイクノ本レ製市品の販路拡等大1，110 -見 への出展に
係

県普認及促定進グ事リ業ン商品
2，465 

強(リ緊化サ急イ事雇業ク用ノレ創製出品事販業売) (4，924) 

計 3，575 

※債務負担行為限度額 1，050千円 (H26年度)

イ抱クノレ
える
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費
費
全

生
保

衛
境

費
境
環

生
環

衛

目項
4

款

2

A
『

産業振興総室(内線:7656)→事業実施・立地戦略諜
て草夜7苧宵)

備考
訳内J環財

比較前年度本年度事業名
その他

〈雑入〉
2801 4.442 

一般財源園田自主|起債

環境ビジネス交
流会事業 1.441 3.281 4. 722 

7.900千円(前年度 6.499千円) [正職員:0.4人]

企画・連絡調整、広報、交流会準備・開催など

トータルコスト

主な業務内容

工程表自由知器(指揮) リサイクル産業における新たなピシネスイl:;や技術・製品開発の支援・促進等・
リサイクノレ産業の新規参入やビジネスモラゴルの創出及び既存企業の競争力強化
(平成 23~26年の問で新たなリサイクルビジネスへの新規参入の企業数4
0件、鳥取県認定グリーン商品の新規認定数80商品)

事業内容の説明

業
に

企
も

る
と

い
と

て
る

め
す

始
進

を
促

ロ且。或M
H

取
援

の
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ス
を

ネ
入

ジ
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ピ
の
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へ

環
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に
ネ
。

既
ジ
る

と
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す

等
境
供
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環
提

個
、
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.
し
場

体
供
の

回
提
換

・
を
交

業
場
報

企
の
情

る
流
ゃ

あ
交
談

の
の
商

心
と
の

要
関
等
等

概
に
関
業

.
ス
機
企

的
ネ
究
連

目
ジ
研
関

の
ピ
・
境

業
境
学
環

事
環
大
内

・
県

(産学金官連携強化推進事業のー

2 主な事業内容
( 1 )交流会の開催

①時期:平成25年日月頃 (2日間)g場所:宮東部地区(鳥取市)
主催・ 取県、(地独)鳥取県産業技術センター、(公財)鳥取県産業振興機構

※平成24年度と同様に、「とっとり産業フェスティパル」
部)と合同開催とする。

( 2 )開催の内容
①講演会
②シーズ発表会
③ポスターセッション
④展示会・商談会・相談会

展示会出展企業 60社(環境ビジネスに係る企業40社)を見込む(出展料 :7千円)。
学術機関との情報交換の場としての機能の充実や商談機会の創出のため、商談を希望

する県外企業の交通費の一部を支給する (650千円)。
(その他、会場設営委託費 3，157千円、施設使用料 446千円、事務費等 469千円)

⑤企業情報交換会
〈参考〉

※環境ビジネスとは、低炭素社会、環境保全に資する技術、製品、サービス等を提供する
ビジネス。
(伊j 再生可能エネルギー関連事業、環境配慮商品の製造、廃棄物・リサイクル事業等)

3 これまでの取組状況、改善点

平成22年度から「とっとり産業フェスティパル」と合同開催し、企業の製品・技術や学術
機関の研究成果発表等を行っている(平成24年度実績.出展企業数 69企業・団体、来場者数
1， 422人 (2日間))。
平成24年度からは、本交流会のビ、ジネスマッチング機能をより高めるため、県外バイヤー

の招致誘導を強化し、出展企業等との新たな商談機会を創出した。
平成25年度l士、合同開催する「とっとり産業フェスティパノレ」と連携して、一般来場者の増

加を促進するイベント等の充実を図るとともに、関係機関と連携して、商工団体等に対する
広報活動等を強化する。
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

費策対
費
融

費
業
金

工
商

商

目項
3

恥
A
'
t

金
事-
4
l

守
，

産業振興組(内線7664)→轄実民議讐書

訳内i原財
備考

一般財源その他起債目庫支出金
車主比前年度本年度名業事

30， 641 
〈貸付金元利収入)

76.337 ム25，962132，940 106， 978 
【企業自立サポー
ト事業】鳥取県企
業立地促進資金貸
付金

135，354千円) [正職員・ o.3人]109，361千円(前年度トータルコスト

制度の周知・説明、申誇書の審査、融資実行

県外企業の誘致の推進.県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の推進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の聞に企業立地件数 1 5 0件)

主な業務 内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
県内工業団地等へ新増設又は移転する企業に長期・低利資金の制度融資を実施するため、金

融機関に対し利子補給等を行う。

1 

2 

43%以内
68%以内

641千円
337千円

30 
76 

0融資利率

これまでの取組状況、改善点
・平成 18年度に預託方式から利子補給方式に移行した。
-利用企業にとって使い勝手の良い制度とするため、要件緩和・融資期間の延長などの制度
改正を随時行っている。

-過去5年間の融資実績
| 区分 l
| 融資件数 | 

3 

基~)H23 
1 3 

日 22
4 

H21 
0 

H20 
2 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費務総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

工
工

商

目項
1

款
2

守
，

産業振興総室(内線田 7664)→事業実施.立地戦略課

(単位:千円)

訳

一般財源

内j原
備考車交比前年度本年度名業事

鑓立地事業補
2，504，698 515.110 

号鋒耗噂購読官接謹輯???戸る

1，989，588 

トーヲルコスト

主な業務内容

Z程表州知書(指揮)

2，504，698 

事業内容の説明

事業の目的 E 概要
木県の企業立地を促進するため、鳥取県企業立地等事業助成条例に基づき、工場等の新増設企業

に対し、鳥取県企業立地事業補助金を交付する。

1 

主な事業内容
( 1 )補助制度の概要

2 

.
業
包
包

理
山
】
四

川

C
h
り
J
-
E
心

和
開
制
千

情
提
コ
3

コンテンツ
制作業等

玄芋芳再建

5天京王

1OP2 

製造業等

2 

ソフトウェア業
機械設計業等

百芋芳再定

自然科学研究所
技術者研修所

守芋芳丙

対象事業

加算措置

要

額

1
i
n
L
q
o
 

※
※
※
 

金

( 2)所要経費
[24社の内訳]

既に企業立地事業補助金の認定を受けている企業及び今後認定を受ける企業のうち、平成25
年度に補助金を交付する予定の企業

698千円 (24社)504， 2， 

3 これまでの取組状況、改善点
・企業立地推進本部による企業立地活動の全庁的な取組を行うとともに、企業ニーズ、経済情勢の変
化などに応じた助成制度の充実を図っている。(県内中小企業の要件緩和、製造業の限度額の引上げ、
戦略的推進分野への加算措置、震災リスク分散に対する加算措置、研究開発部門の補助率の引き上
げ等)

・平成24年度の県外企業誘致及び県内企業新増設実績(平成25年 1月末現在)
県外企業誘致数 1 6件 (雇用計画数 1， 372人)
県内企業新増設数 3 1件 (雇用計画数 25 1人)

→ 件数、雇用計画数とも過去最大
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

産業振興総室(内線:7664)→事業実施:立地戦略課
{皐位.干円)

財 ;市 内 訳
事業名 本年度 前年度 長乙 車交 備考

目Il支出金 起 債 その他 一般財源

境企業整立備地補事助業金環 204，918 200，000 4，918 204，918 

トータルコスト 205，712千円(前年度 200，805千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 申請書の審査・補助金の交付手続

工程産自由量目揮(指揮)
県県(外平内企企成業業1のの9誘新~増致3設の0年推の促進度進の:県聞:外県に企か内企業ら業立の新地の規新件誘増数設致1のを5増実0加件現す)を図るる

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
県内の工業団地への企業立地促進と工業用水の利用促進を図るとともに、工場排水に伴う周辺

水環境や農林水産業への影響を防止するため、県内の工業団地において新増設を行う企業に対し、
排水処理施設の整備に係る経費の一部を補助する。

2 主な事業内容
県内の工業団地(米子市、境港市)で新増設を行う企業2件に対し、排水処理施設の整備に係

る経費の一部を補助する。
補助対象件数 2件(米子市進出企業1件、境港市県内企業増設 1件)
補助対象経費 409，837千円(排水処理施設整備の経費)
補助金額 237，783千円 x1/2=118， 918千円

172，000千円 X1/2= 86， 000千円
言十 204，918千円

[ 補(適助 ] 

(補助排額水)処理施設の整備に要する経費の 1/2 (限度額5億円)

(補業い助助平て対成成も象期例様1年間にに)度基対2 1 iF~~2jLm<; 2 4 、この 対象 について 企立 等事
条同 づ象期平き成期間延限2設伸年定の度措し。置ておなを講おり、じ条る例。補見助直しに期よ聞り期限の延伸は鳥を行取県うた業め、 本地制事度業にお

3 
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

費務総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

エエ
商

自項
1

款
2

守
，

産業振興総室 C内線:7664)→事業実施議嘩 曾

財 i原 内 訳
事業名 本年度 前年度 1:1ヒ 較 備考

自庫支出金 起 債 その他 一般財源

情事報業通補信助金関連雇用
64，751 40， 921 23，830 64， 751 

トータルコスト 66，340千円(前年度 42，530千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程表の政量目標(指標)
県県(平外内成企企1業業9のの~誘新3場致0設の年推の度進推の進:間県.に外県企か内業企ら立業の地新の件規新数誘増1設致5のを0実増件加現)すを図るる

事業内容の説明

1づ本事き県業、借への室の目料情的及報・概通び信通要信関連回線企使業等用料の立の地部を促を補進す助するたる。め、 鳥取県企業立地等事業助成条例に基

2 主な事補業助内事容業
( 1 ) の概要

補助対象業種
(新規要雇用件者数)

補助内容

情報処理・提供サービス義 20人以上
コールセンタ一等を業 とす (パ}トタイムも対象)

る企業)

ソ自然フ科ト学計ンウ研業業ェ究ア所業
技術者等 5人以上

機デ械ザ設イ

(2)所要経費
64，内 751千円 (17社)

( 訳専借用室)通料信回線使用料 32，810千千円
31， 941 円

3 これまでの取組状況劇改善点

-企業立地推進本部による企業立地活動の全庁的な取組を行っている。

[過去5年間の補助金交付件数]

年度 H20 H21 H22 H23 H24 

件数 7件 7件 6件 6件
(予8件定)
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平成 25年度一般会計当初予算説明資料

産業振興総室(内線田 7664)→事業実施:立地戦略課
(皐位:千円)

Rオ 源 内 訳
事業名 本年 度 前年度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

コンテンツ・護
補管理助金関連雇用 88，812 34， 875 53，937 88，812 

ト-11ルコスト 89，606千円(前年度 35，680千円) [正職員:0.1人]

主な業務内容 制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続

工程表の政策目標(指標)
県県(外平内企企成業業のの誘新致増設の推年の進促度進:県・外県に企か内企業ら業立の新地の規新件誘増数致設1のを実増0加件現す)を図るる

19~30 の関 5 

事業内容の説明

1 本事器県鳥業の目的 ・概新立の要地一た部等に
において コンテンツ例関連に(コ基業ン務づテ及きンび、ツ事立:務地創管当作理初物業の)務入を行費う企業室料等の立地を促線進使用す料るた

備め機、 取リ県企ス業料 事を補業助助成す条る。 件 、借 、通信回 、設

2(1主)補な事助事業業内容の概要

区分 コンテンツ 事務管理

補助対象業務 まんがに関するコンテンツ

会事一般務計事事用機務務器操作事務アニ人メ材ー育シ成ョンに関するコンテン
ツ、等

、補(新助規要雇件用者数) (3う人ち以1上人以上は県内からの雇用) (5う人ち以県上外からの転入者2人以内)

補助内容

ド(補助限度額鴇5∞万
円( につき)) 

ース 年1/に2 

用万者円阿料1主(年人1につっき印き)O)千円を上(1人))1回限り)

万 (5年間で100人 限

補助期間 操業から 5年間

(2 )所要経費 (単位:千円)

内 訳 コンテンツ (6宇土) 事務管理 (4社)

借設通人備信件室機料料費器リース料

10，206 9，430 
21， 784 9， 373 
9，569 7，450 
12.500 8.500 

計 54，059 34，753 

3 県童入平ツZ制れ内5ま謡作にZ人4お業で以度のい言務内取て説等に)組雇に→「状用対話ま5人況のんす、場量以がる改上王補がi助善著毘i(霊点県制しt:切外度っく不転をt:さ足入追り加者jEしTて2をし人T持い、以続平る内事成ヰー)町発務}j協的展同職度し業3T社にピYつジにZネ対いE盟てスし展、て新事隠宮業たし認にて

事務度10人管を創以理部設上門Lたを行う
制( 以 (県外転

いくため、たコンテン
定を行っ
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項工鉱業費
1目 工鉱業総務費

訳内
較ト旦十Z

E庫支出金起債
備考

一般財源その他
上b前年度本年度名業事

'ト・と
イ
つ
業

ラ
と
事

テ
@
援

サ
ス
支

)
イ
築

新
フ
構

(
オ
り

5.000 5. 000 。5.000 

5.794千円(前年度 0千円) [正職員:0.1人]

制度の周知・説明、事業認定業務、補助金交付手続など

県外企業の誘致促進:県外からの新規誘致を実現する

トータルコスト

主な業務 内容

工程表の政量目標(指標)

(平成25年 1月末までの県外企業誘致

首
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業
携
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山
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都
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連
用

事業内容の説明

1 

2 主な事業内容
( 1 )補助制度の概要

県外企業が空き家・空き1苫舗を賃借し、「サテライトオフィスj に改装する経費(撤去・清掃
・リフォーム)に対して、県が 1/2、市町村が 1/2を助成する。
恒常的な賃借に限定せず、期間限定(l年間)の短期賃借も可とする。

(2) 子耳耳終春

事業主体 サァフイトオフィスを賃借する県外企業

補助対象経費 空き家・空き庖舗内の撤去・清掃・リフォーム経費
県からの補助金交付先 市町村
補助率 県 1/2 . 市町村 1/2 
補助上限額 (1件当たり) 県 し 000千円 . 市町村 1. 000千円

(補助総額上限 2. 000千円)
予算額 5. 000千円 (5件分)

これまでの取組状況、改善点
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各企業からは「インター
ネット環境が充実していれ
ば、職住近接が実現できる
地方への移転を検討したし、J
との意見を伺っている。
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(事業イメージ図)
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費

1目エ鉱業総務費

事業名 本年度 前 年 度

産業振興総室(内線:7664)→事業実施・立地戦略課
(単位:千円)

~;f 源 内 訳
比 車交 備考

国庫支出金 起 債 その他 一般財源

雇用維持企業再
構築支援事業 10，000 20，000 ム10，000 10，000 

トータルコスト 11，589千円(前年度21，609千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 補助金交付手続

工程査の政量目揮 01標) 県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図、る

事業内容の説明

2 主な事業内容
[雇用維持企業再構築支援補助金]
(1 )補助対象事業主 ※①又は②に該当し、ケース別の条件を満たすことが必要

①新県た内な業に事種へ業所の転が所換在を行するう製た造め業の設で備現状投資の雇を用行をう維事持業す主るために新製品の開発・製造等又は

② 県内に事業所が所在する製造業が事業の一部又は全部を廃止する場合で、その従業員を引
き継いで事業を継続又は新たな事業を行うために設備投資を行う事業主

雇用維持のためのユ (ケス別)

条 件 q自ら行5場合 ②他社主よる場合
大企業 中小企業 大企業 中小企業

設備投資計画(新事業計画)について知事の事前承認 。 。 。 。
a.現在、県内の事業所で生産している製品に替えて又は

一一却&丈貌製品Lo.?見発xt立製造主ごD'_2 J1J~:ç'~;;\'ζとーー一ー
b既存の生産品目において新技術の導入・生産効率化等 a~dのい a~dのいず

__1主主j?-~三車震を 1Mも弘よ単組事J吉見計画:ç';h益三とー ずれか 1れか 1つに
C.発注元の変更に伴い製品の仕様等を変更して生産を継 つに該当 該当するこ

ーー綜ヲ:亘社@!..ずーあI_Q_~J主ーーーーーーー"ーーー すること と
d製造業以外の業種に事業の一部又は全部を転換する計
薗であること

県内に事業所が所在する製造業が事業の一部又は全部を

/ / 廃は止新たすなる事場業合をで行、うそこのと従業員を引き継いで事業を継続又
。 。

設備投資額 1億円以上 3千万円以上 1億円以上 3千万円以上
雇用維持(文は他社から受入)する従業員数 10日人以上 3人以上 l∞人以上 3人以上

(2)補助率 投下固定資産額 X 10% 
(3 )限度額 新事業計画に基づく事業に従事する従業員数が3人以上の場合:3チ万円 ~ 

(4) 交付方法 補雇30助用0人金人以数の上交がの付計場画は合認計.画定3認時0億定点円日から減1年少後又は投な資完了とを日の認いずしれたか遅えい交日付におすいて
よりも していいこ 確 うで る。

(5 )認定期間平成23~2 4年度
J 

3 これまでの取組状況、改善点

平成24年度に 1件の事業認定を行った。平成25年度からは、本事業を包含する「主要製造
業再生支援事業」及び「製造業新分野展開緊急支援事業」の中で、雇用維持企業への支援を行う。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

産業振興総室(内線 :.7664)→事業実施立地戦略課

(単位:千円)

訳 1

費務総
費
業

業
鉱

費
鉱
工

工エ
商

目
神
崎

4
4

，

款
2

7
'
 

内源

起 債

財

国庫支出金
備考

一般財源
較J:t. 前年度本年度

その他

355，000 202，500 

号33乾耕輔謀議聾穫期辞図る

152，500 355，000 
る
る
進
一
ト
一
主
的

張
す
促
一
ス
一
切
り
一
ゆ

頑
援
用
一
コ
一
初
一
保

!
応
雇
一
川
一
軒
一
間

i
一

引

R
三
J

，
一
な
一
間

働
金
扇
軒
一
と
主
一
期

業、名事

事業内容の説明
1 事業の目的皿概要

現在の厳しい雇用情勢に鑑み、新増設等により新たな雇用の確保に努めた事業主に対し奨励金
を支給し、県内企業への雇用促進を図る。

(0支給 対象労働者:平成26年 3月末ま で に 雇 用 さ れ た 正 規 雇 用 労 働 司
(平成23~24年度対象の事業を 1 年間延長する。)

対象

匿

4

3

附

Fhu

、ρhv=-

n

4

9
白

4
y

u
u
u
u
h
H
 

支給額

100万円/人

(日ヶ月ごと
に 50万円)

(事業集約等に
よる県外から
の転入者は半
額支給)

支給対象労働者

(雇用期聞の定め
の無い労働者で
所定労働時間週
3 0時間以上)

-正規雇用者

支給対象事業主

次のいずれかの事業主
①企業立地補助金の認定
②企業立地促進法に基づ

く立地計画の承認
正規雇用創出奨|③情報通信関連雇用事業I(各年度の
励金 | 補助金の認定 14/1時点か

④雇用維持企業再構築支|らの純増分
援補助金の認定 |のみ対象)

⑤雇用維持企業再構築研究
開発補助金の交付決定

⑥(新)主要製造業再生支
援補助金の認定(注)

⑦(新)食品加ヱ施設整備
全企箆亙

1人以上

事業名

知事の認定|・雇用保険の被
を受けた年| 保険者
間20人以上|・常時雇用者
の雇用計画I(週 30時間以上)
(各年度目| 又は
4/1時点か| 短時間労働者
らの純増分I(週 20時間以上)
のみ対象) い 1年以上雇用

(注)主要製造業再生支援補助金の認定事業主については、人員削減前の従業員数と比較して、再生後に増員
となった人数を支給対象とする。

4

4

A

n

A
》
内
川
げ

比
~
比
晴

u
u

刊
日
十
t
u

7 0万円/人
補業事用

主
雇
業

連
事

関
定

信
認

通
の

報
金

情
助奨出A

凋用雇量
金

大
励

※正規雇用創出奨励金との
併給不可

(2)所要経費
(正規雇用創出奨励金所要額)

50万円 X1 5 6人X2回=156百万円
(大量雇用創出奨励金所要額)

70万円 X284人=199百万円 合計:355旨万円

び県内企業の雇用維持・確保に対して
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平 成 25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項エ鉱業費
1目 エ鉱業総務費

産業振興総室(内線:7664)→事業実施:立地戦略課
〔単位:千円)

訳内i原

起債

Eオ
備考

一般財源その他目庫支出金
前年度 i比較本年度事業名

製造業生産等改
善支援事業 30，000 10，000 20， 000 30，000 

31，589千円(前年度 20，805千円) [正職員:0.2人]トータルコスト

制度の周知・説明、申請書類審査、補助金交付手続など

工程表四日量目標(指揮)

事業内容の説明

主な業務内容

1 事業の目的・概要
大手企業の事業再編等、外的環境が悪化している状況下において、県内中小企業(製造業)が

現状の雇用を維持しつつ企業体質の強化を図るために取り組む生産等改善活動を支援し、新たな
研究開発に取り組む環境を整える。

2 主な事業内容
[製造業生産等改善支援補助金]
( 1 )補助対象者

県内に事業所を有する中小製造業
(2)補助対象事業

0生産改善のために行う「診断Jr改善計画策定Jr改善活動実施のフォローJ等に要す
る経費(コンサルティング会社への委託経費、謝金、旅費、事務費等)

O改善計画に沿って、 IT技術や新技術の導入、生産工程の高度化・省カ化(自動化・省
エネイ臼)等の改善活動の実施に要する経費
く生産等改善の例〉
.工場レイアウトの改善
・生産管理システムの構築
.在庫管理システムの構築
.ムダの削減活動

(3)要件
-補助事業の規模が 50万円以上
-外部のコンサルタント会社又は専門家と合同で改善計画を策定すること或いは策定して
いること。

-現状の雇用を維持すること。
j4)期間 最大 24カ月
5)補助率 1/2 

(6 )補助限度額 改善計画策定等
改善活動実施
平成 24年度認定済分
平成 25年度新規認定分 20， 00 
(債務負担行為限度額:60，000平円

(7)所要経費
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費
2項エ鉱業費
1目 エ鉱業総務費

産業振興組(内線:7664)→ 事 業 実 乍 群鞘課

事業名 本年度 前年度 比 較
財 j原 内 訳

備考E庫支出金 起債 その他 般財源

企業立地推進費 (47，431) (42， 712) (4， 719) n雑1』044〉) 
(35， 387) 

35，461 42，712 ム7，251 35，287 
トータルコスト 118，873千円(前年度127，195千円) [正職員:10.5人非常勤職員目 5.0人]
主な業務内容 専門の非常勤職員等による企業訪問活動、企業情報等収集及びPR資料作成
工程表白融制揮(指標)

号議鞭難産露目iS22麟替群町
1事業事企内業な容業事の誘業の目説致的内活容明・概動要

※上段( )は緊急雇用創出事業計上分を含む額

の推進に必要な経費
(単位.千円)2 主

企業誘致班活動
-致県活外-動県本及外部本びに情部企報業(収東誘集京致を専・行関門西員う。) (非常勤職員) を配置し、 企業誘9，099 

: 1名X2機関

対(新策(緊)事急中業雇京用圏創企出業事誘(業B致，)6重94)点

ー(新デ(緊)ィ急県ネ雇内ー用企タ創業ー出再配事生置(業3支事，2)援業76) コ -業県コ動内-デ商企向工業をィネ労適の働ー事時部タ業にー把再:握生1(名非す支常援る勤、を職行企員業う)動たを向め配、に置精県す通内る企し。業た企を訪業再問生し支て援企

コンタクトセンターの設置 -立地推戦進略員課にコ1名ン)タクトセンターを設置し、訪問の調整を
4，672 行う ( を配置する。

補職助員金検査等を行う非常勤
の設置 4，257 -企助員職業(員立1名地()事1名を業)配補、置助企す金業る、情。正報規の雇収用集創・出整奨理励・金資等料の作補成助等金の審補‘査助補職

企業誘致貢献者表彰制度 -企業の新った規者立を地表計彰画すのる情。報提供など、本県への企業立地に貢
300 献があ

県内視察支援制度 -地県外を促企進業すがる県。内視察に訪れる経費を負担し、本県への企業立
774 

情報収集及び情報提供 -企日経業ァレコ活ン用、民す間る調。査会社等を通じて企業の情報を収集し、
153 誘致に

水設環置境影響評価委員会の

事量諒で水F環5i境E1影雪響量評の22価委長?君員事会b千を品設群経陛ト費鎮ム(3山(3静者千円で修)主費事負担告
3，206 

3 者地 ) 

事務費 13，000 

計 35，461 

3(1こ)れ企ま業でl立の地k取f件組数状況(平、成L改2善5点年 1月末日現在) (件)
区 、 H20 I H21 H22 H23 H24 

平成I県2県内2外企年企業度業のかの新ら誘増は致設空きI 4 I 5 I 5 I 11 I 16 27 I 7 I 24 I 30 I 31 

(2) 工場・空き用地・貸しオフィスの情報提供を開始している。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料
7款商工費

2項エ鉱業費
1目 工鉱業総務費

産業振興組(内線 7664)→ 事 業 窒 弘 群轄課

訳内j原財
備考

一般財源その他起 債国庫支出金
車交比前年度本年度名業事

業
画

産
計

域
本

地
基
業

県
化
事

取
性
進

烏
活
推

1，648 。1，648 1，648 

5，671千円) [王職員:0.5人]5，620千円(前年度トータルコスト

-鳥取県地域産業活性化協議会の事業の運営
.企業立地計画の審査・認定・調整業務

主な業務内 容

県外企業の誘致推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
(平成 19~30年度の聞に企業立地件数 150件)

耳額放策目標。嗣

事業内容の説明
1 事業の目的・概要

県内産業の更なる集積及び高度化を図るため、平成 24年4月に策定した「鳥取県地域産業活
性化基本計画」の各種事業について推進を図る。

2 主な事業内容
(1)鳥取県地域産業活性化協議会の開催(年2回程度)

く構成員>
・行政機関(県、市町村)
単術機悶[鳥殴大掌‘外究開依1

外 2団体)

、(地独)

~ (事務局・(公財J鳥取県産莱振興機構)
(2 )企業誘
(3 )企業立

告報輩荒事び

認

及

承

算

算
決

予
の

の

業

業

事

事
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4
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※
 

※同協議会の繰越金で対応するため、
負担金は発生しない。

0千円
648千円

所要経費
鳥取県地域産業活性化協議会負担金
標準事務費 1， 

3 

4 これまでの取組状況、改善点
-平成 19年度に、企業立地促進法に基づき鳥取県の産業集積を進める「鳥取県地域産業活性化
基本計画 (5か年計画)Jを策定した。(計画期間:平成23年度まで)

-平成 24年4月に、鳥取県経済成長戦略を踏まえ、新しい「鳥取県地域産業活性化基本計画」
を策定し、集積目標業種の誘致及び新増設促進に取り組んでいる。
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平成25年度一般会計当初予算説明資料

産業振興組(内線:7664)事業実施#噛
費務ぷぽ宇佐fa喝

費
業

業
鉱

費
鉱
工

エ工
商

目項

1

款
2

守，

内訳

その百二五百源

j原

起債

財

目庫支出金
備考車交上b前年度本年度名業事

[制度改正]
企業投資促進のた
めの工業団地再整
備事業補助金

364，342 101，531 

365， 136千円(前年度 263，616千円) [正職員:O. 1人]

申請書の審査・補助金の交付手続

県外企業の誘致推進:県外からの新規誘致を実現する
県内企業の新増設の促進:県内企業の新増設の増加を図る
平成 19~30年度の聞に企業立地件数 150

262，811 364，342 

ト一合ルコスト

主な業務内容

工程表の政景目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要
企業投資の促進を図るため、既存工業団地において、市町村が行う団地の再整備に要する経費

の一部を補助する。

主な事業内容

(1)次表①~⑥の工業団地において、市町村が行う用地造成、道路、排水施設、上下水道等の
改築 、貸工場の整備に係 る経費の一部を補助する。(単位:千円)

1 

2 

工業団地名 債務負担の期間 全体事業費
補H助2対5年象度経費 I~県補2助5 年金度 予算の時期

1若葉台北(鳥取市) 日 25~H27 600.000 200，000 100，000 H24.6補正
2布袋(鳥取市 H2 5~H2 7 520.000 180.000 90，000 H24.11補正
3灘手(君 吉市 日 25 75.950 75.950 37.975 H24.9補正
4西 吉 (倉吉市) 20.000 20，000 10.000 H25当初

5西 τ'" (倉吉市) H26 176.286 62.578 31， 289 H25当 沼

白米 木(米子市) H2 3~H2 5 849.959 190. 156 95.078 H22.9 噛E
合 計 ~242 ， 195 728，684 364，342 

り実施する。(2)上表⑤の新規誘致案件に伴う工業団地再整備事業は、

(3)より一層円滑な企業誘致の促進、地域振興を図るため、市町村において工業団地整備が行
えるよう本制度における対築事業の見直しを行う。

用地取得

3 これまでの取組状況、改善点
・これまで既存の工業団地において企業が新規に立地する際、オーダーメイドで団地の再整備を
行うことにより企業誘致において相当の成果を上げてきている。

・その結果、既存工業団地の分譲可能な用地がほとんどなくなってきており、新規誘致企業に対
して提案できる分譲地が不足してきている。

・このため木制度を柔軟に見直すことにより、引き続き企業誘致の促進、雇用拡大を図っていく。
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